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第2次高市改造内閣にて留任され初登庁する片山大臣（9月17日）

G20財務大臣・中央銀行総裁会議に出席する片山大臣（8月31日、於：アメリカ・アシュビル）
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巻頭言
天才と変人と常識人の狭間で

東京大学 定量生命科学研究所 教授

奥山  輝大

先日、恩師の利根川進博士が亡くなった。利根
川先生は「抗体産生の分子メカニズム」を解

明しノーベル生理学・医学賞を受賞した後、「記憶・
学習の脳神経メカニズム」の研究へと転じた。私は
2013年から5年間、MIT（マサチューセッツ工科大
学）の利根川ラボで人為的な記憶操作の研究に取り
組んだ。利根川先生は「サイエンスおばけ」のよう
な方で、土日昼夜を問わず全身全霊で研究に没頭し、
80歳を超えてなお、2つ目のノーベル賞を狙うかの
ような速度で走り続けていた。あれほど純真にサイ
エンスを愛し、好奇心に満ちて童心を忘れない研究
者を私は他に知らない。ヒトをここまで強く突き動
かす「好奇心」とは一体何なのか。

かつて研究者という人種は朴訥とし、好奇心の赴
くままに生きる、ムーミン谷の「ヘムレンさん」の
ような存在だった。虫眼鏡を片手に一人で谷を歩き、
誰に頼まれたわけでもなく珍しい植物や虫を探す。
しかし現代では、一本の論文で要求されるデータ量
も証明の精緻さも格段に増したため、高額研究機器
を整備し、プロジェクトチームを率いる必要が生ま
れた。それに伴い、Principal investigator（PI）と呼
ばれるラボの主宰研究者は、研究に加え、資金調達、
人事、組織運営、広報までを一手に担う中小企業の
社長のような能力が求められるようになった。天才
と変人の境界にいる浮世離れした人間達に、バラン
ス感覚を要する企業経営を任せるのだから、無理が
生じるのも当然である。

かく言う私も、大学生の頃、恋に色めき立って
『anan』などを熟読する同級生たちを尻目に、「これ
からは恋の分子生物学の時代だ！惚れ薬を作る！」
という突拍子もない願いと溢れる好奇心を胸に走り

続け、いつの間にかこんなところまで来てしまった。
記憶操作技術を駆使して、特定の相手に対する好き
や嫌いの感情を、人為的に作ることにも消すことに
成功し、見事マッドサイエンティスト街道を快走中
である。そしてPIとなった現在、自分の「好奇心」
を守る闘いに直面している。

昨今、日本の研究力低下が語られる。日本の代名
詞だった「高い科学力」も、圧倒的な研究投資を続
ける中国の前で存在感を失いつつある。文部科学省の

『科学技術指標2026』によると、2024年の中国の研
究開発費は総額でとうとう米国を上回り世界首位となっ
た。日本の研究現場にいて強く感じるのは、人は資金
に追われ、仕事に忙殺されると、好奇心を育てる余白
を失うという事実である。研究者はしばしば「好きなこ
とをして生きられる仕事」と言われるが、実際には「好
きなことを続けるために、好きではないことを驚くほど
大量にやらなければならない仕事」でもある。研究費の
申請書を書き、人を雇い、報告書を書き、会議に出て、
評価を受け、予算を管理し、また次の申請書を書く。油
断すると、「好奇心から研究する」のではなく「研究を
続けるために研究する」という倒錯ループに陥りうる。

以前、利根川先生に「研究をうまくやるコツは何
ですか」と尋ねたら、ニヤッと笑って「若いうちに
ノーベル賞を取ることだよ」と教えてくれた。ノー
ベル賞受賞者の小粋なジョークだが、実に言い得て
妙である。受賞後には研究費獲得の心配も減り、そ
のぶん純粋に好奇心の赴くまま最先端研究を追求で
きるのであろう。この先摩耗と闘いながら、好奇心
は果たして私をどこまで連れて行ってくれるのだろ
うか。利根川先生の好奇心に溢れたキラキラした目
が忘れられない。
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「脱税は犯罪」
国税庁は特に悪質な脱税に対して査察調査を行っている。国税庁が公表している「令和7年度　査察
の概要」によると、SNSを使って事業を行う者による脱税や、海外取引を利用した不正など手口の
巧妙化が進んでいる。本特集では査察調査の意義と「令和7年度　査察の概要」を紹介する。

マルサが暴く
悪質手口と犯罪の代償

1件当たりの脱税額は1億円超へ

特集

昭23.7 大蔵省主税局に査察部、各財務局に国税査察部を新設
昭24.7 国税庁発足
昭62.2 映画「マルサの女」公開
平22.6 脱税犯に係る罰則の法定刑引上げ
平23.8 単純無申告ほ脱犯及び消費税受還付の未遂罪の創設
平30.4 国税犯則取締法の国税通則法編入及び犯則調査手続の見直し
令9.10 犯則調査手続のデジタル化施行（予定）

査察を取り巻く主な経緯
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査察調査により把握した隠し財産の事例

Web-TAX-TV（インターネット番組）

全国約1,500名の国税査察官が調査と証拠集めを実施
我が国は納税者自身による適正な申告と納付に支えられている。課税の公平を確保するためには、故意に不正

な手段で税金を免れた者の責任を厳しく追及しなければならない。このため、特に悪質な脱税をした者に対して
は、国税局査察部（マルサ）が査察調査という特別な調査を行い、税金を納めさせるだけでなく、拘禁刑又は罰
金という刑罰を科すための証拠収集を行っている。この査察調査には、国税庁と国税局に配置されている国税査
察官（全国で約1,500名）が当たっている。

「脱税を見逃さない！国税査察官の仕事」
〔14分52秒〕

「隠された脱税資金を追え！国税査察官の仕事Ⅱ」
〔20分52秒〕
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脱税として査察が摘発し、検察に告発した１件当たりの金額は過去10年で最高額
査察制度は、悪質な脱税者に対して刑事責任を追及

し、その一罰百戒の効果を通じて、適正・公平な課税
の実現と申告納税制度の維持に資することを目的とし
ている。国税査察官は、経済取引の複雑化、広域化、
グローバル化、デジタル化といった経済社会情勢の変
化に対応し、幅広い業種業態の悪質な脱税者に対して
調査を行っている。

本年6月に公表した「令和7年度の査察の概要」に
よると、国税庁が令和7年度に検察庁へ告発した件数
は82件だった。告発分の脱税総額は84億円で、1件
当たりの脱税額は1億200万円となった（令和6年度
の8,400万円から増加）。

告発件数を業種別にみると、告発が多かったのは、
建設業（18者）、卸売業（6者）、不動産業と運送業

（各4者）となっている。また、告発件数を税目別に
見ると、法人税が44件と最も多い。消費税が23件、
所得税が13件、相続税が2件と続いた。脱税額では
法人税が46億円、消費税が15億円、所得税が14億
円、相続税が10億円であった。
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令和 3年度

■：総額　　■：告発分　　　：総額の 1件当たり　　　：告発分の 1件当たり

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

（百万円） （百万円）
脱税額の状況

（注） 脱税額には加算税額を含む。
出典：令和7年度　査察の概要

査察調査のパンフレット査察調査のパンフレット

令和5年度 令和6年度 令和7年度

不動産業 18 建設業 21 建設業 18

建設業 16 不動産業 11 卸売業 6

人材派遣 6 人材派遣 5
不動産業

4
運送業

（注）�同一の納税者が複数の税目で告発されている場合は1者としてカウントして
いる。

出典：令和7年度　査察の概要

告発の多かった業種 （者数）
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消費税事案、無申告事案等重点事案への取組
国税庁では消費税事案、無申告事案、国際事案をは

じめ、社会的波及効果が高いと見込まれる事案につい
ては重点事案として取り組んでいる。消費税事案の告
発件数は前述のように令和7年度で23件であり、こ
のうち不正受還付事案は12件、無申告事案は12件、
国際事案は17件だった。

SNSを利用して活動する事業者等を告発
昨今はSNS（ソーシャル・ネットワーク・サービス）

の普及に伴い、経済取引の形態も多様化している。令和
7年度には、たとえば、美容系インフルエンサーを通じ
て広告代理を行う会社が、取引事実のない架空の業務
委託費を計上して法人税と消費税を免れていた事案を告
発した。また、SNS等で主に海外の顧客にイラストを販
売していた事業者が、海外イベントでの販売収入の一部
を申告から除外し、所得税を免れていた事案を告発した。

このほか令和７年度に告発した事案には、スポーツ
教室の運営会社、太陽光発電設備の販売会社、リノ

ベーション工事を施した中古物件を販売する不動産会
社、障害福祉サービスを行う会社、幼稚園の経営者、
さらには相続財産を申告しなかった事案等、業種も取
引形態も多岐にわたるものがあった。

海外取引を利用した巧妙な不正も
また、国境を越える取引が日常化し、資産の保有・

運用の形態も複雑になっている。こうした中、海外取
引を利用した不正行為や、海外に不正資金を隠してい
た事案に対しては、租税条約等に基づく外国税務当局
との情報交換制度（EOI：Exchange of Information）
も活用して調査を行い、告発した。

たとえば、日用品等の輸入販売会社が、海外の不正
加担者と通謀して海外法人からの架空の輸入仕入れを
計上した事案があった。営業コンサルタントを営む複数
のグループ会社が、架空の仕入れ等で得た不正資金の
一部を海外預金として隠していた事案もあった。防災シ
ステムの開発・保守を行う会社にも、同様に海外法人へ
の架空仕入れを計上して海外預金に隠した事案がある。

美容系インフルエンサーの活動を通じて広告代
理を行う会社が、不正加担者を利用し、取引事
実のない架空の業務委託費を計上し、法人税及
び消費税を免れていた。

SNS等を利用して主に海外顧客に対してイラス
トを販売していた事業者が、海外イベントでの
販売収入の一部を申告から除外し、所得税を免
れていた。

幼児・小学生向けの野球及びサッカースクールを全国展開するスポーツ教
室の運営会社が、国からの給付金等に係る雑収入を申告から除外するほか、
取引実態のない架空の施設利用料を計上し、法人税を免れていた。

農業用ため池に設置した太陽光発電設備を販売する会社が、売電権利の譲
渡収入を申告から除外して法人税を免れたほか、関連して同会社の代表者
個人に帰属する事業収入を得ていたにもかかわらず、所得税の確定申告書
を提出しないまま法定納期限を徒過させ、代表者の所得税を免れていた。

告発事件の例

出典：令和７年度　査察の概要

重点事案の告発件数

（注） �1　消費税事案の告発件数は、消費税不正受還付事案を含む。 
2 　�無申告事案には、偽りその他不正の行為を伴う無申告ほ脱犯のほか、不正行為を伴わず、故意に申告書を提出しないで税を免れる単純無申告ほ脱犯の犯罪類型がある。

出典：令和7年度　査察の概要

：消費税事案　　　：無申告事案　　　：国際事案（件）
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消費税を不正受還付する悪質性の高い事案も
消費税の仕入税額控除制度を悪用した不正受還付事

案は、国庫金の詐取ともいえる悪質性の高い事案であ
る。令和7年度は、再生資源の輸出販売会社が虚偽の
見積書等を用い、事業用の機械装置を国内事業者から
過大な金額で取得したように装って課税仕入れを過大
に計上し、消費税の還付を受けていた事案を告発し
た。また、産業廃棄物処理・運送業を営む会社が、実
在しない資産を取得したように装い、還付を受けると
ともに納付すべき消費税を免れていた事案もある。

不正資金の留保・費消と隠匿場所
脱税で得た資金の多くは、現金や預貯金として留保

されていた。一方で、数千万円規模の資金を個人的な
資産形成に充てたり、費消したりした例もあった。た
とえば、有価証券等への投資、競馬や海外カジノ等の
ギャンブル、ブランド品の購入、高級クラブでの飲食
等の交際費・遊興費に加え、動画配信者やゲームへの
アプリ課金等に充てていた事例があった。

隠匿場所は、クローゼットに置かれた缶、居室の棚
の箱、室内のスーツケースやバッグ、室内収納に隠さ
れた金庫等の事例があった。また、不正に利用した預
金通帳等をクローゼット内の紙袋に隠していた例も
あった。

査察事件の一審判決の状況
令和7年度中の一審判決は80件で、すべてに有罪

判決が言い渡された。実刑判決を受けたのは6人と
なった。査察事件単独で最も重いのは、複数の納税者
に脱税スキームを利用させていた脱税指南グループの
首謀者に対する懲役6年の判決だった。

査察制度は、悪質な脱税者に厳正に対処し、適正・
公平な課税と申告納税制度への信頼を維持するうえ
で、重要な役割を担っている。

年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

A：判決件数 (件) 83 (内5) 99 (内13) 80 (内5)

B：有罪件数 (件) 83 (内5) 99 (内13) 80 (内5)

有罪率(B/A) (%) 100 100 100

実刑判決人数 (人) 9 (内2) 13 (内7) 6 (内2)

C：1件当たり犯則税額 (百万円) 58 59 54

D：1人当たり懲役月数 (月) 15.6 15.7 16.1

E：1人(社)当たり罰金額 (百万円) 15 15 15

（注）�1　表中の内書は他の犯罪との併合事件を示している。 
2　C～Eは他の犯罪との併合事件を除いてカウントしている。

出典：令和7年度　査察の概要

査察事件の一審判決の状況

出典：令和７年度　査察の概要

・ 有価証券等への投資

・ 競馬や海外カジノ等のギャンブル

・ ブランド品等の購入

・ 高級クラブなどでの飲食等の交際費・遊興費

・ アプリを通じた動画配信者やゲームへの課金

不正資金の留保・費消状況及び隠匿場所

不正資
金の使

途の例

・ クローゼットに置かれた缶

・ 居室の棚に置かれた箱内

・ 室内に置かれたスーツケース及びバッグ

・ 室内収納に隠された金庫

・ クローゼット内の紙袋（不正に利用した預金通帳等）

不正資
金等の

隠匿場
所の例
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経済活動のグローバル化・デジタル化の進展に伴
い、国境を超える取引が恒常的に行われる等、租税犯
罪の手段・方法も複雑化・巧妙化している。いわゆる
国際事案は、その告発件数が査察事案全体の2割以上
を占めるなど、査察調査において重要な位置を占めて
いる。

他方で、近年、国際分野での査察を取り巻く環境は
一層厳しさを増しており、租税条約等に基づく情報交
換（EOI）による国外証拠の適時・適切な収集や知見
共有など、各国税務当局との国際的な協力・連携を更
に強化していく必要がある。

クロスボーダーの租税犯罪と
対峙するための国際連携

国際的な取組

第55回SGATAR（於：シンガポール）においてプレゼンを行う武田議長。第55回SGATAR（於：シンガポール）においてプレゼンを行う武田議長。

	 8	 8  ファイナンスファイナンス　　20262026  Oct.Oct.

05_P02-09_Tokushu_05.indd   805_P02-09_Tokushu_05.indd   8 2026/10/07   10:12:132026/10/07   10:12:13



このような状況を踏まえ、査察では、二国間・多国間
の当局間協力を積極的に進めている。グローバルには、
国税庁の武田一彦審議官（国際等担当）が、OECDの
租税犯罪等タスクフォース（TFTC：Task Force on 
Tax Crimes and Other Financial Crimes）において
議長を務め、租税犯罪等の傾向情報や有効な調査手法
の各国当局間での共有、地域連携の推進等、強固な国
際連携を主導している。引き続き、多国間・二国間の
取組のシナジーもきかせながら、様々なレベルで実効
的な当局間協力を進めていくことが重要と考えている。
（参考） TFTCは、経済協力開発機構（OECD：Organisation for 

Economic Co-operation and Development）の租税委
員会（CFA：Committee on Fiscal Affairs）の下に設置
され、OECD非加盟国も含む各国の租税犯罪調査当局が様々
な執行面の取組等を行う多国間枠組み。2024年5月、国税
庁武田審議官（当時、調査査察部長）が議長に就任（非欧米
から初の選出）。

また、国際的な当局間連携を強化し、我が国の査察
調査能力を向上する上では、途上国の能力向上も重要
である。国税庁では、OECDとの協力の下、「OECD
アジア太平洋租税・金融犯罪調査アカデミー」を開催
し、途上国の当局に対し、租税犯罪調査に関する能力
向上を目的とした技術支援（国税庁職員の講師派遣
等）を行うとともに、各国当局間の人的ネットワーク
の形成・強化にも貢献している。
（参考） OECD租税・金融犯罪調査アカデミーは、東京を含め、世

界4か所を本拠としている。アジア太平洋地域における同ア
カデミーは東京で実施。

コーマンOECD事務総長と面会する片山大臣（令和8年5月12日）。コーマンOECD事務総長と面会する片山大臣（令和8年5月12日）。
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１．はじめに＊1

「証券保管振替機構入門―基礎編―」（以下、「基礎
編」）では社債をベースに証券保管振替機構（保振）
の説明をしました。本稿では、上場株式に関し、保振
がどのような役割を果たしているかを説明します。

「基礎編」で説明したとおり、社債の場合、店頭取引
であり、クリアリングがないなどの観点で、保振の役
割を説明するうえで相対的にシンプルといえます。し
かし、実際には、保振が行っている決済の大部分は上
場株式に関するものです。

上場株式の決済をわかりやすく説明するため、本稿
の前半では、東京証券取引所（東証）などで取引され
る場合（取引所取引の場合）、どのように決済がなさ
れるのかを説明します。本稿で説明するとおり、取引
所取引の清算（クリアリング）では日本証券クリアリ
ング機構（Japan Securities Clearing Corporation, 
JSCC）が重要な役割を果たしていますが、上場株式
とクリアリングの関係についてできるだけ丁寧に説明
します。

後半では、証券会社、運用会社、カストディアンの
三者間の決済を考えた上で、証券会社が上場株式を購
入した後、それをカストディアンに移す決済を考えま
す。取引所での取引を「ストリート・サイド」と呼
び、カストディアンに移す決済を「カスタマー・サイ
ド」といいますが、カスタマー・サイドのクリアリン
グにおいて、株式会社ほふりクリアリング（JASDEC 
DVP Clearing Corporation, JDCC）が出てきます。
本稿では、いわゆる「ネット＝ネット型DVP」、「グ
ロス＝ネット型DVP」、「グロス＝グロス型DVP」と

＊1） 本稿の作成にあたって、様々な方に有益な助言や示唆をいただきました。本稿の意見に係る部分は筆者の個人的見解であり、筆者の所属する組織の見
解を表すものではありません。本稿の記述における誤りは全て筆者によるものです。

＊2） https://sites.google.com/site/hattori0819/takahiro-hattoris-site

呼ばれるDVPの類型についても、ほふりクリアリン
グとセットで説明することで、証券決済の基礎を、具
体的に学べるように記載しています。

最後に、保振が上場株式に関し、果たしているその
他の役割について説明します。具体的には、総株主通
知機能および配当に関するサービスの説明を行いま
す。ほふりクリアリングのリスク管理についても議論
します。

なお、本稿では「基礎編」や「カストディアン入
門」で説明した概念を前提として説明していく点に注
意してください。また、本稿は日本国債等に関する基
本的な知識を前提にします。拙著「日本国債入門」や

「マネー・マーケット入門」、さらに、筆者のウェブサ
イトに掲載されている文献＊2もご参照いただければ幸
いです。

２．上場株式と保振

２ .１　 取引所取引とクリアリング：ストリー
ト・サイド

「基礎編」では社債を事例として議論しましたが、
今回は、東証など取引所に上場されているケースを考
えます。まず、筆者が証券会社Aのトレーダーであ
り、ソニーの株式を購入するケースを考えます。
「基礎編」で議論した社債のケースでは、証券会社

が社債を在庫として保有することでマーケットメイク
をしているため、証券会社の自己口に在庫として社債
がありました。そのため、証券会社に顧客から社債の
購入注文が入った場合、証券会社は自己口にあったソ
ニーの社債を顧客口に振り替えることで、新たに市場

証券決済と証券保管振替機構
―上場株式およびほふりクリアリング―

東京大学　服部  孝洋＊1
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から社債を調達しなくても、自分が在庫として持って
いる社債を顧客に売ることができます。

もっとも、上場株式の場合、証券会社が上場株式を
在庫として保有しているわけではありません。なぜな
ら上場株式は取引所取引なので、店頭取引とは異な
り、証券会社が在庫を有してマーケットメイクをする
必要性がないからです＊3。ここでは、まずは証券会社
が上場株式を買う決済を考え、次節で、カストディア
ンも含めた説明をします。

取引所取引のイメージ
取引所取引のイメージは次のようなものです。魚の

競り市のような場所があり、ソニーの株式を買いたい
人と売りたい人が集まっています。「板」と呼ばれる
ボードに、自分が買いたい（売りたい）値段およびそ
の量の注文を板に入れることで、買い手と売り手の
ニーズがマッチするように取引がなされています。板
の詳細については服部（2023）を参照してほしいので
すが、板と呼ばれるボードに買い手と売り手の注文が
入っています。例えば、板を見た場合、現在、ソニー
の株式の売り注文が1株、100円で提示されていたと
します＊4。この段階で、読者が1株100円の買い注文を
いれれば100円で取引が成立することになります（通
常、証券会社に依頼して、この板に注文を入れます）。

２ .２　JSCCのクリアリング
大切なのは取引所の板に直接参加できるのは、基本

的に証券会社のみという点です＊5。ここでは証券会社
Aのトレーダーである筆者が、取引所で100円の買い
注文を出し取引が成立するとします。そのうえで、そ
の後の決済のプロセスを考えます（後ほど個人投資家
であるケースへ拡張します）。この注文は東証の板に
注文を提示することで取引が成立しており、筆者は取
引の相手が誰であるか見えない点に注意してくださ
い。ここでは説明の都合上、売り注文を出していたの
は証券会社Bであったとしましょう。

本日、ソニーの株式の売買が100円で約定したとす

＊3） 実際にはブロックトレードなどの観点で、株のトレーダーも存在しています。また、引受などの観点で株式を在庫として一時的に保有することもあり
ます（詳細は服部（2025）を参照してください）。

＊4） ここでの100円はあくまで単純化です。
＊5） 国債先物の清算参加者に銀行が存在するなどの事例がある点に注意してください。
＊6） 上場株式の取引所取引におけるストリートサイド（証券会社間）の「照合」は保振は提供していません。東証から証券会社向けに約定明細データが配

信され、さらにJSCCから清算明細データが配信され、証券会社がその内容を確認する、という運用になっています。

ると、2営業日後に資金と証券の動きがあります（東
証における内国株式の決済はT＋2決済です）。証券
決済では「約定→照合→クリアリング（清算）→決
済」というプロセスを経るので、照合を終えた後、ク
リアリングを行うという点がポイントです（照合につ
いては「基礎編」を参照）＊6。

照合が完了したら、クリアリングのステップに入り
ます。約定により、筆者と証券会社Bのトレーダーの
間に、債権・債務関係が発生することは「基礎編」で
説明しました。上場株式の場合、約定日の特定の時点
で、証券会社Aと証券会社Bの間で発生している債
権・債務関係を、「証券会社AとJSCCの債権・債務
関係」、「JSCCと証券会社Bの債権・債務関係」とい
う形に移し替えます（この際、証券会社Aと証券会社
Bはお互いが誰かわからない点に注意してください）。
これを表したものが図表1であり、これを中央清算機
関による債務引受といいます。

図表1　債権・債務の引受

証券会社
A JSCC 証券会社

B

債権・債務関係 債権・債務関係

（出所）筆者作成

ここでは取引所を通じた、証券会社A（筆者）と証
券会社Bの取引を考えましたが、東証では、ソニーの
株式に関し、筆者ら以外にも、その日に、多くの投資
家の売買がなされています（図表2の上図）。その取
引にかかる約定一つ一つに関し、先ほど説明したよう
に、債権・債務関係が生まれます。それらすべてを先
ほどと同様、JSCCとの債権・債務関係に置き換える
と、図表2の中図のような関係が生まれます。もっと
も、この図をみると、様々な取引に重複が生まれま
す。そこで、債権・債務関係に関し、JSCCは重複部
分については相殺（ネッティング）します（図表2の
下図）。このように約定にかかる債権・債務関係を
JSCCのような中央清算機関が引き受け、その重複部
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分をネッティングすることを中央清算（クリアリン
グ）といいます。

このように重複部分をなくした後で、2営業日後に、
資金と証券を同時に受け渡すことになります（DVP
決済）。ここまでで「約定」→「照合」→「クリアリ
ング」→「決済」という4つのステップを確認するこ
とができました。＊7

２ .３　保振を用いた事例
「基礎編」では振替決済の直感をとらえるため、証

券会社Aの有価証券を管理する場所は保振の1Fにあ
り、証券会社Bについては保振の2Fにあると喩えて説
明をしました。JSCCも保振の株式等振替制度におけ
る機構加入者（理解の便宜上、以後機構加入者につい
て「直接参加者」と表記します）であり、保振に口座

＊7） https://www.jpx.co.jp/jscc/seisan/genbutsu/acceptance_debt/netting.html

を持っています。そこで「基礎編」で用いた事例を拡
張し、保振の3FにJSCCのフロアがあるとしましょう。

図表3　保振の直接参加者のイメージ

保振

1 F：証券会社A

2 F：証券会社B

・
・
・

3 F：JSCC JSCCの証券を置くスペース

証券会社Bの証券を置くスペース

証券会社Aの証券を置くスペース

（出所）筆者作成

これを前提に先ほどの決済を考えます。この場合、
2営業日に、証券会社Bは、JSCCから日銀当座預金を

図表2　債務引受とクリアリング

（出所）当社とはJSCC
（出所）日本証券クリアリング機構＊7
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通じて、100円を受け取ると同時に、2Fに置いてあっ
たソニーの株式を3Fに移すという形で決済をします＊8。

大切なことは、証券会社Bの取引の反対側に証券会
社A（筆者）もいるため、決済は2回行うということ
です。具体的には、筆者はJSCCに日銀の当座預金を
通じて100円をJSCCに支払うと同時に、保振の3F
にあったソニーの株式を1Fのフロアへ移すという形
で決済をします。この流れを示したのが図表4です。
この取引において決済は2回あることに加え、あくま
で筆者と読者の取引相手はJSCCになるので取引の相
手は見えないという点に注意してください。

ネット＝ネット型DVP決済とグロス＝グロス型DVP
決済

JSCCでのクリアリングの重要な点は、証券につい
ても、資金についてもネッティングしたうえで、両者
が連動して動く決済がなされている点です。資金と証
券が同時に動く決済をDVP決済といいますが、この
ように証券と資金ともにネッティングする決済を

「ネット＝ネット型DVP」といいます。
一方、「基礎編」ではクリアリングせずに、DVP決

済をする事例をみました。これは有価証券および資金
ともにネッティングをしないという意味で、「グロス
＝グロス型DVP」といいます。ほふりクリアリング
では、グロス＝ネット型DVPを実施していますが、
これは後ほど説明します。

＊8） 自己口と顧客口という概念は、口座管理機関にあるという前提が振替法にあります。JSCCは口座管理機関ではないので、そもそも「自己口」という
概念がありません。

＊9） 証券決済の基本は、約定→照合→クリアリング→決済と説明されますが、照合とクリアリングは必ずしも行われるわけではないという点に注意してく
ださい。

２.４　個人投資家が上場株式を購入するケース
ここまでは証券会社が取引所でソニーの株式を購入

するケースを考えましたが、次に、個人がソニーの株
式を購入するケースを考えます。前述のとおり、取引
所に直接参加できる主体は証券会社です。筆者のよう
な個人や運用会社が直接、取引所にアクセスすること
はできず、証券会社を経由する必要があります。

再び具体的に考えます。個人投資家である読者がソ
ニーの株式を買うケースを考えましょう。個人投資家
である読者は証券会社Aに証券口座を持っており、ソ
ニーの株式を購入したいとします。まず、証券会社A
の口座に100円送金をします。証券会社Aはその資金
を用いて、前述のプロセスを経て、東証でソニーの株
式を購入します。ソニーの株式は、まずは保振の自己
口に置かれるため、証券会社Aの自己口から顧客口に
振り替えることで決済をします。

これを示したものが図表5です。このように保振の
1Fの自己口にあったものを、顧客口に振り替えるこ
とで、個人投資家の決済を行います。個人投資家の場
合、顧客口に動かすプロセスではクリアリングはない
こと、さらに、個人の場合、照合というプロセスもな
い点に注意してください＊9。証券会社の口座に資金が
すでに入っており、その資金の流れとは反対に、ソ
ニーの株式が顧客口に移るという形で、（必ずしもそ
の動きが連動するとは限らない）FOP決済がなされ
ます。

図表4　上場株式における振替決済と保振の役割（1）

保振

1F：証券会社A

2 F：証券会社B

・
・
・

保振

・
・
・

3 F：JSCC

（１）証券会社Bの自己口から
JSCCの口座へ振り替え

（２）JSCCの口座から
証券会社Aの自己口へ振り替え

ソニー
の株式

ソニー
の株式

自己口 顧客口 自己口 顧客口

（出所）筆者作成
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図表5　上場株式における振替決済と保振の役割（2）

保振

1 F：証券会社A

2 F：証券会社B

・
・
・

証券会社Aの自己口から顧客口に移す

3 F：JSCC

自己口 顧客口

自己口 顧客口
ソニー
の株式

（出所）筆者作成

前述のとおり、上場株式は取引所で取引されている
ため、証券会社はマーケットメイクをするため株式の
在庫を有しているわけではありません。そのため、個
人投資家が証券会社Aに上場株式の購入注文を出した
場合、証券会社Aを通じて、東証で当該株式を購入し、
JSCC→証券会社Aの自己口→証券会社Aの顧客口と
いうプロセスを経ることになります。

２ .５　JSCCの歴史
ここまでJSCCについて説明しましたが、JSCCが

現在、上場株式、国債など幅広い商品のクリアリング
を担っています。歴史的には、2002年に、JSCCは、
五つの証券取引所＊10 および日本証券業協会の出資に
より設立されました。それまでのクリアリングは、東
証や大証などそれぞれの取引所でなされていたのです
が、分断化による非効率や安全性の問題等が指摘され
ていました。そこで、共同出資により一つの清算機関
を設立することにより取引所で横断的な清算を可能に
することで、効率性および安全性を向上させまし
た＊11。1990年代から2000年代は金融業界全体で統廃
合が進んでおり、取引所の統廃合による議論も進んで
いました。

当初、JSCCは上場株式や転換社債等の清算を行っ
ていました。国債については、「日本国債決済入門」
で 説 明 し た と お り、 日 本 国 債 清 算 機 関（Japan 

＊10） 東京、大阪、名古屋、札幌、福岡の五証券取引所。現在は東京と大阪の合併に伴い東京、名古屋、札幌、福岡の証券取引所となっています。
＊11） 日本証券クリアリング機構（2023）ではJSCCの清算・決済インフラとして果たす役割（効果）として（1）効率性の向上、（2）安全性の向上を指

摘しています。

Government Bond Clearing Corporation,  JGBCC）
と呼ばれる清算機関が証券会社の出資により作られま
した。その後、2013年にJSCCとJGBCCが合併され
て現在に至っています。

３． カスタマー・サイドとほふりクリアリ
ングの役割

３ .１　三者間決済とカスタマー・サイド
ストリート・サイドとカスタマー・サイド

次に、ほふりクリアリングの役割とカストディアン
について議論を進めます。「カストディアン入門」で説
明したとおり、証券決済は、証券会社間の「二者間決
済」、運用会社・証券会社・カストディアンが関係す
る「三者間決済」があります。図表6の左側に記載さ
れているとおり、取引所を通じた証券会社間の取引を

「ストリート・サイド」という一方、図表6の右側のよ
うに、証券会社とカストディアンの取引を「カスタ
マー・サイド」といいます。前述のとおり、取引所に
おけるクリアリングはJSCCが実施しますが、カスタ
マー・サイドのクリアリングはほふりクリアリングが
実施しています。

以下では、カスタマー・サイドについて議論をして
いきます。なお、カスタマー・サイドというと一般振
替と記載されることもありますが、実務的にはカスト
ディアンとの取引を指すことが多いため、以下ではカ
ストディアンと証券会社の取引を議論していきます。

図表6　ストリート・サイドとカスタマー・サイド

証券会社 取引所 カストディ
アン等証券会社

ストリート・サイド カスタマー・サイド（一般振替）

（出所）筆者作成

具体例
先ほどは個人投資家である筆者が証券会社Aを通じ

て、ソニーの株式を買うことを考えましたが、次は筆
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者が投資信託を購入するケースを考えます。非現実的
ですが、話を簡単にするため、運用会社Bが存在し、
その運用会社がソニーの株式のみで運用する投資信託
を設定しており、筆者がそのファンドを100円購入す
るとしましょう＊12。

具体的には、筆者が証券会社Aの口座に100円送金
するとしたうえで、証券会社Aに、当該投資信託を購
入したいと伝えたとしましょう。具体的には、運用会
社Bのポートフォリオ・マネージャーが運用方針のも
とにソニーの株式を購入することを決定し、運用会社
Bにおいて売買の執行を担うトレーダーが証券会社に
注文します（前述のとおり、取引所に直接注文を出せ
るのは証券会社です）。その発注を受けた証券会社Aは、
東証に行き、ソニーの株式を100円で買うとします。

ここでは証券の動きに注目して説明をしますが、
「カストディアン入門」で説明したとおり、（1）投資
信託受益権の決済と（2）ソニーの株式の決済の2つ
で構成されます。まず（1）の決済を説明します。読
者が証券会社Aに100円送金します。運用会社Bは、
保振に対して、投資信託の新規登録申請を行います。
そのうえで、証券会社Aとカストディアンの間で
DVP決済をします。すなわち、証券会社Aが100円
をカストディアンに渡すと同時に、証券会社Aは投資
信託受益権の設定を受けます。

次に（2）の決済について説明をします。運用会社
Bは、投資信託の運用方針に基づき、ソニーの株式を
100円で約定します。そのうえで、証券会社Aとカス
トディアンの間でDVP決済をします。具体的には、
証券会社Aがカストディアンから100円を受け取ると
同時に、証券会社Aは、カストディアンにソニーの株
式を渡します。

３ .２　ほふりクリアリングの役割
上記が決済の概要ですが、次に（1）と（2）のプ

ロセスにおけるカストディアンの決済とほふりクリア
リングについて具体的に議論していきます。先ほどの
決済で、証券会社Aがソニーの株式を取引所で購入

＊12） 投資信託を通じて購入するというケースをもっとも単純化して考えたいためです。
＊13） 本例では、証券会社Aとカストディアンはいずれも直接参加者かつ一般振替DVP制度の参加者であるものと仮定します。一般振替DVP制度につい

て、保振は「一般振替DVP制度は、一般振替（証券保管振替機構における株券等の振替のうち、取引所取引の清算に伴う振替以外のもの）について、
証券の受渡しと資金の決済を制度的にリンクさせることにより、証券決済に係る元本リスクを削減し、資金決済の確実な履行を図る制度」と説明して
います。

し、そのソニーの株式をカストディアンに渡します。
したがって、ソニーの株式はまずは保振における証券
会社Aの自己口に置かれ、その後、保振におけるカス
トディアンの信託口に置かれます＊13。重要な点は、証
券会社Aの自己口からカストディアンの信託口にソ
ニーの株式を振り替える際にも、クリアリングがなさ
れている点です。そして、この部分のクリアリングを
担う機関がほふりクリアリングです。ほふりクリアリ
ングとは、2003年に設立された保振の子会社であり、
カスタマー・サイドのクリアリングを担う機関です。

ほふりクリアリングが実施するグロス＝ネット型DVP
ほふりクリアリングの重要な特徴は、JSCCのよう

に証券と資金を両方ともネッティングしているわけで
はない（ネット＝ネット型DVPを実施しているわけ
ではない）点です。クリアリングとは、取引を行った
場合、そこから発生する債権・債務関係を、（JSCC
やほふりクリアリングと呼ばれる）中央清算機関に移
すことでした。前述のとおり、中央清算機関に債権・
債務関係が集まる中で、重複が生まれ、それをネッ
ティングすることで債権・債務関係をシンプルにする
ことができます。その際、ほふりクリアリングについ
ては「証券」についてはネッティングせず、それぞれ
で決済する（グロスで決済する）一方、「資金」につ
いてはネッティングするという形がとられているとい
うことです。これは片一方はネッティングする一方、
もう一方はグロスで決済することから、「グロス＝
ネット型DVP」と呼ばれています。

これを示したのが図表7です。ほふりクリアリング
についても、証券と資金の受渡に関し、債権・債務関
係をほふりクリアリングに置き換えます。図表7の右
側のように、資金の動きについてはネッティングして
しまい、必要な資金をほふりクリアリングが受け渡し
ます。一方、証券の動きについては、ネッティングせ
ずグロスで処理していきます。
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なぜカスタマー・サイドではグロス＝ネット型DVP
が採用されているか

それではなぜ証券会社とカストディアンの間の決済
（カスタマー・サイドの決済）ではネット＝ネット型
DVPではなく、グロス＝ネット型DVPが用いられて
いるのでしょうか。この背景には、まずこの制度の導
入時点で、米国の証券振替機関であるDTC（Depository 
Trust Company）がグロス＝ネット型DVPを行ってい
たということがあります。当時の日本は米国の制度に学
んで、グロス＝ネット型DVPを採用しました。また、証
券会社であれば一営業日のうちに多くの株式の売買があ
り、株式のネッティングのメリットを享受できるものの、
証券会社以外はその効果を享受しにくいともいえます。
両者の意見を調整する形で、資金については効率性を
上げるためネッティングし、証券についてはグロスで行
うという形で調整したという事情もあるようです＊14。

ストリート・サイドとカスタマー・サイドの整理
図表8は上場株式に関し、ストリート・サイドとカス

タマー・サイドで決済がどのようなフローになるかを整
理した図になります。決済は「約定」→「照合」→「清
算」→「決済」の流れを経ますが、この流れは縦に示
されています。ストリート・サイドは、取引所で約定し、
照合へすすみ、JSCCでクリアリングしたあと、保振で
証券の決済、日銀で資金の決済という流れになります。

一方、カスタマー・サイドでは、まず運用会社と証
券会社の間で「何を、いくらで売買したか」を確認す
る約定照合を行います。その後、ほふりクリアリング
の決済を経て、カストディアン（銀行）・信託銀行と

＊14） 証券保管振替機構（2010）によれば、「（1）グロスベースでの資金決済は決済リスクの削減に重点を置いたものではあるが、資金効率が悪い、（2）
グロスベースでの資金決済に伴う事務処理の負荷が大きい、（3）市中銀行の破綻リスクを回避できない、といった問題の解決が困難なことから、グ
ロス＝グロス方式のスキーム案の検討を中断し、米国の証券保管振替機関であるDTCを参考としたグロス＝ネット方式のDVP決済のスキーム案を
ベースに検討を進めることとした」（p.175）としています。

証券会社等の間で、「いつ、どれだけの証券と資金を
受け渡すか」を確認する決済照合を行います。照合が
一致した取引について、ほふりクリアリングを介して
証券と資金の決済が行われます。

非常に重要な点は、ストリート・サイドとカスタマー・
サイドを別々の取引としてみるのではなく、投資信託
を経由して上場株式を売買するという1つの経済行為
における決済を分解すると、「取引所内での動き（スト
リート・サイド）」、「証券会社とカストディアンでの動
き（カスタマー・サイド）」に分解することができて、
ストリート・サイドではJSCC、カスタマー・サイドで

図表7　グロス＝ネット型DVP

証券の動き

機構加入者
A社

❸

❷

❺

❼

❸

❺

❷

❼
機構加入者
C社

機構加入者
B社ほ

ふ
り
ク
リ
ア
リ
ン
グ 機構加入者

D社

資金の動き

機構加入者
D社

❾

❺

❷

❷

機構加入者
A社

機構加入者
B社

ほ
ふ
り
ク
リ
ア
リ
ン
グ 機構加入者

C社

（出所）保振

図表8　 日本の証券市場における保振およびほふりクリアリングの
役割：上場株式

売買（約定）

ストリートサイド カスタマーサイド

照合

清算

情報ベンダー等が提
供するシステム、電
話・FAX等

保振

ほふり
クリアリング

証券振替

資金振替

決済

証券取引所
（一部PTS）

保振

日銀・資金決済会社

JSCC

（出所）保振

	 16 ファイナンス　2026 Oct.

Ｓ
Ｐ
Ｏ
Ｔ

06_P10-22_SPOT_05.indd   1606_P10-22_SPOT_05.indd   16 2026/10/16   17:48:032026/10/16   17:48:03



はほふりクリアリングがそれぞれ役割を担っていると
いう点です。

なお、図表8におけるカスタマー・サイドの流れを
みると、「情報ベンダー等が提供するシステム」とあり
ますが、情報ベンダー等が提供するシステムというの
は例えばBloomberg等を指しています。

ほふりクリアリングが生まれた背景＊15

歴史的に、ほふりクリアリングは、株式のDVP決
済を実現させるために設立されました。1989年の
G30の勧告をうけて、多くの有価証券においてDVP
決済を普及させる努力がなされるようになり、日本で
も2000年代にDVP決済が進みました。そして、一般
振替（カスタマーサイド）については、ほふりクリア
リングの導入によりDVP決済が可能になりました。
その意味で、ほふりクリアリングは株式等のDVP決
済を実現するという観点で設立したという経緯があり
ま す。 実 際、 ほ ふ り ク リ ア リ ン グ の 英 語 名 は、
JASDEC DVP Clearing Corporation（JDCC）であ
り、DVPを明示的に含んだ名称になっています。

ほふりクリアリングは、債務引受やリスク管理とい
う観点で、他のCCP（JSCC）との違いがあります。
ほふりクリアリングのリスク管理についてBOXで説
明します。

３ .３　振替決済制度と保振を用いた説明
ストリート・サイドの振替決済

最後に、「基礎編」でみたように保振をベースにど

＊15） https://www.jasdec.com/system/dvp/outline/difference/

のように振替決済がなされるかを確認します。まず、
ストリート・サイドから議論します。前述のとおり、
証券会社Aが東証に行き、ソニーの株式を100円で約
定します。証券会社Aからみると、誰がソニーの株式
を売ると判断したかわからないですが、仮に証券会社
Bだとしましょう。下記の通り、証券会社Bの自己口
にソニーの株式が置いてあります。

図表10　振替決済制度と保振のイメージ（1）

保振機関（保振）

証券会社A

自己口 顧客口 自己口 顧客口

JSCC 証券会社B
・・・

ソニー
の株式

（出所）筆者作成

そのうえで、クリアリングを行うことで債権・債務
関係が中央清算機関であるJSCCに移ります。その後、
決済に進みますが、まず、証券会社Bの自己口にある
ソニーの株式をJSCCの口座に振り替えます。

図表11　振替決済制度と保振のイメージ（2）

保振機関（保振）

証券会社A

自己口 顧客口 自己口 顧客口

JSCC 証券会社B
・・・

ソニー
の株式

（出所）筆者作成

そのうえで、JSCCの口座にあるソニーの株式を、証

図表9　一般振替（カスタマー・サイド）と取引所取引（ストリート・サイド）のDVPの整理
一般振替のDVP決済 取引所取引のDVP決済

運営会社 株式会社ほふりクリアリング 株式会社日本証券クリアリング機構

対象取引 証券取引所における売買の決済に伴う
振替以外の振替（カスタマーサイド）

証券取引所における売買の決済に伴う
振替（ストリートサイド）

参加者 証券会社・信託銀行・カストディ銀行 証券会社
ネット方式 グロス＝ネット方式 ネット＝ネット方式

債務引受けタイミング
（取引所取引の場合） 決済日（T+2） 約定日（T）

不履行発生時の対応

決済日当日に証券振替の実行条件を満
たした決済についてのみ、ほふりクリ
アリングが債務引受けを行い、不履行
による資金の不足分のみ、ほふりクリ
アリングが代わりに債務の履行を行う。

証券取引所で約定したもの全てについ
て、日本証券クリアリング機構が債務
引受けを行い、不履行による証券及び
資金の不足分は、日本証券クリアリン
グ機構が代わりに債務の履行を行う。

（出所）保振＊15
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券会社Aの自己口に振り替えることで決済を行います。

図表12　振替決済制度と保振のイメージ（3）

保振機関（保振）

証券会社A

自己口 顧客口 自己口 顧客口

JSCC 証券会社B
・・・

ソニー
の株式

（出所）筆者作成

カスタマー・サイドの振替決済
次に、カスタマー・サイドを考えますが、証券会社

Aの自己口座にあったソニーの株式を、カストディア
ンの自己口における口座区分である信託口に振り替え
ることで決済を行います。注意すべき点は、カスタ
マー・サイドでは、ほふりクリアリングがその相手方
になる点です。前述のプロセスを経て、図表13のよ
うに証券会社Aの自己口にソニーの株式があります。

図表13　振替決済制度と保振のイメージ（4）

保振機関（保振）

証券会社A

自己口 顧客口 自己口 信託口

ほふりクリアリング カストディアン
・・・

ソニー
の株式

（出所）筆者作成

これを、図表14のような形で、ほふりクリアリン
グの口座に振り替えます。

図表14　振替決済制度と保振のイメージ（5）

保振機関（保振）

証券会社A

自己口 顧客口 自己口 信託口

ほふりクリアリング カストディアン
・・・

ソニー
の株式

（出所）筆者作成

さらに、これをカストディアンの信託口に振り替え
ることで決済をします。最終的に、保振の建物のカス
トディアンが管理する信託口と呼ばれるスペースにソ
ニーの株式が置かれることで管理されているというイ
メージです。

図表15　振替決済制度と保振のイメージ（6）

保振機関（保振）

証券会社A

自己口 顧客口 自己口 信託口

ほふりクリアリング カストディアン
・・・

ソニー
の株式

（出所）筆者作成

前述のとおり、資金は参加者ごとにネットし、日銀
ネットを利用して、参加者自身の日銀当座預金（また
は指定した決済銀行の日銀当座預金）と、ほふりクリ
アリングの日銀当座預金との間で決済されます。

４　 保振が提供する総株主通知および個別
株主通知の機能

４ .１　総株主通知の機能
本稿の最後に、保振が有する重要な機能である総株

主通知の機能の説明をします。上場株式は日々売買さ
れるため、その時々で、株主の所有者が変わることに
なります。そのため、上場企業が株主総会を開くため
に株主にコンタクトをしたり、あるいは、株主へ配当
を支払おうと思ったとしても、実際には誰がその時点
での株主であるかがわからないということになりま
す。もっとも、これまで説明してきた通り、日本で上
場している株式については保振にすべて置いてあるの
で（登録されているので）保振は株主を把握するうえ
で一定の優位性をもっています。

上場企業が株主を把握したいタイミングは、毎年実
施される株主総会もありますし、臨時株主総会を開く
こともあります。また、各社で配当を支払う際にも株
主を把握する必要があります。日本の上場企業は年2
回配当が多いですが、年1回配当や年4回配当企業も
存在しています。

大切なのは、「基礎編」で説明したとおり、保振か
ら、証券会社の顧客口の内訳は見えていないというこ
とです。例えば、保振からは、ソニーの株式を証券会
社Aがどれくらい持っているのか、ということはわか
るのですが、証券会社Aの顧客口において筆者がどの
程度、ソニーの株式を持っているのかということは把握
できないということです。その一方で、日々売買がなさ
れることで、株主が変化する環境下において、例えば、
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3月末など配当を支払う主体を確定するタイミングで、
誰が株主であるかを発行体が把握する必要があります。

そのため、保振は、上場企業に株主情報を提供すべ
く、証券会社・カストディアンを含むすべての口座管
理機関から、ある時点で、誰が（上場企業の）株主で
あるかについて報告を受け（顧客口の中の情報は口座
管理機関がシステムで把握しています）、保振がその
情報を集約し、上場企業にその情報を提供していま
す。振替法に基づき、このような保振のプロセスがあ
ることで、上場企業はある時点で誰が株主であるかを
把握することができ、株主総会を実施すること等が可
能になっています。保振が果たすこの機能が総株主通
知の機能と呼ばれるものです。

４ .２　個別株主通知
保振は、総株主通知に加え、「個別株主通知」とい

う機能も有しています。株式の投資家は、株式を一定
以上保有していれば、様々な権利を行使することが可
能です。例えば、1株保有していれば議事録の閲覧等
の権利がありますし、株式の保有割合（持株比率）が
3%以上であり保有期間などの要件を満たすと、株主
総会の招集を請求するなどの権利を行使することがで
きます。上場企業は必ずしも少数株主等を把握してい
るとは限らないため、株主が会社法上の少数株主権等

＊16） https://www.jasdec.com/about/business/
＊17） 制度上は4種類の方式があります。
 https://faq.jasdec.com/faq/show/879?category_id=1&site_domain=default&ut
＊18） 具体的には、アイ・アールジャパン、株式会社SMBC信託銀行、みずほ信託銀行、三井住友信託銀行、三菱UFJ信託銀行が担っています。

を行使する場合には、保振を通じて、氏名・住所や保
有株式数等の情報を上場企業に通知してもらう必要が
あります。これを個別株主通知といいます。＊16

４ .３　配当の支払い
前述のとおり、配当の支払いについても、保振が果

たす総株主通知の機能に依存しています。ある特定の
時点で株主であれば配当を得ることができますが、前
述のとおり、そもそも株主を把握できなければ、発行
体は誰に配当を支払えばいいかもわかりません。そこ
で、保振が証券会社を含む口座管理機関から報告を受
け、配当の支払い対象となる主体が確定するタイミン
グで、発行体の株主を把握し、発行体に通知します。

実際の配当の支払いに当たっては、保振が株主情報
を株主名簿管理人（証券代行機関、トランスファー・
エージェント）に提出します。そのうえで、発行体は
トランスファー・エージェントに配当関連の事務を委
託し、株主が選択した受領方式に応じて配当金を支払
います＊17。トランスファー・エージェントは信託銀行
等＊18が担っています。

５．おわりに

本稿では上場株式を事例に保振の役割を説明しまし
た。本稿を通じて証券決済の理解が深まれば幸いです。

参考文献
［1］． 証券保管振替機構（2010）「証券決済制度改革10年史　株券

電子化までの軌跡」
［2］． 日本証券クリアリング機構（2023）「清算・決済から知る日

本国債：市場における清算機関の役割」金融財政事情研究会
［3］．服部孝洋（2023）「日本国債入門」金融財政事情研究会
［4］．服部孝洋（2025）「はじめての日本国債」集英社
［5］．服部孝洋（2026a）「マネー・マーケット入門」日本評論社
［6］． 服部孝洋（2026b）「証券決済と証券保管振替機構―基礎編―」

『ファイナンス』, 17―27.
［7］． 服部孝洋（2026c）「カストディアン入門―基礎編―」『ファイ

ナンス』, 25―35.

図表16　総株主通知および個別株主通知のイメージ

投資者 投資者 投資者 投資者 投資者

直接口座管理機関（証券会社等）

（口座振替）

（総株主通知） （個別株主通知）

（
情
報
提
供
請
求
）

株主名簿

振替機関
（ほふり）

発行者（上場会社）/株主名簿管理人

直接口座管理機関（証券会社等）

間接口座管理機関
（証券会社等）

間接口座管理機関
（証券会社等）

間接口座管理機関
（証券会社等）

（出所）保振＊16
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＊19

＊19） なお、渡方参加者が振替に必要な証券残高を有していることが、ほふりクリアリングが債務引受を行う条件となっています。

本稿では保振が有する総株主通知機能を説明しました。「基礎編」で説明したとおり、旧振替決済制度では株式
はペーパーレス化されておらず、紙ベースでした。株式が物理的に紙である場合、図表17の左側のように、保振
を通じず株券を持っている主体が存在します。そのため、保振がすべての株主を把握するのが困難であり、以前
は保振の参加者に基づく「実質株主名簿」を作成していました。一方、株式がペーパーレスになり、すべての上
場株式を保振により管理することが可能になり、「総株主通知」を行うことが可能になりました。

図表17　株券等保管振替制度と株式等振替制度の比較

発行会社

保管振替機関（機構）

株主名簿
実質株主名簿

株券等保管振替制度

参加者

顧客顧客顧客株券の所持者

名義書換請求

実質株主通知

口座振替

参加者

発行会社

振替機関（機構）

株主名簿

株式等振替制度

加入者加入者

間接口座管理機関
間接口座
管理機関

間接口座管理機関

直接口座管理機関 直接口座管理機関

加入者加入者 加入者

（個別株主通知）
（情報提供請求）

総株主通知

口座振替

（出所）保振

BOX1　株券等保管振替制度（旧制度）と株式等振替制度（現制度）の比較

本稿で説明したとおり、ほふりクリアリングはリスク管理を実施しています。ほふりクリアリングのリスク管
理を具体的に考えるため、証券会社Aがソニー株を100円で買う取引を考えます。本稿で説明したカスタマー・
サイドの取引を考えると、証券会社Aには資金を支払う債務と証券を受け取る債権が生じ、ほふりクリアリング
には証券を引き渡す債務と資金を受け取る債権が生じます。仮に証券会社Aが資金決済を履行できない場合、ほ
ふりクリアリングには信用リスクが生じます。
ほふりクリアリングのリスク管理のイメージは、この債権・債務から発生しうる損失をカバーできるよう、ほ

ふりクリアリングの参加者が、キャッシュや有価証券をほふりクリアリングに預けることを求めることで実施さ
れています。証券会社は100円のソニーの株式を買う場合、100円の債権・債務関係がほふりクリアリングとの
間で発生します。この場合、100円の株式に係る債権や債務をほふりクリアリングとして負ったにもかかわらず、
証券会社がデフォルトすることで、その契約が履行されない点がリスクです＊19。
このようなリスクに対応するため、ほふりクリアリングは、ソニーの株式の時価である100円に相当する額

BOX2　ほふりクリアリングのリスク管理
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＊20＊21

＊20） https://www.jasdec.com/assets/fg0800/PFMI_Disclosure_JDCC_2026.pdf
＊21） 同一銘柄であっても様々な顧客からの委託で買いや売りの取引を行っています。

（この部分を「差引支払額」といい、厳密にはネッティングしますが詳細は後述します）を、（1）受入予定証券評
価額、（2）担保指定証券評価額、（3）参加者基金と呼ばれる3つの合計（確保資産総額）が超えるように参加者
に求めています（余裕値（図表18における「確保資産総額 － 差引支払額」）が0以上になるように管理していま
す）。以下ではそれぞれの意味することを説明します。

図表18　ほふりクリアリングのリスク管理のイメージ（1）

差
引
支
払
額

差
引
支
払
限
度
額

余裕値

確
保
資
産

受入予定証券
評価額

担保指定証券
評価額

参加者基金

（出所）保振＊20

受入予定証券評価額、担保指定証券評価額、参加者基金の詳細
まず、そもそも証券会社はデフォルトしうるので、ほふりクリアリングに、事前に、ほふりクリアリングに一

定のキャッシュを置いてもらおうということが考えられます。これが（3）参加者基金です。ほふりクリアリング
では、JSCCのようにVaRベースではなく、過去の取引における最大差引支払額（＝最大エクスポージャー）の
実績をベースに参加者基金を計算している点が特徴です。参加者基金は参加者破綻等の際に資金決済を完了させ
るための資産として位置付けられています。
一方、（1）受入予定証券評価額は、一般振替DVP決済によって当該参加者が受領する予定の証券について、一

定の掛目を乗じて評価した金額です。本例では、証券会社Aが受領する予定のソニー株がこれに相当します。証
券会社が潰れるときはマーケット全体が崩れているときである可能性があります。そのため、時価の一定の掛け
目（株式については70％）をかけた金額を（1）受入予定証券評価額として認めています。
（２）担保指定証券評価額はキャッシュ以外で、証券を担保に入れることも一定程度認めているというものです。

100円という求められた金額を満たすため、例えば、日本国債などを保振に預け入れることでも構わないという
制度です。

差引支払額
ここでは単純化のため、ソニーの株式のみを考えましたが、証券会社がデフォルトする場合、通常、様々な証

券の売買をしており＊21、資金決済額はネッティングされます。例えば、証券会社Aが、（1）ソニー株買いの取引
（決済金額が100円支払）、（2）ソニー株売りの取引（決済金額が200円の受取）、（3）日立株の買いの取引（決
済金額が150円の支払）の3つの取引を行っていたとします。この場合、－100＋200－150という形でネッ
ティングされ、▲50円（50円支払）となります。このように様々な取引をネッティングしたうえで残る資金の
ポジション（この例だと▲50円）が「差引支払額」です。
図表19が上記を示した図です。売買を支払いと受け取りの差額（差引支払額）を計算して、その差額を、前述

の（1）－（3）が上回るようにするという設計になっています。
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証券決済と証券保管振替機構証券決済と証券保管振替機構

＊22 

＊22） 保振のウェブサイトでは「ほふりクリアリングは、証券の渡方となるDVP参加者に、一般振替DVP制度を利用しようとする振替の対象となる銘柄に
ついて、振替請求の数量以上の証券残高があることを求めています」と説明しています。詳細は保振のウェブサイトを参照してください。

図表19　ほふりクリアリングのリスク管理のイメージ（2）
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引受期間：JSCCとの違い
前述のとおり、JSCCでクリアリングを行う場合、約定後、照合を済ませ、債権・債務をJSCCが引き受け、

重複部分はネッティングすることになります。株式の場合、T+2決済なので、JSCCは、債務引受に関し、約定
日（T）から決済を行う日（T+2）までの決済リスクを負うことになります。その一方、ほふりクリアリングの場
合、約定した後、2営業日経過した時点で債務引受を行います。つまり、ほふりクリアリングは、決済日当日だけ
の1日のリスクを負うことになります。
なぜこのような違いが生まれるのかというと、JSCCの場合、証券・資金のネッティングを行うため（ネット

＝ネット型DVPを行うため）、約定した時点で債務引受を行わなければ、証券のネッティングができません。一
方、ほふりクリアリングの場合、債務引受の条件が、（1）「決済照合」が完了していること、（2）一定以上の証券
残高があること＊22、（3）（売買ともに）リスクチェック（確保資産（余裕値）に係る条件、差引支払限度額に係る
条件）となっており、（2）および（3）は決済日当日にチェックされるため、必然的に決済日当日に債務引受とな
ります（DVP決済のための債務引受という制度設計になっているからとも解釈できます）。実際に証券と資金を動
かすという観点では、2営業日後に決済を行うという意味で、JSCCもほふりクリアリングも同じであり、異な
るのは債務引受の時点になります（資金部分だけは証券会社等の資金効率を上げるためネッティングして受け渡
すという仕組みになっています）。
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金融市場のデジタル化は利便性を高める一方、決
済・クラウド・外部委託先への共通依存を深め
た。OECDの新報告書は、サイバーリスクを個
社のIT障害ではなく、地政学、サプライチェー
ン、市場ストレスを通じて金融安定へ波及する問
題として捉える。本稿では具体的な事例と図表を
中心に、その含意を整理する。

１　 OECD報告書の位置付け―サイバーを金融
安定と経済安全保障の問題として捉える

OECDが公表した『金融市場におけるサイバーセキュ
リティと地政学的リスク』＊1は、サイバー事案の頻度と複
雑性の高まりを、金融市場の構造変化と結び付けて分
析している。この報告書が重視するのは、（1）クラウド
や重要ベンダーを介した第三者・サプライチェーン依存、

（2）急速なデジタル化に人材・ガバナンスが追いつか
ない新興・途上国の脆弱性、（3）市場が既に不安定な
時にショックが増幅されるタイミングの三点である。

金融機関は国境を越えてデータ、決済、清算、本人
確認、ソフトウエアを共有する。したがって、最初の
侵害が小規模な事業者であっても、代替しにくい機能
を止めれば、流動性、信用供給、資産価格、投資家の
信認へ波及し得る。サイバーセキュリティは技術部門
の防御だけで完結せず、金融安定と経済安全保障を横
断する経営・政策課題なのである。

２　 地政学が攻撃の目的とタイミングを 
変える

地政学的緊張が高まると、サイバー攻撃は金銭獲得

＊1） OECD 報告書『金融市場におけるサイバーセキュリティと地政学的リスク』（OECD Business and Finance Policy Papers, No.104, DOI：
10.1787/1002b1fd-en.）

だけでなく、制裁回避や越境決済の攪乱、政治的シグ
ナルの発信、相手国の金融システムへの信頼低下にも
用いられる。先のOECD報告書に掲載されている図
表をみると、2017年のNotPetyaや2022年のロシア
によるウクライナ侵略前後に、関係地域のサイバー事
案が増えていた局面が分かる。相関があることは因果
関係を意味しないが、この図表にある事案の動きを見
ると攻撃の発生時期を国際情勢と切り離して評価でき
ないことを示唆される。国家に関連する主体、組織犯
罪集団、ハクティビストが同じ空間で活動し、攻撃が
制裁発表や軍事的緊張と重なる場合もある。ランサム
ウエアのサービス化、IoT端末を使ったDDoS、正規
データに悪性コードを隠す手法、価格フィードの改ざ
んなど、目的と技術の双方が多様化している。

具体的な事例を見ると、サイバー事案の影響が広範
に及ぶことが分かる。例えば、2016年のバングラデ
シュ中央銀行・SWIFT事案では、ローカルなネット
ワーク防御と認証の弱点が突かれ、8,100万ドルが不
正送金された。2017年のNotPetyaの事案は身代金獲
得より業務破壊の色彩が強く、直接被害を受けた企業
よりも取引先など間接被害企業の損失が数倍大きかっ
た。2023年には、米国防総省付近の爆発を装った生
成AIで作成したとみられる偽画像が拡散し、S&P500  
が一時約0.3％下落した後、虚偽と判明して反発した。
この偽画像の事案は、実際の侵入がなくても、情報操
作だけで市場価格が動き得ることを示している。

暗号資産を巡るサイバー攻撃は、金銭目的だけでな
く、地政学的な動機も重なり得る。先のOECD報告書
によれば、2024年には暗号資産プラットフォームから
約22億ドルが盗まれ、2025年の大手プラットフォーム
事案では約15億ドルが流出し、イーサリアムの価格が

サイバーリスクを金融安定の問題として捉え直す
OECD報告書が示す三つの増幅経路 
――地政学、サプライチェーン、市場ストレス

国際局国際機構課資金移転対策室 課長補佐　千田  正儀
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4％下落した。盗まれた資産が複数の法域やチェーンを
短時間で移動すれば、制裁回避や拡散金融への利用を
含め、AML/CFTによる事後追跡だけでは対応が難しい。

３　 サプライチェーンの「弱い接続点」が
共通ショックになる

金融分野のサプライチェーンとは、物流だけを指す
のではなく、クラウド、データセンター、勘定系、本
人確認、決済メッセージ、保管・清算などの重要な
ICT・サービス依存までを含めて指す言葉である。先
のOECD報告書によると金融機関のサイバー事案に
占める第三者・ベンダー関連の割合が2019年の約8％
から2023年末には32％超へ上昇した。仮に多くの機
関が同じ事業者に依存すれば、一事業者の障害が複数

機関の業務を同時に停止させ得ることにつながる。
G7では中小企業向け事案が2021年初から2025年初
までに14倍超へ増え、近年は銀行向け事案を上回る
局面もある。攻撃者が防御の強い中核機関を正面から
狙うのではなく、専門人材や投資余力の乏しい小規模
事業者を入口に選んでいる可能性がある。

2024年の世界的なIT障害は悪意ある攻撃ではな
かったが、集中した技術提供者の更新不具合が多数の
企業・金融サービスを同時に止めることが可能である
ことを示した。2025年には米住宅ローン関連サービ
ス会社への攻撃で、直接侵害されていない複数の大手
銀行に関係する顧客情報が影響を受けた。重要なのは、
委託先を契約時に審査するだけでなく、再委託先、代
替手段、復旧目標、退出計画まで継続的に把握するこ
とである。ASEANのように中小企業が生産・物流・

図表1　地政学的緊張期のサイバー事案
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数を示す。網掛けはロシアによるウクライナ侵略以降を示す。相関があることは因果関係を意味しない。
出所：OECD（2026）Figure 5を基に筆者が邦訳・再構成。

図表2　金融機関のサイバー事案に占める第三者・サプライチェーン関連の割合
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注：線は第三者・ベンダー関連事案の12四半期移動割合、縦帯は地政学リスク指数が上位25％となる四半期を示す。
出所：OECD（2026）Figure 7を基に筆者が邦訳・再構成。
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貿易金融を支え、デジタル化が急速に進む地域では、
ローカルな障害が国境を越えて実体経済と金融へ伝わ
りやすい。サイバー耐性は取引先選定や投資判断を左
右する経済安全保障上の条件にもなりつつある。

４　 市場ストレス時には同じサイバー事案
でも影響が大きい

先のOECD報告書では、市場が平常時にあるかスト
レス下にあるか、また全サイバー事案に占める銀行向
け事案の割合が低いか高いかを組み合わせ、ハイイー
ルド債の信用リスクプレミアムを比較した。分析の結
果を見ると、市場ストレスと銀行向け事案の集中が重
なる区分でプレミアムが最も高いことが明らかになっ
た。これは因果関係を証明するものではないが、流動
性が乏しくリスク回避が強い局面では、業務障害が担
保需要、資金繰り、信用供給への懸念を通じて市場の
再評価を増幅し得ることを示す。したがって、平時の
平均損失だけを基準に資本・流動性バッファを設計す
るのでは不十分であることが示唆される。市場ストレ
ス、重要ベンダー障害、決済停止、偽情報の拡散が同
時に起きる「複合シナリオ」を想定する必要がある。

５　実証研究が補足する二つの伝播経路

Chida, Kim and Yoshino（2026a）は、銀行部門
のサイバー・ストレスが貸出・資金供給能力を徐々に
弱め、その影響が3～4四半期後の長期国債価格の上

昇と上乗せ金利の低下として現れ、金融ストレスが高
い時ほど大きくなる可能性を示した。また、Chida, 
Kim and Yoshino（2026b）は、共通のサイバー・
ストレス下では、預金規模に対して店舗数が少ない銀
行の取引性預金の相対的な減少幅が、店舗型銀行より
少ないことを示した。ただし、これは特定の銀行モデ
ルが絶対的に安全であることやシステム全体で預金流
出が生じることを意味しない点に留意が必要である。

６　日本の金融機関と当局等への示唆

最後に、日本の金融機関と関係当局等に対して、以
上の研究成果や考察を踏まえて四点提示したい。

第一に、サイバーリスクを盗難額や停止時間だけで
測らず、決済継続、日中流動性、担保・マージン需
要、取引性預金、信用供給、市場価格を一つのシナリ
オで点検すべきである。第二に、重要な第三者サービ
スを機能単位で可視化し、複数機関が同時に影響を受
ける集中リスクをストレステストへ組み込む必要があ
る。第三に、サイバー部門、AML/CFT・制裁担当、
資金繰り、広報、海外拠点が、偽情報を含む複合事案
への初動を共同で訓練すべきである。特に、事実確認
前の情報が市場を動かす局面を想定し、当局、取引
所、金融機関が確認済み情報と未確認情報を区別して
迅速に発信する手順が重要である。

第四に、地域・国際レベルの共同監視・支援の枠組
みを整備することである。事案情報を集約・分析し、
警戒情報、予防・防御プログラム、事案発生後の対

図表3　市場ストレスと銀行向けサイバー事案が重なる場合の信用リスクプレミアム
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注：各棒はICE BofA US High Yield Index OASの区分別平均。市場ストレスはVIXが標本の80パーセンタイル以上、銀行向け比率「高」はサイバー
事案に占める銀行の割合が75パーセンタイル以上の月である。記述統計であり、因果関係を示すものではない。
出所：OECD（2026）Figure A D.1を基に筆者が邦訳・再構成。
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応・復旧支援を金融機関に提供すれば、個々の銀行の
重複投資を抑えつつ、専門人材を確保しにくい中小金
融機関の対応力を底上げできる。OECDが提案する
地域データセンターや共有分析拠点は、その具体的な
基盤となり得る。ただし、共有基盤には、アクセス
権、機密保持、法的保護、報告形式の共通化を明確に
し、単なるデータ倉庫ではなく、早期警戒、共同演
習、フォレンジック、脆弱性対応を継続的に提供する
運用機能とする必要がある。サイバー攻撃を完全に防
ぐことは難しい。したがって政策の目標は、侵害が起
きても重要機能を維持し、波及を限定し、信認を速や
かに回復できる金融システムをつくることである。地
政学、サプライチェーン、市場ストレスを別々に扱わ
ず、一体的な監視と危機対応へ接続することが求めら
れる。
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はじめに

スマートフォン一つで世界中から安価で多様な商品
を購入できる越境EC（電子商取引）は、今や私たち
の生活に身近なものとなっています。

越境ECの拡大に伴い、少額輸入貨物は世界的に急
増しています。本稿では、関税・税関の役割や近年の
動向を概観した上で、少額輸入貨物をめぐる議論の背
景を整理し、主要国・地域及び日本における取組を紹
介します。

なお、本稿中の意見にわたる部分は執筆時点におけ
る筆者個人の見解であり、所属組織等の見解を示すも
のではありません。記述に誤りがあれば、その責任は
すべて筆者に帰するものです。

関税・税関の役割

少額輸入貨物をめぐる議論を理解する前提として、
まず日本における関税・税関の役割について簡単に触
れたいと思います。関税は、日本では外国から輸入さ
れる貨物に課される税であり、財政収入をもたらす機
能、国内の産業を保護する機能を有しています。財源
としての関税収入は近年0.9兆円前後で推移しており、
今日の関税は、一般に財源調達よりも国内産業を保護
する手段としての意味合いが強いといえます。

税関は、関税等を徴収する役割と、日本に持ち込ん
ではならない貨物を水際で取り締まる関所としての役
割を同時に担っています。このため、「適正かつ公平
な関税等の徴収」、「安全・安心な社会の実現」及び

「貿易円滑化の推進」を使命として、円滑な物流、人
流を確保しつつ、厳格な水際取締りを遂行することが
求められています。

最近の関税政策と税関行政を巡る状況

続いて、最近の関税政策と税関行政を巡る状況につ
いて紹介します。

第二次世界大戦以降、GATT（関税及び貿易に関す
る一般協定）及びそれを引き継ぎ1995年に設立され
たWTO（世界貿易機関）を中心とする自由貿易体制
の下で関税率の引下げが進められてきました。こうし
た中で関税政策の企画立案を行うに当たっては、国内
産業の保護の観点のみならず、消費者に与える影響や
対外関係への影響、本稿で取り上げる少額輸入貨物の
急増や過剰生産能力への懸念の高まりといった足もと
で生じている環境への対応といった観点を総合的に勘
案することが必要であり、日本は、ルールに基づく自
由貿易体制を維持・拡大するとの方針の下、国益に資
する形での適切な関税政策に取り組んでいます。

さらに、越境ECの拡大による輸入貨物の急増や訪
日外国人旅行者増加等による国際的な物流・人流の変
化、国際犯罪組織の多国籍ネットワーク化や犯罪巧妙
化、経済社会全体のDXやAI技術の急速な進展により、
関税政策・税関行政は大きな転換点を迎えています。

少額輸入貨物とは何か

そもそも、少額輸入貨物とは、日本では、課税価格
20万円以下の貨物を指します。なお、諸外国におい
て、越境ECを通じて輸入される少額の貨物は、小口
貨物（Small Parcels）と呼ばれることもあります。
これらの貨物にかかる課税制度は各国で異なります
が、一定価格以下の貨物に対して関税等を免除する制
度が設けられていることがあり、こうした制度は一般
にデミニミス・ルール（de minimis rule）と呼ばれ

小さな貨物、大きな転換
―少額輸入貨物をめぐる主要国の取組―

前 関税局参事官（国際交渉担当）室 国際機構係員　川上  洋貴
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ます。＊1

しかし、近年の越境ECの拡大に伴い、各国はデミ
ニミス・ルールをはじめとした既存の関税制度・税関
手続の見直しを迫られています。例えば、令和7年5
月のG7財務大臣・中央銀行総裁声明においては、「国
際的な少額貨物の大幅な増加、及びこれが税関管理や
関税及び租税の徴収インフラを圧倒し、悪用する可能
性がある」ことや、「違法薬物取引、偽造品の輸入、
商品の誤分類、税収の漏れ、国内小売業者にとっての
不公平、大量の廃棄物が発生する可能性がある」こと
についての認識が示され、「少額貨物の輸入に関する
制度がこれらのリスクに対処し得る方法を探求するこ
とにコミットする」旨が記載されました。

＊1） デミニミスとは、ラテン語のDe minimis non curat lex（法は仔細なことにはこだわらない）に由来し、一定の基準以下の僅かなものに対しては規
制の対象としない意で使われる。

主要国における取組

これらの課題を踏まえ、国際的な議論が進んでいま
す。G7では、小口貨物タスクフォースの下での作業
に加え、本年5月の財務大臣・中央銀行総裁共同声明
及び貿易大臣コミュニケの双方において、「公正な競
争の促進、コンプライアンスの強化、税関のリスク管
理の向上、製品安全の確保、環境への影響の軽減を目
的とする措置に関する経験を共有するため、G7財務
及び貿易トラック間の協力を強化することの重要性を
認識する」等の記載が盛り込まれました。さらに、
WCO（世界税関機構）においても重要な政策課題の
一つとして取り上げられています。各国の制度見直し
の内容は様々ですが、その多くは、適正課税による公
正な競争の確保と消費者の安心・安全の確保という二
つの観点から整理することができます。

図表1　少額輸入貨物の現状

2

少額輸入貨物の現状

○ 2025年の輸入許可件数は約２億2,700万件（前年比約19.5%増、 6年間で約4.9倍）。このうち、少額貨物（課税価格の
合計額が１万円以下）の輸入許可件数は約２億900万件であり、全体の約92%を占める。

○ 2026年１～３月の輸入実績を見ると、全輸入件数の約92％が通販貨物（このうち１万円以下は約98％）。少額貨物の問題は通販
貨物の問題。

○ 通販貨物の品目は、衣類・バッグ等のファッション関連商品が全体の４割強を占め、化粧品や家庭用品が続く。

2.09 
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価格帯別の輸入許可件数の推移

～１万円 １～20万円 20万円～ ～１万円の貨物/全輸入許可件数（右軸）

（億件） （出所）財務省関税局調

（課税価格の合計額）

衣類
33%

化粧品・美容品
13%

収納・家具関係
7%

生活雑貨
6%

サプリメント・
健康食品

5%

玩具・ホビー
4%

バッグ・財布
4%

ファッション小物
3%

靴・履物
3%

アクセサリー等
2%

文具・紙製品
2%

スマホアクセサリー
1%

電子機器
1%

その他・分類不可
16%

※大手PF上位９者の品名欄に含まれる単語から推測されるカテゴリ別に集計。
 その他には食品等の他に、分類ができないもの（例：PLASTIC）を含む。

家庭用品

通販貨物の品目カテゴリ
（2026年１～３月） （出所）財務省関税局調

（出所）関税・外国為替等審議会関税分科会「水際取締り上の課題等」（令和8年6月23日）
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米国は、フェンタニル等の違法薬物の流入を含む安
全保障上の脅威への対応や関税逋脱防止を目的として、
少額輸入貨物に係る制度の見直しを進めてきました。
2025年8月から、関税デミニミス制度を廃止し、そ
の他、2026年7月から、製品が安全性等の規制に適
合していることを確認するため、一定の貨物について
製品識別コード等の提出を求めることとしています。
また、米国通関システム（Automated Commercial 
Environment）を活用し、シングルウィンドウを通じ
て税関と関係省庁間の連携を促進しています。また、
国際郵便においては、税関が認定した事業者が関税の
納付を受託する等、民間事業者との連携に係る取組も
進められています。

EUにおいても、公正な競争の確保や危険品対策を
目的として、取組が進められており、本年7月より
150ユーロ以下の貨物に適用されていた関税デミニミ
ス制度が廃止されました。当面は暫定的に品目毎に3
ユーロの固定関税を徴収し、その後、EU税関デー
タ・ハブ（EU Customs Data Hub）の稼働後、2028
年7月以降通常の関税体系に基づく徴収に移行する予
定としています。さらに、固定関税とは別に、少額輸
入貨物に係る通関処理・リスク管理コストの回収を目
的として、一小包あたり2ユーロの取扱手数料を課す
ことも予定されています。また、EU税関データ・ハ
ブの構築を通じて、EUレベルでのリスク分析機能強
化が目指されています。その他、関税デミニミス制度
の廃止にあたり、プラットフォーム事業者等への納税
義務主体の転換や、詳細な情報提供を迅速に行う事業
者との連携強化を目的とした、AEO制度を発展・強
化した新たな事業者認証制度（Trust ＆ Check制度）
の導入など、民間事業者の責任明確化の検討も行われ
ています。

英国も、公正な競争の確保や越境EC貨物情報の不
足への対応のため、昨年、パブリック・コンサルテー
ション（市中協議）を実施しました。現行135ポンド
以下の貨物に適用されている関税デミニミス制度につ
いては、廃止する方針の下、当該貨物について通常貨
物と同様にUKGT（英国グローバル・タリフ）に基づ

＊2） 関税・外国為替等審議会関税分科会のもとに、有識者会議である「急増する少額輸入貨物への対応に関するワーキンググループ」を設置の上、議論。
＊3） 輸入貨物が、本邦に入国する者により携帯して輸入される貨物又は輸入取引が小売取引の段階によるものと認められる貨物等であって、輸入者の個人

的な使用に供されると認められるものについて、海外小売価格に0.6を乗じた金額を課税価格とみなす特例。

き分類・関税措置を適用することや、税関行政コスト
に充当するための手数料の賦課の導入も検討されてい
ます。また、新たなデータシステムの構築や、プラッ
トフォーム事業者等に少額輸入貨物に対する納税義務
や品目単位のデータ提供責任を負わせる等、民間事業
者の責任・役割強化の取組も検討されています。

日本における取組

日本でも、政府税制調査会や関税・外国為替等審議
会関税分科会＊2において少額輸入貨物に係る議論が行
われ、令和8年度税制改正及び関税改正等を実施して
います。

まず、水際取締り上の課題への対応として、保税業
者の適正な業務運営を確保するため、業務改善命令等
の創設等を行うとともに、輸入通関における簡易性・
迅速性を享受できる者を見直す観点から、簡易・迅速
な通関手続の利用制限を導入したほか、少額輸入貨物
に関する情報不足が税関のリスク判定を不十分にして
いる状況を踏まえ、プラットフォーム事業者との連携
強化を進めています。

次に、輸入貨物への課税制度上の課題への対応とし
て、消費税の少額免税制度が見直され、令和10年4
月から、国境を越えて行われる電子商取引のうち1万
円以下の貨物について、販売者に消費税の納税義務を
課すこととされました。また、一定規模以上のECプ
ラットフォーム事業者が仲介する取引については、プ
ラットフォーム事業者に納税義務を転換する制度も導
入されることとされました。

さらに、課税価格決定の特例（いわゆる0.6掛け）＊3

についても、令和10年4月から廃止されることとさ
れています。

おわりに

以上、少額輸入貨物をめぐる主要国・地域及び日本
の取組について紹介しました。

少額輸入貨物への対応はG7等各国共通の課題と
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なっているところ、日本も当事国の一つとして様々な
検討を進めています。筆者は、急速に変化する経済・
社会情勢等に即して、「安全・安心な社会の実現」、

「適正かつ公平な関税等の徴収」、「貿易の円滑化」と
いう税関の使命を着実に果たすため、日本が進める関
税制度の整備等の動向に、今後も関心を寄せていきた
いと思います。

図表2　急増する少額輸入貨物への対応に関するワーキンググループ　中間とりまとめの全体像

2

• BtoCによる貨物を扱う一部の保税業者・通関業者の不適正な
業務運営による不正事案の発生

• BtoCによる貨物の輸入申告情報の不足
税関が知財侵害物品等の摘発を十分にできていないおそれ

• 2024年の日本への輸入許可件数は約1.9億件（コロナ前（2019年）の約4.1倍）
• 特に、中国・韓国関連の越境ECサイトを利用したBtoCによる貨物（主に１万円以下）が増加
• 越境ECは消費者の生活に浸透しており、経済成長の観点でも重要な役割

中間とりまとめ 全体像

安全・安心な社会の実現、適正かつ公平な関税等の徴収、貿易の円滑化
という“3つの社会的要請”の実現

越境ECの発展と、消費者にとっての安全性・事業者間の公平性の確保に寄与

WG立上げの背景
～１万円
１～20万円
20万円～

輸入許可件数

３つの社会的要請

① 消費税に係る少額免税制度の見直しにおける適正課税の確保
② 関税に係る少額免税制度に係る検討の継続
③ 課税価格決定の特例の廃止
④ 簡易税率の利便性向上による事務負担軽減

水際取締り上の課題
• 消費者への直送貨物が増加し、国内外の事業者間の競争上の
不均衡が発生

• 輸入貨物毎のEPA税率確認等により、納税事務が複雑化

課税制度上の課題

見直しによる通関実務上の相互の影響を考慮し、制度毎の検討のみ
ならず全体像を俯瞰して対応

経済的な歪みの解消・納税事務等の負担軽減

※上記のほか、 国際郵便・通関業者を取り巻く環境・税関の体制整備も議論

2019年 2024年

対応を通じて目指す姿

（課税価格の合計額）

① 保税業者に対する行政措置、適正な業務運営へのインセンティブ等
② 簡易・迅速な通関手続の一時利用制限等
③ BtoC貨物の情報入手に向けたプラットフォーム事業者との連携

事業者の適正な業務運営、正確・十分な情報にもとづく輸入申告の
もと、税関が適正・的確なリスク判定を実施できるように対応

社会にもたらされる危険・不安の払拭

貿易の
円滑化

安全・
安心な
社会の
実現適正かつ

公平な
関税等
の徴収

約4,600万件

約1.9億件

（出所）関税・外国為替等審議会関税分科会「急増する少額輸入貨物への対応に関するワーキンググループ中間とりまとめ（概要）」（令和7年11月26日）
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財務省国際局次長等を経て、2025年5月か
ら現職。

はじめに

前回は、G20におけるクロスボーダー決済をめぐ
る議論の歴史を振り返り、2020年に「クロスボー
ダー決済の改善に向けたG20ロードマップ」が策定
されるまでをご紹介しました。

今回は、ロードマップに示された5つの重点分野と
19の「Building Blocks（構成要素）」を見た上で、
それに基づいて設定された具体的な目標についてご紹
介します。G20は、クロスボーダー決済をどのよう
に変えようとしているのでしょうか。

5つの重点分野

G20ロードマップでは、クロスボーダー決済が抱
える主要な課題として、コスト、スピード、アクセ
ス、透明性の4つを挙げ、その改善に向けた取組を5
つの重点分野と19の「Building Blocks（構成要素）」
に整理しています。まず、5つの重点分野を見てみま
しょう。

（1）官民共通のビジョンへのコミット
（2）規制・監督の枠組みの調和
（3）既存の決済インフラや仕組みの改善
（4）データの質の向上と処理の自動化
（5）新しい決済インフラ等の可能性

クロスボーダー決済は、民間の金融機関などが提供

するサービスである一方、その基盤には各国の規制・
監督や決済システムがあります。国ごとに異なるこれ
らの仕組みを調和・接続し、データを円滑にやり取り
できるようにするためには、官民双方による幅広い取
組と調整が必要です。

さらに、既存の仕組みだけでなく、ステーブルコイ
ンなど新しい決済の仕組みにも目を配る必要がありま
す。5つの重点分野は、こうしたクロスボーダー決済
の改善に必要な幅広い取組を整理したものです。

19の構成要素

19の構成要素は、5つの重点分野について、具体的
に何に取り組むのかを示したものです。主なものを重
点分野ごとに整理すると、以下の表のようになります。
表1　5つの重点分野と主な構成要素

5つの重点分野 主な構成要素
官民共通のビジョン
へのコミット

・共通のビジョンと目標の策定
・国際的な指針・原則の実施

規制・監督の枠組み
の調和

・規制・監督などの枠組みの調和
・�マネー・ローンダリングやテロ資金供
与対策（AML/CFT）の一貫した適用
・�本人確認（KYC）・身元情報の共有の
促進

既存の決済インフラ
や仕組みの改善

・決済システムへのアクセス改善
・営業時間の延長・調整
・異なる決済システムの相互接続

データの質の向上と
処理の自動化

・�決済に使われるメッセージやデータ
形式の標準化・調和

新しい決済インフラ
等の可能性

・�新たな多国間プラットフォームの実
現可能性の検討

・�グローバル・ステーブルコインの健
全性の促進

・�中央銀行デジタル通貨（CBDC）の設
計における国際的な側面の検討

出所：CPMI（2020）を基に作成。

このように、19の構成要素は、クロスボーダー決
済を構成する様々な部分を個別に改善するだけでなく、
国や制度、決済システムの違いを越えて、それらをよ

AMRO事務局長兼CEOの視点（7）
国境を越えるお金－G20ロードマップの全体像

AMRO事務局長兼CEO　渡部  康人
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り円滑につなげていくための取組から構成されていま
す。一つの取組だけでクロスボーダー決済の課題を解
決するのではなく、官民が幅広い分野で並行して改善
を進めていくというのが、ロードマップの特徴です。

G20が目指すクロスボーダー決済

こうした取組を通じて、G20ではクロスボーダー
決済を「どこまで改善すること」を目指しているので
しょうか。「決済を速くする」「コストを下げる」と
いっても、どの程度速く、安くなればよいのかが明確
でなければ、取組がどこまで進んだのかを測ることは
できません。

ロードマップでは、5つの重点分野のうち、最初の
「官民共通のビジョンへのコミット」という分野にお
いて、その構成要素の一つとして、クロスボーダー決
済について共通のビジョンと目標を設定することが掲
げられています。これを具体化する形で、G20は
2021年、コスト、スピード、アクセス、透明性とい
4つの課題について、具体的な目標を設定しました。

G20の目標は、クロスボーダー決済を3つに分けて
設定されています。現在、目標の進捗を測る上で、
10万ドル以上の決済をホールセール決済、10万ドル
未満の決済をリテール決済として区分しつつ、海外の
家族や友人への送金など、小口で商取引を目的としな
い個人間の送金を、これらとは別の区分として扱って
います。
表2　G20目標におけるクロスボーダー決済の3つの区分

区分 内容

ホールセール決済 10万ドル以上のクロスボーダー決済。
金融機関間の決済が中心

リテール決済

10万ドル未満のクロスボーダー決済。
主に企業間（B2B）、企業から個人
（B2P）、個人から企業（P2B）、下記以
外の個人間（P2P）の決済

商取引を目的とし
ない個人間送金

小口で商取引を目的としない個人間
（P2P）の送金（海外の家族や友人への
送金など）

出所：FSB（2022）を基に作成。

それでは、G20はこれらの決済について、具体的
にどの程度の改善を目指しているのでしょうか。以下
では、コスト、スピード、アクセス、透明性の順に見
ていきます。

コスト―より安く

まず、コストから見てみましょう。これまでご紹介
したように、クロスボーダー決済では、複数の金融機
関を経由することなどから、国内決済と比べてコスト
が高くなりやすいという課題があります。

G20は、リテール決済について、決済額に対するコ
ストの世界平均を1％以下とし、3％を超える送金経
路をなくすことを2027年末までの目標としています。
ここでいうコストには、送金や受取にかかる手数料だ
けでなく、中継する金融機関の手数料や、通貨を交換
する場合の為替レートに含まれるコストなども含まれ
ます。また、「送金経路（corridor）」とは、例えば日
本からシンガポール、シンガポールからタイといった、
送金元の国と送金先の国の組み合わせを指します。世
界平均を引き下げるだけでなく、コストが高い送金経
路をなくすことも目標としている点が特徴です。
商取引を目的としない個人間送金については、200

ドルを送金する際のコストを世界平均で3％以下とし、
5％を超える送金経路をなくすことが目標とされてい
ます。ここでいう200ドルは、個人間の少額送金を区
分する金額基準ではなく、送金コストを測るための基
準額です。これはG20ロードマップで新たに設定さ
れた目標ではなく、国連の持続可能な開発目標

（SDGs）としてすでに掲げられ、G20も支持してい
た目標を改めて確認したものです。このため、リテー
ル決済とは目標の水準や期限が異なり、2030年が目
標年となっています。

なお、ホールセール決済については、コストの数値
目標は設定されていません。金融機関間を中心とする
大口の決済では、料金体系が取引量や取引金額などに
よって異なり、個々の決済ごとに価格が設定されてい
るとも限らず、市場全体の平均的なコストを把握する
ことが難しいためです。ただし、ロードマップに基づ
く取組を通じて、ホールセール決済についてもコスト
の低下が期待されています。

スピード―より速く

次に、スピードです。これまでご紹介したように、
クロスボーダー決済では、複数の金融機関を経由する
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ことや、各国の決済システムの稼働時間が異なること
などから、決済に時間がかかることが課題となってい
ます。

G20は、ホールセール決済、リテール決済、商取
引を目的としない個人間送金のいずれについても、
75％の決済を1時間以内、残りを1営業日以内とす
ることを2027年末までの目標としています。

アクセス―より多くの人へ

3つ目は、アクセスです。クロスボーダー決済を利
用できる環境は、国や地域、金融機関、企業、個人に
よって異なり、必要な決済サービスを利用できない
ケースもあります。

G20は、ホールセール決済について、すべての金
融機関が少なくとも一つのクロスボーダー決済の送受
金手段を利用できることを2027年末までの目標とし
ています。リテール決済については、すべてのエンド
ユーザーが少なくとも一つの電子的なクロスボーダー
決済手段を利用できること、商取引を目的としない個
人間送金については、送金サービスを希望する人の
90％超が電子的な送金サービスを利用できることを
目標としています。

透明性―よりわかりやすく

最後は、透明性です。クロスボーダー決済では、複

数の金融機関などを経由することから、最終的にどの
程度のコストがかかるのか、いつ資金が届くのか、送
金がどこまで進んでいるのかが分かりにくいことが課
題となっています。

G20は、ホールセール決済、リテール決済、商取
引を目的としない個人間送金のいずれについても、
2027年末までに、すべての決済サービス提供者が、
総取引コスト、資金が届くまでの見込み時間、決済状
況の追跡、取引条件に関する情報を支払人と受取人に
提供することを目標としています。ここでいう総取引
コストには、コストについての目標と同様に、送金・
受取手数料のほか、中継する金融機関の手数料や、通
貨交換に伴う費用も含まれます。

おわりに

今回は、2020年に策定されたG20ロードマップの
全体像と、その後に設定された具体的な目標について
ご紹介しました。G20は、5つの重点分野、19の構成
要素に沿って様々な取組を進めるとともに、コスト、
スピード、アクセス、透明性について具体的な目標を
設定し、クロスボーダー決済の改善を進めています。

こうした世界的な取組が進む中、本年（2026年）、
ASEAN+3（日中韓）でも、日本とフィリピンの共同
議長のリーダーシップの下、クロスボーダー決済の改
善 に 向 け た 議 論 が 進 め ら れ て い ま す。AMRO

（ASEAN+3マクロ経済リサーチオフィス）は、本年

表3　クロスボーダー決済の改善に向けたG20の目標（達成期限：2027年末）

ホールセール決済 リテール決済 商取引を目的と�
しない個人間送金

コスト 数値目標なし
・�世界平均 1％以下
・�3％超の送金経路�
ゼロ

・�200ドル送金時の世
界平均 3％以下
・�5％超の送金経路ゼ
ロ（達成期限：
2030年末）

スピード ・1時間以内：決済の75%
・1営業日以内：決済の100%

アクセス
すべての金融機関が
少なくとも一つの送
受金手段を利用可能

すべてのエンドユー
ザーが少なくとも一
つの電子的な送受金
手段を利用可能

90％超の個人が電子
的な送受金手段を利
用可能

透明性 すべての決済サービス提供者が、総取引コスト、着金までの見込み
時間、決済状況の追跡、取引条件などの情報を提供

出所：日本銀行（2024）、FSB（2021）を基に作成。
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5月、ASEAN+3地域におけるクロスボーダー決済の
現状や各国の取組、地域の決済連結性、今後の方向性
をまとめた報告書をASEAN+3財務大臣中銀総裁会合
に提出し、公表しました。次回は、この報告書の内容
を基に、ASEAN+3地域におけるクロスボーダー決済
の取組についてご紹介します。

参考文献
・日本銀行（2024）「決済システムレポート（2024年9月）」
・ AMRO （2026）, “ASEAN+3 cross-border payments, 

regional connectivity, and way forward”
・ Committee on Payments and Market Infrastructures 
（CPMI） （2020）, “Enhancing cross-border payments：
building blocks of a global roadmap”
・ Financial Stability Board （FSB） （2020）, “Enhancing 

Cross-border Payments Stage 3 roadmap”
・ F S B （2 0 2 1）, “Ta r g e t s f o r A d d re s s i n g t h e F o u r 

Challenges of Cross-Border Payments”
・ FSB （2022）, “Developing the Implementation Approach 

for the Cross-Border Payments Targets”
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１．はじめに＊1

前回はIO4（DNFBPの監督・予防措置）について、
FATFが各国に求めるDNFBPの監督・予防措置の概
要、第5次相互審査における各国への指摘事項、及び
第4次対日相互審査での指摘事項と日本政府の取組み
をご説明した。本稿では、IO6（特定金融情報等の活
用）について取り上げたい。

近年、SNS上で著名人になりすまし、あるいは「必
ず儲かる」と投資を勧誘して金銭をだまし取る「SNS
型投資詐欺」や、恋愛感情を利用して金銭を要求する

「ロマンス詐欺」、そして「トクリュウ」と呼ばれる匿
名・流動型犯罪グループが敢行する特殊詐欺が急増し

＊1） 本稿の意見にわたる部分は執筆者の個人的見解であり、執筆者の属する組織の公式見解を示すものではない。

ている。こうした犯罪によって集められた収益が、ど
のようにマネー・ローンダリング（マネロン）されて
いくのかを想像してみたい。

被害者が振り込んだ資金は、まず全国各地の個人名
義の口座に少額ずつ入金される。これらの口座は、
SNSや違法求人サイトを通じて集められた「出し子」
名義や、他人からの譲渡・売買により不法に入手され
た口座であることが多い。入金された資金は、即座に
他の複数の金融機関の口座へと転々と送金され、やが
て一部は暗号資産交換業者（VASP：Virtual Asset 
Service Providers）の口座に流れ込み、暗号資産に
交換されたうえで海外の取引所や海外の口座へと送金
されていく。捜査機関が一つの口座を把握したときに

国際局 資金移転対策室 資金移転対策管理官　松尾  綱紀
資金移転対策係長　茅根  光洋

【目次】
１．はじめに
２．FATF基準の要請（IO6）

（１）IO6の位置づけ
（２）FIUとは
（３）特定金融情報とは
（４）IO6：特定金融情報等の活用
（５）第5次相互審査からの評価ポイントの変更点

３．FATF第5次相互審査での各国への指摘事項
（１）マレーシア
（２）ベルギー
（３）イタリア
（４）オーストリア
（５）シンガポール
（６）これまでのまとめ

４．第4次相互審査での日本への指摘事項
（１）特定金融情報・FIUに関する主な指摘事項
（２）STR分析・活用に関する課題

５．第4次対日相互審査以降の日本政府の取組み
（１）JAFICの機能強化
（２）特定金融情報分析の高度化
（３）国際連携の強化
（４）官民連携の推進

６．第5次対日相互審査における課題と民間事業者にご留意いただきたい事項
（１）第5次対日相互審査における課題
（２）民間事業者にご留意いただきたい事項

７．終わりに

掲載号 内容
2026年5月号 第1回 序論

6月号 第2回 IO1
7月号 第3回 IO2
8月号 第4回 IO3
9月号 第5回 IO4

10月号 第6回 IO6
11月号 第7回 IO7
12月号 第8回 IO8

2027年1月号 第9回 IO9
2月号 第10回 IO10
3月号 第11回 IO11
4月号 第12回 IO5
5月号 第13回 重要TC
6月号 第14回 まとめ

（掲載号・内容は変更される場合があります）

5次のトリセツ
―FATF第5次対日相互審査で示す官民のチカラ―
―第6回：IO6（特定金融情報等の活用）―
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は、資金は既に何段階も先へ移動しており、犯行グ
ループの中核にたどり着くことは容易ではない。

ところが、この資金の流れは、ばらばらに存在して
いるわけではない。個々の金融機関やVASPは、それ
ぞれの取引モニタリングにおいて「短期間に多数の個
人から入金があり、直後にほぼ全額が送金される」「暗
号資産交換業者への高額送金が繰り返される」といっ
た不自然な資金の動きを検知し、「疑わしい取引」と
して当局に届け出る（「疑わしい取引の届出」、STR：
Suspicious Transaction Report）。これら複数の金融
機関等から届けられた無数のSTRは、日本の資金情
報機関（FIU：Financial Intelligence Unit）である
JAFIC（Japan Financial Intelligence Center：犯罪
収益対策室）に一元的に集約される。JAFICは、これ
らのSTRを、過去の届出、警察が保有する犯罪情報、
外国FIUから得た情報等と突き合わせて総合的に分析
する。その結果、一見無関係に見えた複数の口座と資
金の流れが一本の線でつながり、個々の金融機関から
は見えなかった、そして捜査機関でさえ端緒段階では
把握できなかったマネロンに至る資金の流れの全体像
が可視化される。JAFICが作成したこの分析結果（特
定金融情報）が捜査機関に提供されることで、末端の
出し子にとどまらず、資金を吸い上げる中核の犯行グ
ループの摘発、さらには犯罪収益の追跡・凍結・押収
へとつながっていく。

この場面こそ、IO6が評価しようとしている内容で
ある。ここで注目すべきは、金融機関等が提出した

「点」の情報が、FIUによる分析を経て「線」や「面」
の情報、すなわち捜査に活用可能な特定金融情報へと
変換され、それが実際の捜査・訴追・財産回復・国際
協力という「成果」に結び付いている、という一連の
流れである。IO6は、単にFIUが存在するか、STRを
受理しているかという制度の有無を問うものではな
い。特定金融情報が実際に生成され、共有され、捜査
等に活用され、犯罪者への打撃という成果を生んでい
るか、その有効性（Effectiveness）を評価する審査
項目なのである。

＊2） FATF “Methodology – For Assessing Technical Compliance with the FATF Recommendations and the Effectiveness of AML/CFT/
CPF Systems （Updated December 2025）”, p.135-137.

２．FATF基準の要請（IO6）

（１）IO6の位置づけ
IO6は、FATFの11の 有 効 性 評 価 項 目（IO：

Immediate Outcomes）のうち、特定金融情報及び
その他の関連情報が、当局によってマネロン及びテロ
資金供与の捜査等のために適切に活用されているかを
評価する項目である＊2。前述のとおり、IO6では、FIU
や制度が存在するかにとどまらず、特定金融情報が実
際に生成され、活用され、成果に結び付いているかと
いう有効性が問われる。

マネロン等対策の概要図（IO・TCの相関図、下表）
のとおり、IO6は主に勧告29から32に対応し、勧告1、
2、4、8、9、15、34、40の要素にも関係している。

また、IO6は独立した評価項目であると同時に、他
のIOを結び付ける結節点でもある。IO1（リスクの理
解）で特定されたマネロン・テロ資金供与リスクは、
FIUがどのような情報に着目して分析を行うかの前提
となる。IO3・IO4（金融機関等/DNFBPの監督・予
防措置）の評価対象となる特定事業者により提出され
るSTRは、FIUの主要な分析対象となる。そして、
FIUや他の権限ある当局が生成する特定金融情報は、
マネロンの捜査・訴追（IO7）や財産回復（IO8）、テ
ロ資金供与対策（IO9・IO10）における捜査の端緒・
証拠、資金追跡の基礎となり、さらにIO2（国際協力）
を通じて国境を越えた資金の流れの解明を支える。
【マネロン等対策の概要：IOとTCの相関図】

マネロン等対策の概要

リスクと調整

マネロン テロ資金供与

拡散金融

R.1-2, 33-34
IO.1

国際協力
R.36-40

IO.2

法人等の
悪用防止

R.24-25
IO.5

拡散金融に対する制裁 R.7 IO.11

監督・予防措置
（金融機関・VASPs）（DNFBPs）

R.9-21, 26-27, 34-35, IO.3

FIUと資金情報 R.29-32 IO.6

R.22-23, 28, 34-35, IO.4

マネロンの捜査・訴追

R.3, 30-31 IO.7

財産回復

R.1, 4, 32 IO.8

テロ資金供与の捜査・訴追

R.5, 30-31 IO.9

テロ資金供与の防止・制裁

R.1, 4, 6, 8 IO.10

（出所）FATF基準及びFATF作成資料を基に室内にて作成。
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（２）FIUとは
FIUとは、特定事業者から提出されるSTR等の情報

を集約し、分析し、その結果を捜査機関や法執行機関
等に提供する国の中央機関である。勧告29は、各国
に対し、（1）STRの受理と、（2）マネロン・前提犯
罪・テロ資金供与に関連するその他情報の受領・分
析、（3）その結果の提供を担う中央機関としてFIU
を設立し、必要な情報に適時にアクセスできるように
することを求めている＊3。

日本のFIUであるJAFICは、犯罪収益移転防止法
（犯収法）第3条に基づき国家公安委員会が担う事務
を処理する機構として、警察庁に設置されている＊4。
捜査機関との近接性ゆえに、特定金融情報を迅速に捜
査へ接続できる点が構造上の強みである。

（３）特定金融情報とは
特定金融情報（Financial Intelligence）とは、単

なるSTRの集積ではない。FATFの文脈における特定
金融情報とは、STRやその他の情報に対して犯罪関
連情報等を付加し、複数の情報源を突き合わせ、リス
クに基づいて分析を加え、捜査に活用できる形に加工
された情報を指す。ここが第5次相互審査を理解する
上での要諦であり、多数のSTRを受理していること
自体は「入力数の多さ」を示すにすぎず、それがどれ
だけ「有効なインテリジェンス」に変換され、活用さ
れているかが問われる。

FIUがアクセス・活用する情報には、STRのほか、
現金等の輸出入に係る税関への申告情報、犯罪経歴等
の法執行情報、税務情報、公開情報、そして外国FIU
から得られる情報等、広範なものが含まれる。特定金
融情報は、その加工・分析の目的に応じて、個別事案
の捜査・資産追跡に直接資する「オペレーショナル分
析（operational analysis）」と、犯罪の手口・傾向や
リスクの変化を把握して政策立案に資する「戦略分析

（strategic analysis）」に大別される。第5次相互審査
では、この双方が評価対象となる。

＊3） FATF “The FATF Recommendations （Updated October 2025）”, Recommendation 29
＊4） 犯罪収益移転防止法第3条。JAFICは、疑わしい取引に関する情報の集約・整理・分析及び捜査機関等への提供、外国FIUへの情報提供、犯罪収益移

転危険度調査書の作成・公表、特定事業者による措置を確保するための情報提供・監督補完等を担う。
＊5） 前掲Methodology, p.135-137. 邦訳・要約は執筆者による。

（４）IO6：特定金融情報等の活用
IO6の有効性は、以下の4つの主要な課題（Core 

Issue）に基づき評価される＊5。
Core Issue 6.1：情報へのアクセスと質
FIUは、STR、現金取引報告、国境を越える現金等

の申告・開示、その他の広範な報告・データ・情報に
どの程度アクセスしているか。

その他の当局は、STR情報を含む、幅広い報告・
データ・その他の情報にどの程度アクセスしているか。

これらの情報は、関連性・正確性・最新性のある情
報が含まれており、FIU及び他の権限ある当局は、適
時にアクセスしているか。

Core Issue 6.2：特定金融情報の生成・提供
FIUは、他の権限ある当局のニーズに応じた特定金

融情報をどの程度生成し、提供しているか。また、他
の権限ある当局も、FIUデータやその他の関連情報を
用いて、自らの業務ニーズに応じた特定金融情報をど
の程度生成しているか。

Core Issue 6.3：当局間協力と情報の機密性保護
FIUと他の権限ある当局は、特定金融情報及びその

他の関連情報をどの程度協力し、交換しているか。ま
た、交換・利用される情報の機密性を、どの程度安全
に保護しているか。

Core Issue 6.4：捜査における特定金融情報の活用
当局は、マネロン、前提犯罪及びテロ資金供与に関

連する捜査において、証拠形成、犯罪収益の特定・追
跡のために、特定金融情報及びその他の関連情報をど
の程度活用しているか。

（５） 第5次相互審査からの評価ポイントの変
更点

第5次相互審査におけるIO6の評価は、第4次相互
審査と比べて、次の諸点で重心が移っている。

第一に、量から質への転換である。STRの受理件
数や他国のFIUとの情報交換件数といった「量」の説
明にとどまらず、それらがどのように分析され、どの
ような捜査・訴追・財産回復の成果に結び付いたかと
いう「質」と「成果（アウトカム）」が重視される。
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特に、大量のSTRを、システムやAI等を活用して迅
速かつ効率的に処理・分析できているか（分析の効率
性・スピード）が問われる点は、大量のSTRを受理
する日本にとって重要な着眼点である。

第二に、特定金融情報の生成主体の広がりである。
第5次審査で新設されたCore Issue 6.2に象徴される
ように、FIU単独の分析だけでなく、捜査機関や税務
当局等が保有する情報を用いて生成する特定金融情報
を含め、国全体としての生成・活用が評価される。

第三に、戦略分析の重視である。個別事案の分析
（オペレーショナル分析）に加え、犯罪の手口・傾向
を分析し、その結果がリスク評価（IO1）や政策・制
度の見直しに活用されているかが問われる。

第四に、新たなリスク領域への対応である。暗号資
産関連の分析、クロスボーダー送金の追跡といった、
資金の流れが複雑かつ迅速に国境を越える領域につい
て、FIUが的確に分析しているかが着眼点となっている。

第五に、有効性を示す事例の重要性である。制度や
統計だけでは有効性は立証されず、特定金融情報が捜
査の端緒・重要な証拠として機能し、複雑な資金の流
れを解明し、最終的に検挙や財産回復に至った具体的
事例を示すことが求められる。

３． FATF第5次相互審査での各国への指
摘事項

2025年10月のFATF全体会合から第5次相互審査
の結果が順次公表されている。ここでは、本稿執筆時
点で公表済みの初期事例として、マレーシア、ベル
ギー、イタリア、オーストリア及びシンガポールの審
査結果を取り上げる。これらの事例は、第5次審査に
おける評価の傾向や着眼点を把握する上で重要な示唆
を与えるものである。

（１）マレーシア（2025年12月公表）
マレーシアは、IO6について4段階中の上から2番

目の評価であるSE評価＊6を得た。
マレーシアのFIUは、約139万件のSTRを受理し

ており、その大半（約93%）が銀行セクターからで

＊6） 上位評価から順に、High, Substantial, Moderate, Low （level of Effectiveness）

ある。提出されたSTRの数は国のリスク評価（NRA：
National Risk Assessment）の結果と概ね整合して
いる。FIU及び他の当局は、最新で幅広い情報にオン
ラインで適時にアクセスできると評価された。また、
関連する複数のSTRを一連に分析し、対象者とその
関連性の包括的な把握が可能となり、法執行機関及び
他国のFIUへの情報提供率の向上に寄与している。ま
た、裁判所命令によらずに金融機関に対象者の口座・
資産の特定・情報提供を求める調査命令を発出できる
仕組みが、正式な捜査開始前に犯罪収益の特定に活用
されている点も評価された。

一方、DNFBP（カジノを除く）からのSTRが一貫
して低調である点、法人顧客の実質的支配者情報の利
用可能性や国境を越える現金・銀行取引（クロスボー
ダー取引）情報の活用になお改善の余地がある点が指
摘された。

（２）ベルギー（2025年12月公表）
ベルギーは、IO6について4段階中の上から2番目

の評価であるSE評価を得た。
ベルギーのFIUは、質の高い分析を行い、捜査機関

等に有用な特定金融情報を提供しており、FIU情報は、
複雑なML捜査、BO・犯罪収益の特定に貢献してい
ると評価された。

一方、非銀行セクターからのSTRが限定的である
こと、VASPに対する監督当局が指定されていないこ
とに起因して特定金融情報の入力の幅に空白が生じ得
ること、情報の適時性になお改善の余地があることが
指摘された。

（３）イタリア（2026年4月公表）
イタリアは、IO6について4段階中の上から2番目

の評価であるSE評価を得た。
イタリアのFIUは、捜査機関及び司法当局の活動を

効果的に支援するオペレーショナル分析の質の高さ
と、戦略分析の質の高さが評価された。また、国内・
国際の両面における協力、管理・モニタリング、国際
的な金融制裁の実施に関する活動についても肯定的に
評価された。イタリアは、政府横断の金融安全委員会
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を通じた関係当局間の連携が機能し、複雑なマネロン
事案において共同捜査が行われている点でも高い評価
を得ている。

一方、VASPに関連する分析や、成果を体系的に把
握・可視化する仕組みには、なお発展の余地があると
指摘された。

（４）オーストリア（2026年4月公表）
オーストリアは、IO6について4段階中の下から2

番目の評価であるME評価となった。今回取り上げる
5か国の中でIO6がSE評価に届かなかったのはオー
ストリアのみである。

オーストリアでは、FIU・法執行機関が幅広い金
融・行政情報にアクセスし、特定金融情報を捜査の開
始・証拠収集、口座凍結及び犯罪収益の差押えに活用
している。また、法執行機関からの要請に基づく分析
では、複雑なMLを含む捜査や犯罪収益の特定・追跡
を適切に支援している。

一方、FIUの自発的な分析・提供は、詐欺や単純な
マネロン事案に偏っており、複雑なマネロン事案、前
提犯罪者以外の第三者及び専門家を利用したマネロン
への対応が不十分であると指摘された。また、一部の
金融機関及びDNFBPからのSTRがリスク度合いに比
して少ないほか、法執行機関からFIUへの正式な
フィードバック制度や、提供情報の捜査上の成果を把
握するための統計にも課題がある。

オーストリアの事例は、情報へのアクセスや当局間
の協力体制が一定程度整備され、特定金融情報が実際
に捜査へ活用されていても、その生成・提供・活用が
国のリスクに応じた幅広いマネロン事案に及ばなけれ
ば、SE評価には達しないことを示している。

（５）シンガポール（2026年5月公表）
シンガポールは、IO6について4段階中の上から2

番目の評価であるSE評価を得た。
シンガポールのFIUは、十分なリソースと高度な

ITシステムを備え、STRのほか高額現金取引報告や
現金移動報告を含む広範なデータを統合して分析して
いると評価された。電子プラットフォームにより、届
出前に誤りの修正や迅速な提出を促す機能が備わって
おり、STRの質と適時性は良好とされた。官民連携

も積極的に行われている。
他方、STRの約82%が金融機関（主に銀行セク

ター）からの届出であり、高リスクのDNFBP等から
の届出が相対的に少ないこと、犯罪類型別に見ると詐
欺・組織犯罪・脱税に関する届出は多い一方、汚職・
貿 易 を 悪 用 し た マ ネ ロ ン（TBML：Trade-Based 
Money Laundering）・環境犯罪といった高リスク領
域に関する届出が十分でないこと、そして特定金融情
報がマネロン捜査の起点として用いられる割合が限定
的であることが指摘された。

（６）これまでのまとめ
下表は、上記5か国の相互審査報告書におけるIO6

の主な指摘を、Core Issueごとに整理したものであ
る。肯定的な評価は太字・下線で、否定的な評価は細
字で示している。

第5次相互審査の事例を見ると、FIUによる分析の
質や、FIUと捜査機関との連携は、多くの国で肯定的
に評価されている。他方で、（1）非銀行セクター・
DNFBP・VASPからのSTRの底上げ、（2）特定金融
情報がリスク評価と整合し、幅広い犯罪類型を網羅し
ているか、（3）特定金融情報が捜査の起点や犯罪収
益の追跡という成果に十分結び付いているか、（4）
成果を裏付ける統計・事例の整備、といった点に各国
共通の課題が見られる。とりわけ、SE評価とME評
価を分けた要因は、特定金融情報が国のリスクに応じ
た幅広いマネロン事案に結び付いているかという点に
あった。

日本は、後述のとおり年間100万件を超えるSTR
を受理し、FATF加盟国の中でもトップクラスの入力
量を有する。これを「広範な特定金融情報基盤を有効
に活用している」と説明できれば大きなアドバンテー
ジとなるが、反対に「大量のSTRを十分に分析・活
用できていない」とのマイナスの評価につながるおそ
れもある。IO6は、情報のアクセス・生成・共有・活
用のすべての場面において、情報の質だけでなく、分
析・提供の効率性（スピード）も審査される。この
点、大量のSTRをシステム・AI等を活用して迅速か
つ効率的に処理・分析し、具体的な成果に結び付けて
いることを、事例をもって示すことが不可欠である。
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４．第4次相互審査での日本への指摘事項

（１）特定金融情報・FIUに関する主な指摘事項
2021年8月に公表された第4次対日相互審査報告

書において、日本は、IO6について、4段階中の上か
ら2番目のSE評価を受けた＊7。IO6は、日本が第4次
相互審査において比較的高い評価を得たIOの一つで
あり、FATFは、日本がマネロン・テロ資金供与の捜
査・訴追のための特定金融情報の収集及び利用につい
て良い結果を示している点を評価した。もっとも、更
なる有効性向上の観点から、以下のとおり複数の点が
指摘された。

第一に、捜査機関が、捜査の初期段階において、対
象者の資産状況や、申告された収入・財産の全体像を
把握するために有効である場合は、税務当局の情報に
アクセスし活用できるようにするべきと指摘された。

第二に、捜査の早い段階で、犯罪収益の追跡・凍
結・押収を目的とした特定金融情報の生成と活用を優
先するべきと指摘された。あわせて、既知の口座の資
金追跡と並行して、どの特定事業者が捜査対象者の口
座を保有しているかを容易に特定できるようにするた

＊7） FATF, Anti-money laundering and counter-terrorist �nancing measures – Japan, Fourth Round Mutual Evaluation Report, August 
2021, p.14

めの仕組み（例えば、口座保有情報を照会できる中央
的な仕組み等）の整備が求められた。

第三に、現金等の輸出入申告に係る情報を税関と
JAFICとの間で適時に共有する仕組みを発展させるべ
きと指摘された。

第四に、テロ資金供与の手口類型に関するガイダン
スを強化するとともに、より深度のあるマネロンに関
する疑わしい取引の参考事例を発行し、複雑な事案を
含め届出の範囲を広げるべきと指摘された。

第五に、重要な事案の分析に集中できるよう、参照
データに基づく自動的な優先順位付け等、テクノロ
ジーの更なる活用によりJAFICのSTR初期処理能力
を強化すべきと指摘された。

第六に、特定金融情報がリスクベースの監督や政策
目標の達成に資するよう、JAFIC、金融庁、その他の
当局間で、的を絞った戦略分析情報を積極的に共有す
べきとされた。

（２）STR分析・活用に関する課題
以上の第4次相互審査での指摘事項をまとめると、

日本においては、特定金融情報の収集・分析・活用の

マレーシア ベルギー イタリア オーストリア シンガポール
評価（右）

Core Issue（下）
SE SE SE ME SE

情報へのアクセス
と質（6.1）

FIU・法執行機関は最新で幅
広い情報にオンラインで適時
アクセス可能。
BO情報の正確性・最新性
と、クロスボーダー取引情報
の捜査への活用に課題。

FIUは幅広い行政・特定金融
情報にアクセスし、迅速に取
得可能。
STRの届出は金融機関に偏
り、非金融セクターのML・
TFを検知するための情報が
不足。

FIUは幅広い金融・行政情報
を分析システムで照合・統合
し、特定金融情報を作成。
法執行機関のデータベースに
直接アクセスできず、初期分
析における捜査関連情報との
照合の適時性に改善余地。

FIU・法執行機関は、特定金
融情報・行政情報を捜査や犯
罪収益の特定・追跡に活用。
一部の金融機関・DNFBPか
らの届出がリスクに比して少
ないことが分析に利用できる
情報を制約。

政府横断的なデータ統合によ
りFIU・関係機関は幅広い情
報を正確・適時に取得。
クロスボーダー取引情報への
アクセスが不十分、一部の高
リスクセクターからのSTRが
不足。

特定金融情報情報
の生成・提供
（6.2）

関連する複数のSTRを一連し
て分析し、リスクに沿った情
報を提供。
STRの優先順位付けに法執行
機関等の意見が未反映、密輸
や組織犯罪に関する情報提供
も少ない。

FIUは組織犯罪、脱税、
TBML等について質の高い分
析情報を提供。
情報分析システムが不十分、
TFや不動産を通じたML等の
戦略分析も不十分。

FIUは全てのSTRを分析し、
高リスク案件にはネットワー
ク分析や暗号資産取引に関す
る高度な分析を実施。
初期分析の迅速化と、司法当
局からの捜査・訴追の最終結
果の還元が必要。

FIUは法執行機関の要請に応
じ、複雑なML捜査や犯罪収
益の追跡を適切に支援。
FIUの自発的な分析・情報提
供は詐欺・単純なMLに偏
り、複雑なMLへの対応が不
十分。

FIUは高度なITシステムを用
いて特定金融情報を生成し、
捜査の開始・支援に活用。
特定金融情報の作成・提供が
国のリスク評価と十分に整合
しておらず、詐欺以外の高リ
スク犯罪への活用も不十分。

当局間連携と情報
の機密性保護
（6.3）

関係当局間及び官民間で特定
金融情報を継続的に交換。
FIU提供情報等の有効性と利
用状況の継続的な検証が必
要。

FIU、警察、検察、税務、監
督当局等が緊密に連携。
税務・税関情報の捜査利用が
不十分、司法当局への情報送
付の一部が郵便等に依存。

FIUと捜査機関は情報交換を
安全かつ継続的に実施。
国際協力上の情報交換、一定
額以上の取引情報の要請、高
リスク金取引情報の共有に関
する手続が未実施。

FIUは監督当局・捜査機関・
他国のFIUと頻繁に情報交換
を実施。
法執行機関からFIUへの
フィードバック制度がなく、
提供した金融情報の有効性の
把握が不十分。

関係当局間及び官民間で特定
金融情報を継続的に交換。
提供情報の有効性、追加照
会・捜査結果に関する詳細な
統計が不足し、情報交換の成
果の把握が不十分。

捜査における特定
金融情報の活
（6.4）

FIU情報が多数の調査・捜査
に活用。
クロスボーダー決済情報の捜
査・資産追跡への活用が不十
分。

FIU情報は、複雑なML捜
査、BO・犯罪収益の特定に
貢献。
FIU提供案件の43%が追加措
置がなされておらず、警察の
人員・専門的な分析ツールも
不足。

特定金融情報は、複雑な
ML・TF捜査、犯罪収益の追
跡・差押え・予防没収に活
用。
司法当局から捜査・訴追の結
果が還元されず、FIU分析の
効果の把握が不十分。

特定金融情報は捜査の開始、
証拠収集、口座凍結・資産差
押えに活用。
複雑なML、前提犯罪者以外
の第三者によるML、専門家
を利用したMLへの活用が不
十分。

特定金融情報は高額・重要
ML事案の捜査・犯罪収益の
追跡に活用。
特定金融情報が端緒として開
始されたML捜査は全体の2％
にとどまり、活用が限定的。

※（）内はCore Issue番号
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基本的な枠組みは高く評価された一方で、（1）捜査の
初期段階における資金追跡を意識した特定金融情報の
生成・優先順位付け、（2）税務情報・税関情報等、
STR以外の広範な情報へのアクセスと統合的活用、（3）
口座保有状況を迅速に特定する仕組みの整備、（4）テ
クノロジーの活用による大量STRの効率的処理、（5）
監督当局間との戦略分析情報の共有、といった点にお
いて、有効性をより一層高める余地が指摘された。

５． 第4次対日相互審査以降の日本政府の
取組み

第4次相互審査以降、日本政府は、金融情報の有効
性向上を目的として、制度整備及び運用の双方におい
て取組みを進めている。まず、2022年5月に、マネ
ロン・テロ資金供与・拡散金融対策政策会議（以下

「政策会議」）が策定・公表した「基本方針」におい
て、国としてのマネロン等対策の方向性が示された。
さらに、2024年4月には、政策会議において2024年
度から2026年度を対象とする「行動計画」が決定さ
れ、IO6（特定金融情報の活用）に関して、「ICT・
AI技術の活用による疑わしい取引の届出の分析の実
効性・効率性の向上」、「関係機関の連携強化」が掲げ
られた。以下では、これらを踏まえた取組みを、4つ
の観点から整理する。

（１）JAFICの機能強化
JAFICは、受理したSTRに犯罪関連情報等を付加

した上で分析官が確認し、必要に応じて特定事業者に
届出内容を照会して情報を補完し分析を行っている。
第4次相互審査で指摘されたテクノロジーの活用につ
いては、大量のSTRを効率的に処理し、複雑・重大
な事案の深度ある分析に注力できるよう、ICT・AI技
術を活用した分析の高度化に向けた取組みが進められ
ている。また、2025年10月に発出された通達におい
て、警察庁は、「個別の疑わしい取引に関する情報に
ついて、情報相互の関連性及び組織犯罪等に関連する
情報についても勘案した総合的な分析を実施する」と
している＊8。

＊8） 警察庁「犯罪収益対策推進要綱の改正について（通達）」（令和7年10月1日　警察庁丙組一発第22号ほか）。
＊9） 国家公安委員会・警察庁「犯罪収益移転防止に関する年次報告書（令和7年）」による（以下、統計は同報告書等に基づく）。

日本におけるSTRの受理件数は5年連続で増加して
おり、2018年（平成30年）の約41.7万件に対し、
2025年（令和7年）には約101.9万件と倍以上に達
している＊9。この背景には、届出義務の周知徹底、電
子申請による届出負担の軽減（2025年中の電子申請
率は約99.7%）といった取組みがある。もっとも、
件数の増加それ自体は目的ではなく、これらが有効な
インテリジェンスとして活用されていることを示すこ
とが重要である。
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（注）年間通知件数とは、国家公安委員会・警察庁が特定事業者の所管行政庁から通知された疑わしい取引の届出件数である。
（出所）国家公安委員会・警察庁『犯罪収益移転防止に関する年次報告書（令和7年）』p.49を元に筆者作成

（２）特定金融情報分析の高度化
特定金融情報の分析は、オペレーショナル分析と、

戦略分析の両面で高度化が図られている。
オペレーショナル分析の面では、JAFICは、都道府

県警察をはじめとする捜査当局から重点的に分析すべ
き対象・団体等の情報提供を受け、当該対象に係る
STRを優先的に分析するとともに、現に捜査中の事
案についてSTR以外の関連情報を得て並行的に分析
を行っている。近年は、近時の犯罪傾向を踏まえ、匿
名性の高い暗号資産の取引や、多様化する資金移動
サービスに着目した分析を強化している。

戦略分析の面では、JAFICは、犯罪の手口・傾向に
関する情報や、犯罪に使用された口座取引の類型をも
とに、犯罪収益の疑いのある資金移動パターンを分析
し、その結果を当局、都道府県、特定事業者等にプロ
アクティブに共有している。共有内容には、国際的なマ
ネロン事件、金地金関係犯罪、いわゆる地下銀行（銀
行法違反）、暗号資産利用犯罪の手口・着眼点等に関す
る分析が含まれる。こうした戦略分析の成果は、毎年
公表される犯罪収益移転危険度調査書や年次報告書に
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も反映されており、特定金融情報がリスク認識（IO1）
や政策・制度の見直しの基盤として機能している。

（３）国際連携の強化
JAFICは、他国のFIUとの間でも積極的に情報交換

を行っている。エグモント・グループ（Egmont 
Group：世界のFIUによる国際的な情報交換の枠組
み）の一員として、高度に暗号化された専用の通信シ
ステムを通じて、迅速かつ機密性を確保した情報交換
を行っている。JAFICは、2019年5月時点で108の
国・地域のFIUとの間で情報交換の枠組みを設定して
いたが、その後対象国を拡大し、2026年2月末時点
で120を超える国・地域のFIUとの間で情報交換が可
能となっている。他国のFIUへの情報提供要請及び自
発的な情報提供も継続的に行われており、これらは国
境を越えた資金の流れの解明に活用されている。IO6
における国際情報交換は、前回までに述べたIO2（国
際協力）とも密接に関係する横断的な要素である。

（４）官民連携の推進
特定金融情報の有効性は、その入力を担う特定事業

者の届出の質に支えられている。JAFICは、監督当局
と連携し、STRの届出様式・入力要領を定めて公表
するとともに、届出件数の多いメガバンク等に対して

定期的にSTRの届出状況・活用事例をフィードバッ
クし、最近の犯罪傾向・手口を踏まえた新たなリスク
の特定を促すなど、届出の量のみならず質を高める取
組みも行っている。また、捜査機関等のニーズを把握
し、そのニーズに沿ったSTRの提出を特定事業者に
促している。過去には、暗号資産交換業者への個別訪
問や入力要領の整備を通じて、暗号資産に係るSTR
の届出件数・内容の充実が図られた例もある。

他方で、DNFBPからの届出は依然として低位であ
り、全体のごく一部（例えば直近で全体の1%に満た
ない水準）にとどまっている。第4次相互審査でも指
摘されたこの点は、特定金融情報の入力の幅を確保す
る観点から、IO6・IO4に共通する課題として引き続
き取組みが求められる。

６． 第5次対日相互審査における課題と民
間事業者にご留意いただきたい事項

（１）第5次対日相互審査における課題
FATF基準の要請、第5次相互審査における各国へ

の指摘事項、そして第4次対日相互審査における指摘
事項を踏まえると、日本が第5次対日相互審査におい
てIO6で相応の高い評価を得るためには、特定金融情
報に基づく「成果」を示すことが重要である。

2022年11月23日、日本が誇る世界的指揮者の小
澤征爾はベートーヴェン作曲の「エグモント序曲」を
指揮した。マエストロは既に車椅子姿であったが、わ
ずかに動く指先の動きを、コンサートマスター（同じ
く齋藤秀雄門下の豊嶋泰嗣氏）が尊崇の眼差しで余す
ことなく受け取り、オーケストラのメンバーに伝え、
壮大な世界観を描き出した実に感動的な演奏であっ
た。これは当時国際宇宙ステーションに滞在していた
若田光一宇宙飛行士に直接届けられたものであり、ま
た惜しくも、マエストロによる生前最後の公の場での
指揮となった。
この「エグモント序曲」は、16世紀、フランドル

地方を拠点としたラモラール・ファン・エグモント伯
爵がスペインによるネーデルランド属領支配に抗する
も処刑された英雄的悲劇をゲーテが戯曲化し、それに
ベートーヴェンが付けた序曲である。ほぼ同時期

（1890年代）に作曲された交響曲第5番と同じく劇
的・英雄的なフレーズが盛り込まれた名曲で、今でも
各所で盛んに演奏される。
時は下り、FATF創設から6年後となる1995年4

月、エグモント伯の居城であったエグモント宮殿（ベ
ルギー・ブリュッセル）に欧州主要国及び米国のFIU
が集まり、各国FIUの交流、情報交換等の促進を目的
とした非公式なフォーラムを創設。そして、会場にあ
やかり「エグモント・グループ（Egmont Group）」
と名付けた（同グループは2008年カナダのオタワに
本部を設立したが、その名称は変更されていない）。
日本は、当初金融庁内にFIUを設置した2000年に

同グループに加盟した。本年2月末現在、同グループ
には182の国・地域のFIUが加盟しており、マネロ
ンやテロ資金供与の国際協力に欠かせない組織となっ
ている。

【コラム】「エグモント序曲」と「エグモント・グループ」
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この点に関し、以下の6点について更なる取組みの
強化が求められるだろう。
第一に、STRが実際の捜査に結び付いたことの実

証である。年間100万件を超えるSTRという「量」
は、それ自体では有効性を示さない。特定事業者から
提出されたいわば「宝の山」をシステム・AI等を活
用して迅速・効率的に分析・優先順位付けを行い、そ
れが捜査の端緒や重要な証拠として機能していること
を、統計と具体的事例の双方で示す必要がある。
第二に、FIUの分析成果が捜査機関で活用されたこ

との実証である。JAFICが生成する特定金融情報が、
都道府県警察をはじめとする捜査機関等のニーズに応
え、実際に捜査で活用されていることを、犯罪類型毎
の活用件数や捜査端緒件数、検挙件数といったデータ
と、具体的な事例等により示すことが求められる。
第三に、資産凍結・没収・財産回復への結び付きで

ある。第4次相互審査で指摘された「捜査初期段階に
おける犯罪収益の追跡を意識した特定金融情報の生
成・優先順位付け」を具体化し、特定金融情報がIO7

（捜査・訴追）にとどまらずIO8（財産回復）の成果
に結び付いていることを示す必要がある。とりわけ、
どの特定事業者が対象者の口座を保有するかを迅速に
特定する仕組みや、税務当局・税関との情報連携の成
果を説明できることが望ましい。
第四に、国際情報交換が成果を生んだことの実証で

ある。エグモント・グループを通じた外国FIUとの情
報交換について、件数のみならず、それが国境を越え
た資金追跡や具体的な捜査・財産回復に結び付いた事
例を示すことが重要である。
第五に、暗号資産関連分析が機能していることの実

証である。VASPに係るSTRの分析、暗号資産を用い
たクロスボーダーの資金追跡について、JAFICがどの
ような手法で分析し、いかなる成果を上げているかを
示すことが求められる。
第六に、戦略分析が政策形成に活用されていること

の実証である。JAFICの戦略分析が、犯罪収益移転危
険度調査書（IO1）や監督当局の監督方針（IO3）、政
策・制度の見直しに反映されているという「循環」
を、一貫したストーリーとして説明できることが重要
である。

加えて、日本のIO6を語る上で忘れてはならないの

は、特定金融情報の生成・活用がJAFIC単独で完結
するものではないという点である。捜査機関、税務当
局、税関、海上保安庁、厚生労働省麻薬取締部、証券
取引等監視委員会、検察庁等が、それぞれの権限に基
づき広範な情報にアクセスし、資金の流れを解明する
中で金融情報を生成・活用している構造を示すことが
不可欠である。関係省庁が一体となって、国全体とし
ての特定金融情報の有効性を示すことが求められる。

（２）民間事業者にご留意いただきたい事項
IO6は主として当局側（FIU・捜査機関等）の有効

性を評価する審査項目であるが、その入力を担うのは
民間事業者である特定事業者である。特定金融情報の
有効性は、STRの質に大きく依存するものであり、
特に以下の点についてご留意いただきたい。
第一に、STRの質の向上である。第5次相互審査

では、届出の件数のみならず、その内容の的確性と適
時性が重視される。届出義務を負う特定事業者におい
ては、単に参考事例や敷居値に形式的に該当したから
届け出るのではなく、「なぜ疑わしいと判断したのか」
という根拠を具体的かつ正確に記載し、取引の背景や
顧客の属性、自らが業務の過程で把握した事情を適切
に盛り込んでいただきたい。当局が事案の優先順位を
判断し、迅速に分析・捜査へ活用できるかは、こうし
た届出内容の質に大きく左右される。届出の「量」で
はなく「質」こそが、特定金融情報の有効性を高める
鍵である。
第二に、自社のリスクの理解とリスクに応じた対応

である。質の高いSTRの前提となるのは、各事業者
が自らの業態や取引に内在するマネロン・テロ資金供
与リスクを的確に理解していることである。国のリス
ク評価書である犯罪収益移転危険度調査書等、監督当
局が公表する各種ガイドライン、及び業界団体が策定
する手引き等を踏まえ、自らの業態に固有のリスク特
性を把握したうえで、リスクに応じた対応を講じてい
ただきたい。犯収法上の各義務は、マネロン等を防止
するという公的な要請に応えて、各業態のリスクに応
じて課された固有の義務であるという点に、改めてご
留意いただきたい。
第三に、当局からの情報発信・フィードバックの活

用である。JAFICや監督当局からは、STRの活用事例
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や最近の犯罪の手口・傾向に関する情報及び届出の判
断の参考となる「疑わしい取引の参考事例」が発信さ
れている。これらを自らの取引の確認や顧客管理の見
直しに反映し、より質の高いSTRにつなげるという

「情報の循環」に積極的に参加いただきたい。取引の
異変や新たな手口に係る事業者から当局への「小さな
気づき」が、当局のリスク認識の更新につながり、そ
れが再び参考事例やガイドラインといった「大きな枠
組み」として事業者に還元される、この双方向の流れ
が、制度全体の実効性をより強固なものにする。
第四に、情報の管理及び届出に係る守秘義務であ

る。STRを提出しようとすること、提出したことを、
当 該 取 引 の 顧 客 や そ の 関 係 者 に 漏 ら す「 内 報

（tipping-off）」は、犯収法上禁止されている（同法第
8条第4項）。届出者の保護と制度の信頼性を確保す
る観点から、届出に係る情報の機密性を確保し、社内
規程の整備や役職員に対する継続的な社内教育・研修
を通じて、その適切な取扱いを徹底いただきたい。

７．終わりに

IO6（特定金融情報の活用）は、民間事業者である
特定事業者が提出するSTR等の情報が、FIUをはじめ
とする当局によって分析・共有され、実際の捜査・訴
追・財産回復・国際協力という成果に結び付いている
かという有効性を評価する審査項目である。第5次相
互審査では、FIUの存在やSTRの受理といった制度・
量の説明にとどまらず、特定金融情報が実際に成果へ
と変換されているかがより精緻に審査される。

これまでの5か国の評価結果を踏まえると、SE評
価とME評価を分けた要因は、制度や体制の有無では
なく、特定金融情報が実際の捜査・犯罪収益の追跡と
いう成果に結び付いているか、そしてそれが国のリス
ク評価と整合しているかという点にあった。日本は、
年間100万件を超えるSTRという豊富な情報基盤と、
捜査機関に近接した法執行型FIUという構造的強みを
有している。この強みを、量ではなく成果、すなわち
具体的な事例をもって審査団に実証できるかが、第5
次対日相互審査における評価を左右する。
疑わしい取引の届出制度は、民間事業者と当局とが

協働して犯罪収益の移転を防止する、官民連携の仕組

みそのものである。特定事業者による届出という「入
口」がなければ、FIUによる分析も、捜査機関による
活用もあり得ない。すなわち、民間事業者の皆様が
日々の業務の中で気づいた一つ一つの届出こそが、特
定金融情報の出発点なのである。個々の事業者による
取組みに加え、業界団体等を通じた事例・知見の共有
や、当局との意見交換の場への参画を通じて、業界全
体としての対応力を高めていくことが、日本全体のマ
ネロン等対策の底上げにつながる。特定金融情報の有
効性は、届け出る側と活かす側、すなわち官と民双方
の力が合わさってこそ、金融犯罪者への打撃という成
果に結実するのである。

（第7回に続く）
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本誌2023年3月号で、著者の「よくわかる沖縄の歴史」

の2冊目にあたる『琉球近世の社会のかたち』を紹介したが、

その後も『琉球王国から沖縄県へ』（2023年11月）、『沖縄の

昭和戦前期』（2025年5月）が発行されてきた。このシリー

ズは、高校生にも分かる形で、かつ、いわゆる通史の形式を

とらず、時代の展開とともに論点を選んで配列している。

『琉球王国から沖縄県へ』は、日本本土は「近代」に向か

う中、『「琉球処分」により「沖縄県」となった/されたもの

の、そのときの内政の改革は留保された』時期を描いた。

この著作における著者の「琉球処分」再評価論には瞠目さ

せられる。そして最終章では、経済的・社会的に統合され

ることになった「沖縄県土地整理事業」（1899～1903年）

を取り上げる。続く『沖縄の昭和戦前期』では、「土地整理

事業」以後の沖縄社会から、著者ご自身やその父上の体験

も踏まえた戦時下の疎開までを描いている。

本書の著者の来間泰男氏は、1941年那覇市生まれ。戦時

中九州へ疎開ののち、沖縄に戻り、那覇高校、宇都宮大学

農学部、琉球政府（経済局協同組合課）、同大学院農学研究

科（農業経済学専攻）を経て、現在の沖縄国際大学に1970

年から2010年まで務めた。現在は名誉教授。この「よくわ

かる沖縄の歴史」シリーズ、その元になった「沖縄史を読

み解く」（全5巻9冊）を合わせて、本年2月に「沖縄タイム

ス出版文化賞」の「特別表彰」を受けた。

来間氏は、先行する「（沖縄の歴史）学者たち」に「異論」

を唱え、また、「経済を踏まえない歴史はだめですよ」と言

い続けている（参照：『琉球王国から沖縄県へ』の「おわり

に」）。たしかに、沖縄の歴史については、政治史・社会史

は豊富にあるが、専門の研究者はともかく、一般のものが

中立的にその経済について知りたいときに信頼して参照で

きるものは少ないように思う。

本書の帯には「日本は、無謀な戦争に突き進んだあげく、

敗戦。沖縄戦による荒廃から人々はどう生きたのか。アメリ

カは「沖縄県」から「琉球」へと名前を変えて、軍事支配を

展開した。その様相と住民生活をえがく。」とあり、「そして、

日本政府はどう関わっていたか。」とゴチックで書かれている。

構成は、はじめに、第1話　第二次世界大戦と日本、第2

話　沖縄戦とその直後（一九四五～四六年）、第3話　元の

居住地への帰還と統制経済（一九四六～四八年）、第4話　

サンフランシスコ講話と沖縄（一九四八～五二年）、第5話　

新しい経済の枠組み（一九四八～五二年）、第6話　「島ぐる

みの土地闘争」（一九五二～五九年）、第7話　基地建設と

「基地経済」（一九五三～五七年）、第8話　経済政策の転換

（一九五八～六四年）、第9話　砂糖とパイン缶詰の製造業

（一九四五～七二年）、第10話　製造業全般（一九四五～七

二年）、おわりに、である。特に目についた重要な指摘をい

くつか紹介したい。

第2話で、「いわゆる『ゼロからの出発』という表現は、

戦争被害の大きさを強調するための文学的修辞としてはと

もかく、歴史的現実を正しく伝えるものではない」との指

摘にははっとさせられる。

戦後の沖縄県民の生活は「アメリカ軍のキャンプ」（一時

的に設定されたとの意味）で始まったとし、そこでの体験

談を紹介するなどして、キャンプでの県民の生活を描く。

経済基盤が破壊された沖縄本島とその周辺の島々で1年貨幣

経済が法的（ニミッツ布告）にも実態的にも止まったが、

戦災の少なかった奄美大島、宮古、八重山、久米島におい

ては貨幣経済がそのまま持続されたということもわかる。

沖縄の歴史で米軍の強圧を象徴する言葉「猫と鼠」につい

ても冷静な解釈を示す。

1953年制定の「土地収用令」による土地の強制収用は

「第二次土地接収」であり、米軍が戦闘の中で本島全土をほ

ぼ占領した際の「第一次土地接収」で、在沖アメリカ軍基

地の大半が確保されたと指摘し、「在沖アメリカ軍基地は、

銃剣とブルドーザーによって接収されたものである」とい

うのは一面的すぎるとする。

第6話では、島ぐるみの土地闘争で、本来の地代（経済的

地代）が6％程度であるところ、軍用地料は36%として算

出されたとする。著者の過去からの一貫した主張であるが、

いまも「社会をむしばんでいる」と論じる。最後の第10話

での「ザル経済」論への批判も手厳しい。

来間  泰男 著

沖縄県から琉球へ　 
よくわかる沖縄の歴史

日本経済評論社　2025年8月　定価 本体2,700円＋税

評者
日本政策投資銀行設備
投資研究所上席主任研
究員
政策研究大学院大学博
士課程（政策プロフェッ
ショナルプログラム）
在籍

渡部  晶

	 46 ファイナンス　2026 Oct.

ラ
イ
ブ
ラ
リ
ー

11_P46-47_Library_04.indd   4611_P46-47_Library_04.indd   46 2026/10/07   9:57:242026/10/07   9:57:24



来間泰男氏の「よくわかる沖縄の歴史」シリーズの最新

刊（現時点）が本書である。

「はじめに」にあるように「本書の取り扱う範囲は、アメ

リカ軍占領支配下の時代とその中で日本復帰に突き進んで

いく時代である」。アメリカ軍占領下の時代は、本誌別頁で

紹介した『沖縄県から琉球へ』で重点的に取り上げており、

本書はその後半に重点が置かれる。

構成は、はじめに、第1話　那覇市の復興過程（一九四四

～五七年）、第2話　瀬長亀次郎、那覇市長になる（一九五

六年）、第3話　日本復帰運動と大衆運動（一九四五～六七

年）、第4話　アメリカ軍関係の事件・事故（一九五五～七

〇年）、第5話　「軍事基地の島・沖縄」あれこれ、第6話　

人口の動きからみた社会の変化（一九六〇～八〇年）、第7

話　日本復帰をめぐるアメリカ（一九五八～六三年）、第8

話　佐藤首相の沖縄訪問（一九六五年）、第9話　近づく復

帰、高揚する復帰運動（一九六八～七二年）、第10話　一

体化政策と「建議書（一九六七～七二年）、おわりに、であ

る。特に目についた重要な指摘をいくつか紹介したい。

第1章で、前著でも指摘されているところであるが、「戦

争が終わって、いったんは沖縄の全域を直接支配していた

アメリカ軍は、一九四五（昭和二〇）年一〇月から、住民

のキャンプでの収容を解き、旧居住地への帰還を段階的に

認めている。「軍事基地として必要な所は確保したうえで」

である。那覇市と首里市は全域がいわば「軍用地」であっ

たとする。当初、これらの住民は、糸満市に移ることになっ

たのだ。その後、四六年一月に糸満市壺屋区として帰還が

許され、四月に那覇市に昇格した。周辺との合併において、

真和志市との合併が難航したことなど興味深い。

第2話は、反米・日本復帰を主張する沖縄人民党の瀬長市

長についての叙述である。著者は、市長当選について、当

時の新聞は冷淡であったと指摘。当時のムーア高等弁務官

が瀬長市長を強権発動して退任させたことについて、国際

政治学の故宮里政玄琉球大学名誉教授の著作などを引いて、

沖縄の指導者の要請があったとの解釈を紹介する。新聞論

調もこの強権を容認していた。著者は、「しかし、長い目で

見れば、そのことが人民党や革新勢力に打撃を与えたので

はなく、逆にその勢いに火をつけた」とみる。

第3話で叙述される、初の立法院選挙での当選者に要請さ

れた「アメリカ軍への宣誓」を瀬長議員がただ1人拒否した

事件につながっている。

第4話では、コザ反米騒動については、著者がちょうど一

九七〇年四月から現在の沖縄国際大学にあたる「国際大学」

で勤務を始めたところで、臨場感あふれる記述になっている。

第6話で人口について分析を行う。一九四〇年の人口が五

七万人、戦争で一二万人も失われたものの、海外からの引

き揚げとベビーブームによってすぐ回復し、一九五〇年に

は七〇万人となった。産業別の人口を概観し、第一次産業

人口の減少と、第三次産業人口のみならず、戦前に比して

第二次産業人口も顕著に増加したとする。ただし、前著で

の「沖縄で製造業が成立するのは、原材料が地元で調達で

き、製品が地元で消費されるもの／場合にほぼ限られる。

そのことを自覚し、そこそこに展開できることに禁欲せね

ばならない」という指摘を踏まえなければならないだろう。

第10話では、琉球政府の2つの行動、すなわち、日本政

府との間の通常の「一体化」政策の決定、もう1つは、それ

とは異なって、内外の革新勢力の意向を汲んだ、進められ

ている沖縄の日本復帰路線に対する反対の意思表明である

「建議書」について述べる。屋良主席は、前文を中心に、自

らの語り口で文言を修正して書き上げたという。著者はこ

の建議書作成チームのメンバーであった。それまでの日本

政府と琉球政府の間で協議され合意されたことについての、

いわば「下からの／外からの異議申し立て」（青年将校のクー

デター）だったと回想する。

「おわりに」で、前著第3話で取り上げた「戦果アギヤー」

が、暴力団の結成に関わっていたとの警察官OBの指摘を踏

まえ、戦果や戦果アギヤーを語る時に、ただユーモラスに扱

うことは慎むべきという峻厳な態度を取ると表明している。

著者はこのシリーズの最後の1冊として、“日本復帰後の

沖縄県”と、“これからの沖縄”を書くという。発刊が待ち

遠しい。

来間  泰男 著

沖縄・日本復帰への途　 
よくわかる沖縄の歴史

日本経済評論社　2026年4月　定価 本体2,400円＋税

評者
日本政策投資銀行設備
投資研究所上席主任研
究員
政策研究大学院大学博
士課程（政策プロフェッ
ショナルプログラム）
在籍

渡部  晶
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本稿では、近年注目を集めている養殖ビジネスについて、現状及び展望を考察する。

世界で養殖業比率が上昇

・近年、漁業と養殖業を合わせた生産量における養殖業比率が世界的に上昇している。水産庁によると、世界の漁業と養殖業を合わせた生
産量における養殖業比率は1960～1970年の4～5％程度から上昇を続け、2013年には51％を占め、初めて漁業を上回った。漁獲量に
ついても、漁業が1980年代後半以降横ばい傾向となっている一方、養殖業の収穫量は急激に伸びている。（図表1）

・養殖業の収穫量（2023年）を国別にみると、中国の収穫量が突出している。中国は7,828万tで世界全体の約6割を占めており、世界の
養殖生産をけん引している。魚種別にみると、主に中国で生産されているコイ・フナが最も多く、インドや東南アジアなどでは輸出用と
してエビなどの生産が近年拡大している。（図表2・3）

・世界的に養殖業生産が拡大している中、日本の漁業および養殖業の生産量は1984年をピークに減少している。（図表4）

（図表1）世界の漁業・養殖業生産量 
および養殖業比率の推移
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（図表2）世界の養殖業の国別収穫量（2023年）
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（図表3）世界の養殖業のおもな魚種別収穫量（2023年）

※魚種はFAOのデータをもとに生産量の多い順に左から記載（藻類除く）
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（出所）水産庁『令和6年度 水産白書』、FAO『Fishstat（Global capture production）』、農林水産省『漁業・養殖業生産統計』

天然漁業の現状

・国連食糧農業機関（FAO）によると、持続可能な水準で漁獲されている世界の海洋水産資源の割合は、1974年には90％だったが、
2019年にはその割合が64.6％まで低下した。一方で、持続不可能な水準で漁獲されている世界の海洋水産資源の割合は1974年の10％
から2019年には35.4％へ増加した。（図表5）

・日本の漁業生産量は1980年代半ばをピークに減少が続き、近年はピーク時の4分の1程度の水準となっている。（図表6）
・天然漁業の生産量の減少には、過剰漁獲に加えて、海水温上昇や海流変化など気候変動も影響を及ぼしている。水産庁によると、日本近

海の海面水温の上昇の影響で、サンマやスルメイカの分布域の変化、サケの回帰率の低下等により、日本の水産業において主要魚種の漁
獲量は安定せず、減少傾向にある。（図表7、8）

・漁獲量をより安定化するため、日本の水産業では先端技術を活用した次世代型養殖への期待が高まっている。

（図表5）世界の海洋漁業資源割合

1974 2019
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35.4％

・持続可能な資源割合
→資源量に余裕があり、漁獲拡大の余地がある、も
しくは資源を維持しながら漁獲可能な上限付近で
利用されている状態
・過剰漁獲割合
→漁獲圧が過大で資源の持続性が損なわれている状態

持続可能な資源割合 過剰漁獲割合

（図表6）日本の海面漁業における 
漁獲量の推移
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・1984年の1159.2万tをピークに減少が続き、近年はピーク時
の4分の1程度の水準となっている。（2024年は287.7万t）
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（図表7）日本近海における海域平均海面水温（年平均）の上昇率

・平年値は1991年～2020年の30年間の平均値
・日本近海における2025年までの海域平均海面水温
（年平均）の上昇率は、100年あたり＋1.36℃の割合
となっている。
・この上昇率は、世界全体で平均した海面水温の上昇
率（100年あたり＋0.63℃）よりも大きく、日本の気
温の上昇率（100年あたり＋1.44℃）と同程度の値。
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（出所）�FAO『The status of fishery resources』、水産庁『令和6年度　水産白書 海洋環境の変化による水産資源および水産業への影響」、農林水産省『海面漁業生産統計調査』、
気象庁『海面水温の長期変化傾向（日本近海）』
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技術革新が支える次世代水産業

・水産業では、水処理、浄化技術、種苗生産、ゲノム育種、AI・IoTを活用した飼育管理などの技術革新が進展しており、生産性向上や安定
供給を支える重要な基盤となっている。（図表9）

・中でも、陸上養殖は、これらの技術を集約したフードテック分野の代表例として注目されており、日本の成長戦略や官民ロードマップに
おいても重点領域に位置づけられている。（図表10）

・一方で、種苗・飼料の安定確保や専門人材の不足、事業化までの長い投資回収期間などの課題も残されており、さらなる技術開発と事業
環境の整備が求められている。（図表11、12）

（図表9）水産業を支える主な革新技術
①生産基盤技術
・水処理・浄化技術
・陸上養殖（RAS）
・自動給餌システム
・生物濾過技術
・水温制御技術

②種苗・育種技術
・人工種苗生産
・完全養殖
・ゲノム育種
・染色体操作技術
・疾病耐性品種開発
・高成長系統開発

③飼料技術
・昆虫由来タンパク　・藻類発酵由来飼料
・微生物タンパク　　・植物性タンパク飼料

⑤加工・流通技術
・鮮度保持技術　　　・高品質冷凍技術
・コールドチェーン　・トレーサビリティ

④AI・デジタル技術
・AIによる育成予測 ・AI給餌最適化
・IoT水質センサー ・水中カメラ解析
・ビッグデータ解析 ・データプラットフォーム
・人工衛星データの活用

（図表10）陸上養殖の方法比較
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（半循環）

注水

排水

・濾過・殺菌・脱窒を実施し、水のほぼ全量を循環させる。飼
育難易度は高いが、疾病混入リスクは低減できる。

・成長戦略のフードテック分野では、先端技術を活用したこの
閉鎖循環式養殖が対象となる。

上記3つの方式にて、2026年1月1日時点で水産庁で確認している届出件数は808
件となっている。ただし、マスやアユなど淡水掛け流し式養殖は対象外。
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装置

・一部の水を濾過装置を通して水槽へ戻す。
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（図表11）養殖用飼料の原料構成と輸入割合

国産
32％

輸入
68％

魚粉
42％

魚粉（42％）の内訳

穀類・豆類

植物性油かす類

（図表12）陸上養殖の事業者別生産規模
（2021）

・2021年とデータは古
いが、陸上養殖業にお
ける事業者の約60％
が生産量10トン未満
の小規模事業者となっ
ており、投資体力や研
究開発能力が制限され
るという課題がある。

10トン未満
59％

100トン以上
4％

10トン以上
50トン未満
31％

50トン以上
100トン未満

6％

（出所）�内閣官房『戦略17分野における「主要な製品・技術等」の官民ロードマップ（案）』（2026年6月）、水産研究・教育機構『陸上養殖の現状と課題～サーモン陸上養殖
を実証事例として～』（2018年8月）、農林水産省『養殖用飼料の安全性確保及び水産用医薬品の適正使用について』（2024年2月）、水産庁『令和4年度陸上養殖実態
調査委託事業の結果概要』

今後の展望：日本の勝ち筋は技術にあり

・世界的な食料需要の拡大が見込まれるなか、気候変動にも耐えうる供給網を見据え、水産業では生産技術も競争軸となりつつある。日本
は、水処理・浄化技術や最先端ゲノム関連技術による育種など様々な強みを有する。これら技術を組み合わせ、陸上養殖システムとして
パッケージ化することで、食料安全保障の強化も志向できる。また、日本食や加工技術における強みも組み合わせることで、陸上養殖で
得た水産物を商品として販売し、海外市場の獲得も期待できよう。（図表13、14、15）

・また、安定した生産を実現するためには、生産技術の向上だけでなく、需要に応じた品目や利用形態の情報を能動的に入手し、生産・加
工・流通・販売の各段階が密に連携したバリューチェーンの構築が必要であろう。（図表16）

（図表13）世界の水産物需要量（食用）
の推移・将来予測

将来予測（26ｰ34）（百万ｔ）
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（図表15）基本的な方向性

水処理・浄化技術を活かした大
規模な陸上養殖を多様な魚種に
応じて展開

最先端ゲノム関連技術や代替タ
ンパク等を活用した生産性の高
い種苗や飼料の内製化

陸上養殖システムの 
国内展開

・水産物の安定供給 
（食料安全保障への貢献）

陸上養殖システムの 
海外展開

・海外マーケットが求める 
水産物市場の獲得 

・日本産の種苗や飼料、 
安定生産技術の 

販売・ライセンスからの 
収入

（図表14）陸上養殖システム（生産物込）
世界市場規模予測
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（図表16）安定供給を実現しやすい養殖業の姿

連携

行政や金融、研究機関、NGO、認証機関等からのサポート
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（出所）�内閣官房『戦略17分野における「主要な製品・技術等」の官民ロードマップ（案）』（2026年6月）、水産庁『養殖業成長産業化の推進』（2026年6月）、水産庁『養殖
産業成長産業化総合戦略について』（2021年7月）

 （注）文中、意見に関る部分は全て筆者の私見である。
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九十九橋と足羽川舟運
福井の街の源流は天正3年（1575）に柴田勝家が本

拠を構えた北
きたのしょう

庄である。足
あすわ

羽川
がわ

の水運と北陸道の陸上
交通が交わる場所にあった。北陸道（北国街道）が足
羽川を渡る地点には九

つ く も

十九橋
ばし

が架かり、橋の北詰に船
着場があった。足羽川の川舟は、上流は九十九橋から
約10km、一乗谷の入口にあたる宿

しゅく

布
ぬの

付近まで往来し、
下流は日野川、九頭竜川を経て河口の三国湊に通じた。
三国湊は福井藩の外港で、北前船の寄港地でもあった。
勝家は朝倉氏の本拠地の一乗谷から商工業者を移住

させた。その名残が「一乗町」という町名である。慶長
6年（1601）には結城秀康が新しい北庄城の築城を始め、
城下町を整えた。寛永元年（1624）、3代藩主松平忠昌
が「北庄」を「福居」と改め、のちに表記は「福井」と
なった。街の中心は、北陸道沿いの京町、呉服町と、北
陸道から東に折れて大手門に向かう本町だった。明治に
入ると、里程元標が九十九橋の北詰に置かれた。明治7

年（1874）には市街地の町名が刷新され、城下町時代
の京町と、足羽川北岸の木町および八幡町を含む区画が
照
てる

手
て

上
かみ

町
ちょう

となった。福井県統計書に載る宅地の最高地価
地点は、初出の明治15年（1882）には照手上町だった。

輸出羽二重を支えた織物金融
福井の経済を支えたのは純白の絹織物、羽二重であ

る。羽二重は欧米で染色や加工を施される半製品で、
福井ではもっぱら輸出向けに生産された。明治20年
（1887）3月、桐生から技術者の高力直寛を招き、福
井の織工会社で3週間の羽二重製織の講習が行われた。
飛
と

び
び

杼
ひ

機構を備えたバッタン機がある程度普及してお
り、傘地やハンカチーフを織る技術の蓄積もあったた
め、技術は短期間で根付き、生産は急速に広がった。
明治25年（1892）には羽二重の検査制度が整い、明
治27年（1894）には全国の生産額の6割を占め、先
行した桐生・足利を追い越して首位に立った。もっと
も、この頃は家内工業が中心で、職工10人以上の機業
場が生産の4割を占め、マニュファクチュア（工場制
手工業）の段階に入るのは、生糸・羽二重価格が暴落
した明治33年（1900）の恐慌以降である。明治36年
（1903）には絹織物全体の生産額でも全国首位となる。
急成長を支えたのが金融である。羽二重の販売額の
8割以上を原料生糸代が占め、生糸の仕入資金の手当
てが生産を左右した。福井市内で初めての銀行は、明
治11年（1878）10月に設立された第九十一国立銀
行と第九十二国立銀行で、ともに旧福井藩士の金禄公
債を元手とした士族授産の銀行である。国立銀行制度
の満了に伴い第九十一銀行、第九十二銀行となった。
主力は第九十二銀行で、武生を含む嶺北地方の国庫金
の出納事務も担っていた。織物金融でも中心的な存在

図1　羽二重類の県内生産額
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（出所）福井県史年表データセット（福井県文書館）から筆者作成
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で、横浜から荷為替付きで届いた生糸を行内の倉庫に
保管し、荷為替の取立てと引換えに生糸商へ引き渡し
た。代金未済の生糸を担保にした貸出や、羽二重商の
注文による荷為替も扱い、その様子は「銀行内ニ生糸
市場ヲ毎日開クガ如キ観」と評された。
羽二重産業の成長は、県外の有力銀行を引き寄せ

た。明治28年（1895）6月、大阪の第百三十国立銀
行（のちの百三十銀行）が福井支店を開いた。京都北
部にも地盤を持ち、西陣や長浜など絹織物産地へ支店
網を広げていた銀行である。明治30年（1897）には
敦賀が本店の大和田銀行も福井へ進出して機業への金
融を始め、明治32年（1899）10月には富山の十二
銀行が福井支店を開いた。地元でも、同年12月に嶺
北地方の地主が出資して福井銀行が設立された。
金融の転機も明治33年の恐慌だった。大きな損失

を被った第九十二銀行は織物金融から後退し、代わっ
て百三十銀行と十二銀行の支店が主役となった。両行
が大手の生糸商や中規模以上の機業家と大口取引をす
る一方、福井銀行は生糸などの商品担保融資を中心
に、小規模な機業家や地元の絹織物商へ直接信用を供
与した。明治37年（1904）6月には百三十銀行が休
業し、福井の金融界も動揺したが安田善次郎の救済で
深刻な金融難は避けられた。日露戦争の戦後恐慌の渦
中、明治40年（1907）11月には第九十二銀行が休

業する。地元の主力行を失い、翌年から嶺北地方の国
庫金は大和田銀行が担うことになった。福井銀行は大
正3年（1914）に県の本金庫事務を請け負った。

鉄道開通と金融再編
図2からわかるように、明治期の銀行は、北陸道か

ら東へ入った佐
さ

久
く

良
ら

下
しも

町
ちょう

に集まっていた。城下町時代
の本町の西半分と浜町からなる区画である。官設鉄道
の北陸線が敦賀から延伸し福井駅が開業したのは明治
29年（1896）7月。三国湊を経由していた米などの
物資は、鉄道で運ばれるようになった。明治44年
（1911）12月には金津駅から分岐して三国港へ向かう
三国線が開通し、交通の主役は舟運から鉄道に代わっ
た。中心街も九十九橋から駅に向かって拡大し、明治
45年（1912）には最高地価地点が佐久良下町に移る。
明治末期には、水力発電による電力供給を背景に力織
機の導入が始まった。第一次世界大戦の大戦景気がこ
の流れを加速させ、羽二重業は機械制大工業へ移る。
先行する県外の百三十銀行と十二銀行を県内勢の大和
田銀行と福井銀行が追い上げ、特に福井銀行の伸びが
著しかった。大正9年（1920）の戦後恐慌以降は、名古
屋銀行や明治銀行など名古屋の大手行も進出した。絹織
物の価格が急落するなか、大正10年（1921）には人絹

綿交織の輸出が始まった。大正
末期から昭和にかけて、輸出商
品の主力が人絹に移っていく。
その後の慢性不況期には銀行

の再編が進んだ。百三十銀行は
大正12年（1923）の安田系銀
行の大合同で安田銀行となった
（戦後は富士銀行に改称）。十二
銀行は第九十一銀行を昭和3年
（1928）に買収。戦時中に他3
行と合併して北陸銀行となっ
た。大和田銀行は昭和11年
（1936）3月、第二十五国立銀
行（本店小浜）時代から嶺南地
方の国庫金出納事務を担ってき
た敦賀二十五銀行を合併し、県
下の国庫金を一手に担うように

図2　市街図� （出所）筆者作成
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なった。福井銀行と覇を競ったが、昭和20年（1945）
10月に三和銀行へ合併された。ほとんどの店舗は福
井銀行が引き継いだ。

百貨店と市電が変えた駅前
力織機の普及を後押しした電力業が電車を経営し、

電車の登場で駅の引力は強まった。現在のえちぜん鉄
道三国芦原線の前身、三国芦原電気鉄道は京都電燈の
経営で、のちに同社の鉄道部門を継ぐ京福電気鉄道へ
合併された。昭和4年（1929）1月に三国まで開通
し、同年10月に福井駅へ乗り入れると、金津回り
だった三国と福井駅が直結した。
もともと、福井駅前の一帯は県庁や裁判所が並ぶ官庁
街だった。手狭になった県庁が大正12年（1923）に福
井城址へ移ると一帯はさびれた。跡地処分への協力を求
められた坪川信一は小学校の教員から福井商業会議所

の書記長を経て県会議員になった人物で、自ら百貨店を
開くことにした。こうして昭和3年（1928）7月、県内初
の百貨店「だるま屋」が開店する。木造2階建の店で、
地元商店と競合しないよう貸店舗「だるま屋マーケット」
を併設し、20前後の店を収めた。「教育の商業化」を掲
げ、子ども向けに別館「コドモの国」を開設し、坪川が
好んだ松竹少女歌劇団にならって北陸初の少女歌劇も立
ち上げた。公会堂がなかった市内で店のホールは総会や
展覧会にも使われ、人々は遊園地のように訪れた。電車
と百貨店で駅の引力が強まり、昭和7年（1932）には最
高賃貸価格地点が佐

さ

佳
か

枝
え

上
かみ

町
ちょう

に移る。街の中心が福井
城の外堀跡と片町通りを越えて駅側へ移ったことになる。
駅前には市電も乗り入れた。福井鉄道福武線の前

身、福武電気鉄道は大正13年（1924）2月に武生側
で郊外線を開業し、昭和8年（1933）に軌道線を延
ばして福井駅前に達した。駅前は鉄道と市電、百貨店
が重なる場所になる。昭和11年（1936）には、だる
ま屋の並びに鉄筋コンクリート造7階建の福屋百貨店
が開業した。金沢の宮市大丸が福井銀行の所有地に建
て、県外資本を伏せて「福屋」の名で開いた店であ
る。翌年9月に宮市大丸福井店、昭和18年（1943）
12月に大和福井店となった。

戦災・震災からの復興
昭和20年（1945）7月19日、福井市は空襲を受け、
市街地の大半を焼失した。さらに昭和23年（1948）6
月28日、福井地震が発生し、復興途上の市街地は再び
大きな被害を受けた。大和福井店も半壊し、再建され
ないまま福井から撤退した。店の跡地には、いま北陸
銀行福井支店が建つ。福井市は、戦災復興として始
まっていた街路整備や土地区画整理を震災後も続けた。
戦後の最高路線価は、福井銀行が角に建つ大名町交

差点から福井駅正面までの電車通りに付けられた。最
高地価が駅正面まで伸びたかたちである。戦後初出と
なる昭和33年（1958）の地点名は「日の出元町小川
農機具店北」だった。小川農機具店は現在のガレリア
元町商店街の入口にあった。この商店街の前身は大正
13年（1924）に開設された日の出公設市場で、戦後
の闇市の時代を経てアーケード商店街となった。戦後
はだるま屋百貨店を核に、駅へ延びる電車通りが商業

図3　広域図 （出所）地理院地図vectorに筆者が加筆して作成
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の中心となり、昭和38年（1963）からは地点名も
「だるまや百貨店前電車通」となる。

地元主導の郊外店
昭和45年（1970）、だるま屋百貨店は西武百貨店

と業務提携。昭和55年（1980）5月には本館を建て
替えて「だるまや西武」と改称した。その直前の4月
には、福井市南部の花堂南、フェニックス通り沿いに
ショッピングシティ・ベルが開業している。地元商業
者の協同組合が平和堂を核店舗に受け入れた、当時県
内最大規模の郊外大型店である。このように地元商業
者が組合をつくり、自ら郊外店を開発、運営する手法
は「福井方式」と呼ばれる。昭和52年（1977）には、
ジャスコを核店舗とするショッピングタウン・ピアが
開業していた。平成元年（1989）11月には国道8号
福井バイパス沿いに地元資本のヤスサキを核店舗とす
るイーストモール・パリオ（現パリオCITY）が開業。
商業集積は幹線道路沿いへ広がっていった。
その後、郊外の商業は大和田地区に集まっていく。

平成12年（2000）には、福井北ICに近い福井バイ
パス沿いに、ユニーのアピタを核店舗とするフェア
モール福井が開業した。専門店街を地元商業者の協同
組合が運営する福井方式のモールで、ベルを上回り県
内最大となった。周辺には平成9年（1997）に開業
したヤスサキのワイプラザなどもあり、大和田一帯は
広域から自動車で集客する商業拠点へ成長した。
平成19年（2007）の福井市中心市街地活性化基本計

画によれば、中心市街地の売場面積は、平成9年（1997）
から平成16年（2004）までに15％減った。同じ期間に
市全体では17％増えている。休日の歩行者・自転車通
行量も平成12年から6年で36％減少した。だるまや西

武はのちに西武百貨店の直営となって西武福井店と改称
し、令和3年（2021）2月に新館を閉じた。令和6年
（2024）7月には、大和田にも近い西

にし

開
かい

発
はつ

にイオンスタイ
ルを核店舗とする「そよら福井開発」が開業し耳目を集
めた。平成15年（2003）にショッピングタウン・ピアが
閉店して以来、福井は「イオン空白県」だったからだ。

新幹線開業で進む駅前再生
他方、駅前では再生の動きが出てきた。福井市の最

高路線価は平成29年（2017）に上昇へ転じ、令和8
年（2026）はm2当たり41万円と、平成28年比で
1.5倍となった。背景には、令和6年（2024）3月16
日の北陸新幹線福井駅開業と、これを見据えた駅前の
再開発がある。西口では早くから再開発ビル、屋根付
き広場、交通広場を一体的に設計する方針が定まって
いた。平成28年（2016）3月、福武線が西口広場ま
で延伸し、リング状のバスターミナルも開業。鉄道・
路面電車・バスを雨にぬれずに乗り継げるようになっ
た。翌月には複合施設「ハピリン」が開業。前面の屋
根付き広場「ハピテラス」は駅から電車通りへ抜ける
全天候型の動線となり、週末は催しで賑わう。
駅前では、福井駅前電車通り北地区A街区の再開発

が 令 和6年（2024）5月に 完 了した。完 成した
「F

ふ く ま ち

UKUMACHI B
ブ ロ ッ ク

LOCK」の1階のフードホールは電車
通り側の歩道に並ぶテラス席とひと続きで、路面と一体
のにぎわいを生み出している。休日には駅前電車通りに
沿ってキッチンカーや販売ブース、テーブルや椅子が並
ぶ（図4）。令和8年（2026）3月には隣のB街区
「m

マ ル ノ ウ チ

arunouchi F
フ ク ラ

UKULA」も開業した。電車通りから一
筋入った新栄商店街は戦後の闇市に始まり、長屋を含む
間口の狭い店が軒を連ねる。近年は小規模連鎖型の再
生が進み、カフェやバー、居酒屋などの飲食店や古着店
が増えている。福井城址や足羽川など歴史資源を生かし
つつ、歩いて巡る魅力的な街への転換が進んでいる。

プロフィール

大和総研主任研究員　鈴木 文彦
仙台市出身、1993年七十七銀行入行。東北財務局
上席専門調査員（2004-06年）出向等を経て2008年
から大和総研。主著に「自治体の財政診断入門」（学芸
出版社）、「公民連携パークマネジメント」（同）

図4　駅前電車通りとキッチンカー （出所）筆者撮影
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大臣官房総合政策課 海外経済調査係 調査統計官　小野  瑠光

対外依存の低減に向けたEUの戦略的自律性
～デジタルユーロを事例に～

１．はじめに

近年の欧州連合（EU）では、防衛産業の強化、半導
体政策、重要原材料の確保、エネルギー安全保障の強
化、さらにはデジタルユーロ構想など、一見すると異な
る分野において共通の問題意識がみられる。その背景
にあるのが、「戦略的自律性（Strategic Autonomy）」
という考え方である。

欧州議会調査局によると、戦略的自律性とは、重要
な政策分野において第三国への過度な依存を避け、自
らの判断で行動できる力を確保しようとする考え方で
ある。もともとは、防衛・安全保障分野を中心に議論
されており、2013年欧州理事会が初めて言及して以
降、当初は主としてEU自身の防衛・安全保障上の行
動能力を確保するという意味で用いられていた。しか
しその後、EUを取り巻く地政学的環境の変化を背景
に、その対象は徐々に広がった。さらに、2020年の
新型コロナウイルス感染症の拡大により域外サプライ
チェーンへの依存が意識されるようになると、経済・
産業分野にも対象が及び、近年ではEUの幅広い政策
分野における重要な理念となっている【図表1】。

このように、戦略的自律性は、防衛力の確保にとど

＊1） EUが2022年に策定した、ロシア産化石燃料への依存を急速に低減するとともに、エネルギー供給の安全保障強化とクリーンエネルギー移行の加速を
目指す計画。

まらず、EUの経済活動を支える基盤についても過度
な対外依存を避け、自らの政策選択の余地を確保する
という考え方となっている。本稿では、EUが戦略的
自律性を重視するようになった背景を整理した上で、
その具体例として近年議論が進むデジタルユーロを取
り上げ、決済分野における戦略的自律性の確保につい
て考察する。

２．EUが対外依存を問題視する背景

（１）ロシアへのエネルギー依存
ウクライナ侵攻以前、EUは天然ガス供給の相当部

分をロシアに依存していた。しかし侵攻後、供給不安
や価格高騰に直面したことで、特定国への依存が経済
活動や政策の自由度を制約し得ることが明らかとなっ
た。この経験を踏まえ、EUは、REPowerEU＊1を打ち
出し、ロシア産燃料依存からの脱却を目指している。
【図表2】のとおり、EUは段階的にロシア産天然ガ

スの依存度を低下させている。さらに、ロシア産のパ

【図表1】防衛から経済・金融へ広がるEUの戦略的自律性
時期 主な出来事

2013年 欧州理事会が戦略的自律性に初言及
防衛分野の強化を課題として提示

2016年 EUグローバル戦略において、防衛・安全保障上の戦略
的自律の必要性が明示される

2017～19年 Brexit、トランプ政権、中国台頭により戦略的自律に関
する議論が拡大

2020～22年 コロナ禍によりサプライチェーン依存の脆弱性が顕在化
2022年以降 ウクライナ侵攻でエネルギー・防衛依存のリスクが顕在化

現在 半導体、重要鉱物、AI、決済など経済安全保障全般に対
象が拡大

（出所）欧州議会調査局、欧州委員会、ECB、各種報道等より筆者作成。

【図表2】天然ガス輸入のロシアへの依存度
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（注）EUにおける総輸入量ベース
（出所）Eurostat
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イプラインガスおよびLNGの輸入を段階的に禁止す
る規則を採択＊2し、制度面から低減依存を進めている。

（２）中国への重要原材料依存
グリーン化やデジタル化の進展に伴い、EUではレ

アアースやリチウムなどの重要原材料の需要が高まっ
ている。特に、レアアースはEVや風力発電設備に不
可欠であるが、生産・精製の大部分を中国が握ってお
り【図表3】、中国の輸出規制などが欧州の脱炭素化
や防衛産業に直接影響を及ぼす可能性がある。なお、
多くの重要原材料では中国への依存度が高く、供給途
絶リスクが懸念されている。

ここでEUが問題視しているのは、単に輸入先が
偏っていることではなく、危機時に供給・価格・利用
条件を第三国に握られることである。

こうした状況を受け、EUは2024年、重要原材料
法＊3を発効し、輸入先の多様化や域内生産能力の強化
を進めている。
【図表3】レアアース輸入の中国への依存度
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（注）EUにおける総輸入量ベース、12ヶ月移動平均
（出所）Eurostat

（３）米国企業への決済インフラ依存
現在、欧州ではキャッシュレス化が進展しており、

決済インフラの重要性は高まっている【図表4】。
欧州中央銀行（ECB）＊4によれば、2022年のユーロ

圏カード決済の約61％はVisaやMastercardなどの
米国企業における国際カードスキームを通じて行われ
ており、米国企業が大きな存在感を有している。

決済は、消費者や企業の日々の経済活動を支える基

＊2） EU理事会 , Russian gas imports：Council gives �nal green light to a stepwise ban, Press Release, 26 January 2026.
＊3） EUは、重要原材料法において、2030年に向けてEUにおける年間需要の少なくとも10％を域内採掘、40％を域内加工、25％をリサイクルで賄い、

一つの第三国への依存を65％以下とする基準を設定している。
＊4） 欧州中央銀行，Report on Card Schemes and Processors, 28 February 2025.
＊5） 欧州中央銀行，Piero Cipollone ECB理事インタビュー，The role of the digital euro in digital payments and �nance，28 February 2025.

盤であり、域外企業が主導する決済ネットワークへの
依存が高まれば、手数料体系や利用ルール、障害時の
対応などで、EU自身の裁量が限られる可能性がある。

ECB＊5は、こうした域外事業者への依存について、
欧州のレジリエンスや通貨主権を損なう可能性がある
との認識を示している。
【図表4】POSで使用された決済手段の割合
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（注）ユーロ圏におけるPOS決済、金額ベース
（出所）ECB

３．デジタルユーロにみる決済主権の確保

以上のように、EUが問題視している対外依存は、
エネルギーや原材料にとどまらず、決済分野にも及ん
でいる。その具体例が、ECBが検討を進めるデジタ
ルユーロである。

（１）デジタルユーロとは何か
デジタルユーロはECBが発行する中央銀行デジタ

ル通貨であり、現金を補完するデジタル形式のユーロ
として構想されている。また、オンラインだけではな
くオフラインでの決済も想定されており、ユーロ圏全
体で利用可能な共通のデジタル決済手段となることが
目指されている。

デジタルユーロが現金を補完することにより、現金
利用が減少する中でも中央銀行が発行する公的通貨の
利用環境を維持することができるのである。
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現在、デジタルユーロをめぐっては、構想段階から
法制化・実装準備への段階へと進展している。2026
年6月に欧州議会がデジタルユーロの規則案を承認し、
7月には、欧州議会、欧州理事会、欧州委員会の三者
協議が始まった。現在はECBが欧州の決済標準化団
体と協力を開始し、技術面での共通規格の整備も進ん
でいる。

（２）デジタルユーロの意義と課題
ECB＊6は、デジタルユーロについて、現金利用が減

少する社会においても、現金の役割を維持しつつ、域
外企業に依存しない欧州独自の決済手段を確保する取
り組みであるとしている。

つまり、これは、単なる決済手段のデジタル化では
なく、決済分野における欧州の戦略的自律性を強化す
る取組といえよう。

もっとも、デジタルユーロの実現に向けては課題も
残る。特に、オフライン機能については実装コストに
加え、二重払い防止など、技術面・運用面での課題が
指摘されている。ECB＊7は2027年後半から12ヶ月の
パイロット運用を予定しており、これらの課題への対
応も含め検証した上で、2029年中の発行を目指して
いる。

４．おわりに

EUはエネルギー、原材料、防衛、半導体など、様々
な分野で対外依存の低減に取り組んでいる【図表5】。＊8＊9

【図表5】対外依存の低減に向けたEUの主な施策
依存分野 主な依存先 主な施策

防衛 米国 欧州防衛基金＊8

エネルギー ロシア REPowerEU
重要原材料 中国 重要原材料法
半導体 台湾・東アジア EU Chips Act＊9

決済 米国 デジタルユーロ
（出所）欧州議会調査局、欧州委員会、ECB、各種報道等より筆者作成。

EUにおける戦略的自律性を理解すると、多方面の
政策の意図が見えてくる。

EUの戦略的自律性は、当初の防衛・安全保障分野

＊6） 欧州中央銀行，Empowering Europe：boosting strategic autonomy through the digital euro , 8 April 2025.
＊7） 欧州中央銀行，「Digital euro pilot」，ECBウェブサイト，2026年8月閲覧。
＊8） EUにより欧州域内で兵器の調達や研究開発に係る資金を賄うため2021年に発足した基金、2021～2027年の財政枠組みの下で運営される。
＊9） EUにより2023年に施行された規則、世界に占めるEU半導体シェアを2030年までに20%に引き上げることを目標としている。

から、産業、エネルギー、金融、決済などと対象を広
げてきた。その背景には、第三国への過度な依存は、
危機時にEUの政策選択や経済活動を制約し得るとい
う認識がある。

もっとも、地政学リスクや経済安全保障への関心が
高まる中、重要なインフラを誰が支配しているのかと
いう論点は、日本にとっても無関係ではない。EUの
取組みは、危機時の政策余地や経済安全保障を考える
上で、一つの参考例となるだろう。

（注）�文中、意見に係る部分は全て筆者の私見であり、
誤りは全て筆者に帰する。

（参考文献、出所）
・ 欧州議会調査局（EPRS）（2022）, EU Strategic Autonomy 

Monitor：EU Strategic Autonomy 2013-2023, July 2022.
・ EU理事会（2026）, Russian gas imports：Council gives 

final green light to a stepwise ban, Press Release, 26 
January 2026.

・ 欧州中央銀行（2025），Report on Card Schemes and 
Processors, 28 February 2025.
・ 欧州中央銀行（2025），The role of the digital euro in digital 

payments and �nance，28 February 2025.
・ 欧州中央銀行（2025），Empowering Europe：boosting 

strategic autonomy through the digital euro , 8 April 
2025.

・ 日本総研『欧州中央銀行（ECB）における CBDC（デジタル
ユーロ）発行に向けた動きと主な論点』（2026年1月13日）

・ 野村総研『金融 ITフォーカス2026年5月号（デジタルユーロ法
制化の動向）』（2026年5月7日）
・ D r agh i , Ma r i o （20 24）, T he Fu tu re o f Eu rope a n 

Competitiveness, Report for the European Commission, 
September 2024.
・ 欧州委員会、Eurostat、各種報道等（JETRO、Reuters、日本
経済新聞等）
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PRI  
Open Campus
～財務総研の研究・交流活動紹介～

財務総合政策研究所では、財務省内外から様々な知
見を有する実務家や研究者等を講師に招き、業務を遂
行する上で参考になる幅広い知識や情報を得る場とし
て「ランチミーティング」を開催しています。今月の
PRI Open Campusでは、2026年6月1日（月）に行
われた、財務総合政策研究所の小林庸平総括主任研究
官による講演内容を「ファイナンス」の読者の方々に
ご紹介します。

「英米の財政部局によるEBPMへのかかわり方」
小林  庸平
財務総合政策研究所 総括主任研究官

専門は、公共経済学、計量経済分析、
EBPM（制度設計および効果測定）、
子どもの貧困、ナッジの政策活用。
一橋大学大学院経済学研究科博士課
程修了。博士（経済学）。経済産業省
産業構造課課長補佐や独立行政法人
経済産業研究所研究員、米国戦略国
際問題研究所客員研究員、三菱UFJ
リサーチ＆コンサルティング上席主
任研究員 兼 EBPM・行動科学チー
ム（MERIT）リーダー等を経て、
2026年4月より現職。
関連書籍に『EBPM エビデンスに
基づく政策形成の導入と実践』（日本
経済新聞出版、共編著）、『政策評価のための因果関係の見つけ方 ラ
ンダム化比較試験入門』（日本評論社 監訳・解説）。

１．EBPMにおける財政部局の役割
財政制約の高まりや社会課題の複雑化を受けて、

「エビデンスに基づく政策形成（Evidence-Based 
Policy Making、EBPM）」の取り組みが世界中で進め
られています。日本でもEBPMが本格的にスタート
して約10年経過しています。

多くの国でEBPMの中心的な担い手となっているのが

政府の中の財政部局です。今回は、イギリスの財務省・
内閣府とアメリカの行政管理予算局などが、EBPMにお
いてどのような役割を果たしているかを紹介します。

２．イギリス財務省・内閣府
（１）EBPMの始まり

イギリスにおけるEBPMの始まりはブレア政権
（1997-2007）に求められ、1998年7月に歳出見直し
（Spending Review、SR）が初めて導入、実施されま
した。これは、数年に一度政府全体の歳出を見直し、
優先順位付けを行い、今後数年間にわたる資源配分を
決める仕組みです。

1999年3月には「政策形成におけるエビデンスと
調査のよりよい利用」（EBPMのコンセプト）を主張
する「政府の近代化（Modernising Government）」
白書が公表され、以降、行政においてEBPMの概念
が浸透・進展しました。

（２）政策マネジメントの枠組み
ア．SRと業績管理

イギリスでは歳出が裁量的支出/義務的支出、経常
経費/資本的支出のマトリックスに分かれていますが

（図表1）、SRは裁量的支出に対して政府歳出の大枠
を決めるものです。

併せてブレア政権では、内閣府や財務省が各省庁と
3年間の目標設定をする公共サービス合意（Public 
Service Agreement、PSA）を導入しました。これは
歳出の細かい使い方は各省庁に委ねる一方、成果に対
して責任を求められる仕組みです。PSAはその後、
名称が変わり続けていますが、SRで予算の大まかな
配分を行い、目標設定して成果の進捗を管理するとい

財務総合政策研究所 総括主任研究官　小林  庸平
（編集）財務総合政策研究所 総務研究部 研究員　伊東  直樹

英米の財政部局によるEBPM
（エビデンスに基づく政策形成）
へのかかわり方

60
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うのが、イギリスにおける政策マネジメントの大きな
枠組みです。

イ．ROAMEFサイクルと政策の事前評価
具体的なイギリスの政策プロセスは「目標→事前評

価→モニタリング→事後評価→フィードバック→論拠
付け」という6つの段階に区分・整理されており、そ
れぞれの頭文字をとりROAMEFサイクルと呼ばれて
います（図表2）。

その中のAppraisal（事前評価）では、グリーン
ブックと呼ばれるガイダンスのもとに政策の費用対効
果が計算され、政策検討がなされます。これらは特に
規模の大きなものや新規性の高いものが対象であり、

この事前評価をもとに財務省が査定を行っています。

ウ． Government Major Projects Portfolio 
（GMPP）によるモニタリング

さらに、最も複雑で戦略的に重要なプロジェクトを
政府全体で管理し、透明性を確保しながら進捗管理す
るためのシステムとして、GMPPが導入されました。

対象には鉄道、道路、学校、病院などの分野におけ
るプロジェクトが含まれており、2023～2024年では、
227プロジェクト、総額8,340億ポンドが対象（図表3）
となっています。

進捗状況はDelivery Confidence Assessmentで評
価され、予定通りの成果が期待できるかどうかが赤・

図表1　歳出見直しの対象

BAR 本文ページ

歳出の区分とSpending Reviewの対象

◼イギリスの歳出は、裁量的支出/義務的支出、経常経費/資本経費の４種類に分かれて
いるが、Spending Review（SR）の対象になるのは裁量的支出（Departmental 
Expenditure Limits）で、複数年度の歳出の枠がはめられる。

5

Departmental 
Expenditure Limits

（DEL）
＜裁量的支出＞

Annually Managed 
Expenditure
（AME）

＜義務的支出＞

Resource Spending
＜経常経費＞

Capital Spending
＜資本経費＞

人件費、補助金、運営費等 インフラ、施設、IT投資等

年金給付、医療給付等 利払い費等

Spending 
Reviewの対象、
複数年度の枠が
はまる

（出所）Institute for Government（2024） Spending Reviewより作成（出所）Institute for Government（2024）Spending Reviewより著者作成

図表2　ROAMEFサイクル

BAR 本文ページ

ROAMEFサイクルと政策の事前評価のガイダンス

7

政策過程とGreen Bookの対応関係

Evaluation

事後評価

Feedback

フィードバック
Rationale

論拠

Objectives

目標

Appraisal

事前評価

Monitoring

モニタリング

◼ イギリスの政策プロセスは以下のROAMEFモデルにより6つの段階に区分・整理され
ている。そのうち、Appraisal（事前評価）のガイダンスがGreen Bookであり、規
制及び予算執行の両方について、費用便益分析の枠組みを規定している。

◼ SRによって歳出の大枠が決められるため、財務省が全ての個別事業の査定をしてい
るわけではないが、規模の大きなものや新規性の高いものなどについては、Green
Bookに基づく事前評価をもとに財務省が査定を行っている。

（出所）�内山・小林他（2022）「英国におけるエビデンスに基づく政策形成と日本への示唆」、Treasury Approvals Process 
for projects and programmes - GOV.UK 、 HM Treasury（2022）“THE GREEEN BOOK Central Government 
Guidance on Appraisal and Evaluation”
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PRI Open Campus ～財務総研の研究・交流活動紹介～　60

黄・青で示されます（図表4）。

（３） EBPMと政策評価タスクフォース 
（Evaluation Task Force、ETF）

ア．ETFの設立
ROAMEFサイクルに基づく政策マネジメントを進

める中で、近年の大きな変化の一つが、評価の専門組
織である政策評価タスクフォース（Evaluation Task 
Force、ETF）の設立です。ETFは、ROAMEFの枠組
みに沿った政策評価の実施や各省庁の評価能力の向上
を政府横断的に支援しています。

ETFは内閣府と財務省の共管による組織で、約15
名のスタッフが在籍しています。対象省庁ごとに担当

者が分かれており、財務省のスペンディングチーム
（日本の主計局に近い組織）と連携して各省庁の歳出
をチェックします。加えて、ETFは各省庁に対してエ
ビデンスや評価計画についてのアドバイスも行ってい
ます。

設立から約5年経過し、ETFはイギリスのEBPMに
おける中心的な存在となっています。

イ．ETFの取り組み
ETFは、良いエビデンスおよび評価計画が備えるべ

き要件として図表5の7つを整理し、これらのレ
ビュー・改善を推進しています。

2021年に実施されたSRでは、ETFは86件、総額

図表4　プロジェクトの進捗状況

Red Amber Green Exempt 合計
政府変革・サービス提供 8 52 13 3 76
ICT 2 16 4 2 24
インフラ・建設 11 40 10 7 68
軍事能力 10 27 3 5 45

0% 20% 40% 60% 80% 100%

政府変革・サービス提供

ICT

インフラ・建設

軍事能力

Red Amber Green Exempt
（出所）�National Infrastructure & Service Transformation Authority “Annual Report 2024/2025”

図表3　GMPPのプロジェクト数・総額
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100億ボンド超の歳出レビューを行い、（ア）エビデ
ンスの質や効果検証設計等の検討、（イ）評価計画・
実施を歳出条件に付与、（ウ）評価の実施状況のモニ
タリングを行いました。

また、ETFはGMPPに含まれる大規模なプロジェ
クトについて、進捗状況に加え評価計画が策定されて
いるかについてもレビューをおこなっています。

ETFができる前の2019年には評価計画のあるプロ
ジェクトが36.1％だったのに対し、2023～2024年
には約2倍の63.4％となっています。そのうち「頑
健である」と判断された評価計画は増加しているもの
の、全体の約1/3にとどまるため、プロジェクトの承
認プロセスに評価計画を組み込むことや、プロジェク
ト責任者に評価の価値を浸透させることを提案してい
ます（図表6）。

一方、EBPMにおいて最大のネックとなるのが、評
価を行うためのデータやエビデンスの不足です。ETF
は、 政 策 に 有 用 な エビ デ ン スを 生 み 出 す ため、
Evaluation Acceleration Fund（EAF）による補助金
を実施し、エビデンスの創出をサポートしています。
2026～2027年度では総額350万ボンド・21プロジェ
クトが採択されており、予防的な政策介入や公共サー
ビス提供改革、AI・デジタルなどが重視されています。

（４）具体的な事例
～ 低所得・若年妊婦への看護師家庭訪問
プログラム～

EBPMの好例として有名なのが、看護師家庭訪問プ
ログラムです。これは低所得・若年妊婦へ、看護師が
2年間家庭訪問し、子どもの接し方改善支援や虐待防

図表5　エビデンス・評価レビューの視点
項目 内容

1．評価対象となる介入・政策 □ 評価対象となる介入・政策の具体的な内容

2．�評価対象となる介入・政策
の目的 □ 介入・政策の目的およびアウトカム

3．�その介入・政策に関する 
既存のエビデンス（戦略）

□ 介入・政策に関する既存のエビデンスの有無。
□ 既存エビデンスの適用可能性の吟味。

4．変化の理論（戦略） □ 政策の前提条件やロジック等の整理。
□ アウトカム等の測定方法の検討。

5．評価アプローチ □ 評価アプローチの吟味。
□ �政策設計を工夫することによるエビデンスの質の改善。

6．評価予算（財務） □ 求められる評価計画の質と評価予算の吟味。

7．評価結果の活用計画 □ �評価結果を、どういったタイミングでどのように使うのか
の検討。

（出所）�小林・内山他（2024）「英国におけるEBPMの深化ー政策評価タスクフォースを中心としてー」

図表6　プロジェクトの評価状況

評価計画あり頑健な評価計画あり
2019 36.1% 8.1%

2023-2024 63.4% 34.0%

36.1%

63.4%

8.1%

34.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

2019 2023-2024

評価計画あり 頑健な評価計画あり

（出所）�Evaluation Task Force（2025）“Government Major Projects Evaluation Review”, NAO（2021）“Evaluating 
Government Spending”
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止などを教育するという政策で、アメリカでは、約
7,000ドルの費用に対し、便益が約40,000ドルと大
きな効果が確認されました。

アメリカでの結果を受けて、イギリス保健省の資金
によって1,645人の10代の妊婦を対象に同様のプロ
グラムが実施され、効果検証を行いました。それによ
ると、短期的にはポジティブな影響がみられず、中長
期的な子供の学力に若干のプラスの効果が確認された
のみでした。

イギリスでは、アメリカと比較し社会保険が整備さ
れていることから、家庭訪問による追加的な介入効果
は限定的であったと考えられます。期待した効果が確
認されなかったため、この政策は見直す判断がなされ、
結果的に不要な支出を防ぐことができた事例です。

３．アメリカ行政管理予算局
続いて、アメリカにおける政策マネジメントの枠組

みと行政部局のかかわりについてお話しします。

（１） 政策目標の設定 
～GPRAMA（政府業績成果近代化法）

連邦政府の目標設定と業績管理を行う枠組みとして
2010年 に 政 府 業 績 成 果 近 代 化 法（Government 
Performance and Results Act Modernization Act、
GPRAMA）が定められました。各省庁は、戦略計画
を4年毎に作成し目標を設定します。また短期に達成
すべき目標についても優先目標として設定され、四半
期ごとの進捗レビューを反映しながら政策運営を行っ
ていきます（図表7）。

図表7　業績・政策マネジメントの仕組み

BAR 本文ページ

業績・政策マネジメントの仕組み

19

▪ 省庁間の連携が求められる、長期的な大統領の優先施策。

省庁横断優先目標

戦略計画

戦略目標
▪ 省庁の達成目標。

戦略目的
▪ 省庁が達成したい長期目標・アウトカム・インパクト。

省庁優先目標
▪ 省庁が、2年間で達成したい優先的な目標で、アウトカム起点で
設定される。２年ごとに設定。

▪ 各省はおおよそ４～５の省庁優先目標を設定。

年次業績計画
▪ 戦略計画を年次計画レベルで細かく記載したもの。
▪ 毎年の具体的なアクションが記載されている。

▪ 省庁のミッション達成のための政策実行の枠組み・中期計画。

◼GPRAMA（政府業績成果近代化法）
⚫ GPRAMA（Government Performance 

and Results Modernization Act）は、
アメリカ連邦政府の業績管理を行う枠
組み。

⚫ 戦略計画（Strategic Plan）を４年ごと
に作成し、省庁の目標を示す。

⚫ 短期的に達成すべき目標も省庁優先目
標（Agency Priority Goals）として設
定されている。

◼業績マネジメントサイクル
⚫ 四半期ごとにレビューが行われ、進捗
確認がなされている。

⚫ 遅れがある場合などは、政策運営の修
正がなされる。

（出所）著者作成
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一方で、この枠組みだけでは、「目標は管理してい
るけれど、その政策が本当に効果的であるのかまでは
分からない」という限界がありました。

（２）EBPMの導入と政策マネジメント
ア．本格化のきっかけ

そのような中、アメリカでEBPM導入の契機となっ
たのは、2013年のPaul Ryan共和党下院議員とPatty 
Murray民主党上院議員による予算交渉です。オバマ
政権下、2010年の中間選挙によってねじれ議会とな
り、政府閉鎖を背景に行われたこの交渉で、両者は次
の2点に合意しました：

（ア）�政府運営上どのような戦略が最も効果的か、税
金を慎重に使うことを国民に保証するためにど
うすればよいか、調査する必要があること。

（イ）�政府は行政活動や統計調査を通じた大量の情報
を集めている一方、それらは意思決定者のニー
ズを常に満たしているわけではなく、政府デー
タをより効果的に使うための戦略が必要である
こと。

この合意がきっかけで超党派の議員立法が成立し、
2016年のEBPM委員会設立につながりました。
EBPM委員会では、政府の保有する機密データ活用や
そのプライバシー保護、EBPM推進のための体制強化
といった多くの提言が行われました。

イ．Evidence ActとEBPM推進体制
これらEBPM委員会の提言を実行するため、2019

年にEvidence Actが制定されました。省庁間のデー
タ・エビデンス構築機能の連携を求めるとともに、各
省庁に対して以下の点が義務付けられました。

（ア）Evaluation Officerの任命
（イ）�エビデンス構築文書（ラーニングアジェンダ・

年間評価計画含む）の策定・公表
（ウ）�エビデンス構築のための能力・体制の自己評価

また、これらの各省の活動を管理・支援するため、
行政管理予算局に社会科学や政策分析の専門家チーム

（Evidence Team）が構成されています。

ウ．エビデンス構築文書
イギリスと同様、アメリカにおいても、EBPMにお

けるデータやエビデンス構築が重視されています。
Evidence Actにより各省庁に作成が義務づけられ

た「エビデンス構築文書」では、政策担当者とのコ
ミュニケーションを通じてエビデンスの需要を把握
し、ギャップの解消に向けた計画を作成します（図表
8）。また、各省庁は作成した計画に基づいて政策評
価の分析を行っていきます。

エ． GPRAMAとEvidence Actによる政策マネジ
メント

前述のGPRAMAとEvidence Actは対応関係になっ
ています。GPRAMAは政府の優先目標が示されてお
り、その中で優先的に解消したいトピックを特定しま
す。そして、それらと連動した政策の評価計画作成・
エビデンス構築を、Evidence Actのもとで行ってい
きます。

政策は無数に存在し、すべてにEBPMで対応する
ことは現実的ではありません。優先的で重要でかつエ
ビデンスが足りないものをGPRAMAから特定し、
Evidence Actのもとで取り組んでいくというのがア
メリカのここ6～7年くらいの動向です。

（３） 具体的な事例
～ 再就職・受給資格確認プログラム 
（Reemployment Services and 
Eligibility Assessment、RESEA）

RESEAは州に対する補助金プログラムで、失業保
険受給者に対して、再就職計画の作成や職業訓練など
を行うことによって、再就職を促進することを目的と
しています。

このプログラムの特徴は、補助金の最大10％を評
価のために使用できること、またそれを踏まえた改善
が義務づけられている点です。これらの評価に裏打ち
された事業への歳出は段階的に増加しており、2023
～2024年にはプログラム全体の25%でしたが、
2027年以降は50％となっています。残りの部分は効
果的なプログラムを模索するため、パイロット的な新
事業に使われます。

エビデンスを用いながら政策を改善した結果、失業
給付期間は当初より1.82週間短縮し、必要な給付額
は536ドル減少しました。受給者側も、早期の再就職
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により高い賃金を得られるようになりました。費用対
効果についても、RESEAの1ドルの支出に対して、
2.6ドルの効果が出ています。

４．まとめ
イギリス・アメリカともに、政策マネジメントに

EBPMをどのように組み込むかについて、現在も試行
錯誤を重ねています。その中で、両国の取組に共通す
る点をまとめます。

（１）政策マネジメントとEBPMの融合
イギリスとアメリカの双方において、財政部局（イ

ギリス財務省、アメリカ行政管理予算局）が中心と
なって、政策マネジメントとEBPMの融合が図られ
ています。

イギリスではSR、アメリカではGPRAMAを通じ
て、重点的に取り組む政策分野の優先順位付けや政策
の進捗管理が行われています。EBPMはこれらの政策
マネジメントと連動して運用され、重点分野を中心に
エビデンスの構築や政策評価を実施する仕組みとなっ
ています。

（２） 専門家によるエビデンスおよび評価計画
のレビュー

イギリス・アメリカともに、財政部局在籍の専門家
が政策のエビデンスや評価計画の妥当性をチェックし
ています。

イギリスでは、SRを通じてETFがエビデンスの質
を確認しており、アメリカでは行政管理予算局の
Evidence Teamがエビデンス構築計画の作成を支援
しています。

（３）エビデンスギャップの解消
両国に共通する特徴として、政策立案に必要なエビ

デンスの不足を重要視し、それを解消する仕組みを導
入している点が挙げられます。イギリスではEAFに
よる補助金、アメリカではエビデンス構築文書などが
そのツールになっています。イギリス・アメリカとも
に、財政部局がEBPMを推進する上で中心的な役割
を担っています。日本とは政策形成の仕組みや行政制
度が異なるものの、両国の取組は、日本における
EBPMの在り方や、歳出の有効性を高めるための制度
設計を考える上で、重要な示唆を与えるものと考えら
れます。

図表8　エビデンス構築計画のイメージ

BAR 本文ページ

ラーニングアジェンダと年間評価計画のイメージ

◼政策改善に役立つ分析・評価を行うためには、「政策立案上、何が知りたいか」（エビデンスの
需要）を明確にする。これは政策担当者とのコミュニケーションを通じて構築される

◼そのうえで、エビデンスギャップ解消に向けた計画を将来に向かってつくる。

26

エビデンスの
質・量

t年

政策立案上
知りたいこと

エビデンスの
需要

わかって
いること

エビデンスの
供給

t+X年t+１年 t+2年

担当課室・現場
とのコミュニ
ケーションから
明らかにする

エビデンス
ギャップ

…

ラーニング
アジェンダ

年間評価計画

（出所）小林（2024）「アメリカ連邦政府におけるEBPMの実際」

財務総合政策研究所
POLICY RESEARCH INSTITUTE, Ministry Of Finance, JAPAN

過去の「PRI Open Campus」については、 
財務総合政策研究所ホームページに掲載しています。
https://www.mof.go.jp/pri/research/special_report/index.html
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１．はじめに
金沢市は、石川県のほぼ中央に位置する人口約45

万人の中核市で、加賀百万石の城下町として発展して
きた北陸地方最大の都市です。北は日本海に面し、南
には白山を望む豊かな自然環境に恵まれています。市
内には犀川や浅野川が流れ、四季折々の美しい景観を
楽しむことができます。

金沢は、加賀藩前田家のもとで独自の文化を育み、
伝統工芸や茶の湯、食文化などが現代まで受け継がれ
てきました。戦災を免れたこともあり、市内には武家
屋敷や茶屋街、寺院群など、江戸時代の街並みが今も
数多く残されています。また、日本海の豊かな漁場に
育まれた海産物や、「加賀野菜」と呼ばれる伝統野菜
など食の魅力も豊富で、北陸新幹線の開業以降は国内
外から多くの観光客が訪れ、観光都市として注目を集
めています。

２．金沢市と加賀百万石文化
石川県の歴史を語るうえで欠かせないのが「加賀百

万石」です。しかし、その背景には前田家だけでな
く、浄土真宗の信徒たちによる「一向一揆」の歴史も
あります。15世紀末の加賀国では、一向一揆により
守護大名が倒され、自ら国を治めるという全国的にも
珍しい時代が続き、そのため、加賀は「百姓の持ちた
る国」と呼ばれました。その後、天下統一を目指した
織田信長によって一向一揆が平定され、1583年に戦
国武将・前田利家が金沢城へ入城しました。これが後
の加賀藩発展の礎となりました。その後、領地は能登

（石川県北部）・加賀（石川県南部）・越中（富山県）
へと広がり、石高は100万石を超えました。これが

「加賀百万石」と呼ばれる由来です。江戸時代、加賀
藩は徳川幕府に次ぐ豊かな藩として栄えました。

現在も金沢市には加賀百万石の歴史と文化が色濃く
残されています。

市の中心部に位置する金沢城公園は、加賀藩前田家
の居城跡として知られており、隣接する兼六園は、日
本三名園の一つに数えられ、四季折々の美しい景観が
訪れる人々を魅了しています。特に冬の風物詩である

「雪吊り」は、金沢を象徴する景観として全国的に有
名です。また、ひがし茶屋街には江戸時代の面影を残
す町並みが保存されており、金箔工芸や和菓子、伝統
芸能など、加賀文化を身近に感じることができます。

さらに、金沢21世紀美術館をはじめとする現代文
化施設も充実しており、加賀百万石の歴史と文化に加
え、現代アートが楽しめる街となっています。

３．税関の歴史と金沢港の発展
税関の歴史は江戸時代までさかのぼります。鎖国政

策を続けた江戸時代には、長崎の出島が日本と西洋を
結ぶ唯一の貿易港でしたが、幕末の嘉永7年（1854
年）に結ばれた日米和親条約を皮切りに、日本は諸外
国に対し、次々に港を開きました。安政6年（1859
年）、長崎、神奈川及び箱館（函館）の港に「運上所」
が設けられ、今日の税関業務につながる輸出入貨物の
監督や税金の徴収といった運上業務に加え、外交事務
を取り扱うことになりました。これが税関の前身です。
そして明治5年11月28日（1872年）、運上所は「税
関」と改められ、ここに税関が正式に発足しました。

そして金沢税関支署は、昭和25年（1950年）に金
石港に設置された「七尾税関支署金石監視署」を前身
とし、その後の組織改編を経て、平成2年（1990年）

大阪税関金沢税関支署管理課 管理課長
藏橋  孝至

金沢市
加賀百万石の歴史と 
文化が息づく城下町　 
金沢市

各地の話題各地の話題
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金沢市金沢市

に現在の「金沢税関支署」となりました。以来、北陸
地方における国際貿易の発展とともに、地域経済を支
える重要な役割を担っています。

管内にある金沢港は、古くから日本海側の海上交通
の要衝として発展し、近年では、平成17年（2005年）
にガントリークレーンの供用が開始され、令和2年

（2020年）には金沢港クルーズターミナルがオープン
するなど、国際物流と観光の拠点としての機能強化が
進められており、現在では、日本海側を代表する物流
等の拠点として、地域産業や観光振興を支える重要な
港湾となっています。

ここで、石川県における貿易状況を見てみると、 
＊1令和7年の石川県の貿易額（大阪税関金沢税関支署、
同七尾出張所、同小松空港出張所の合計）は、輸出総
額が2,292億円で、その約半分を建設用機械や繊維機
械などの機械類が占めています。一方、輸入総額は
2,299億円で、石炭、織物用糸及び繊維製品、石油製
品など多様な貨物が取り扱われています。このよう
に、石川県では多様な貨物の輸出入が行われており、
こうした貿易活動を支えるため、税関では、「適正か
つ公平な関税等の徴収」「安全・安心な社会の実現」

＊1） 貿易統計2025年（令和7年）分（確々報値）

「貿易の円滑化」の3つの使命を掲げ、適正な税関行
政の運営に取り組んでおり、金沢税関支署において
も、国際物流の円滑化と水際対策の両立を図りなが
ら、人とモノの流れを支え、地域社会と経済の発展に
貢献していきます。

４．金沢市周辺の観光スポット
これまで、金沢市や税関の歴史等に触れてきました

が、ここで金沢市周辺の観光スポットをご紹介します。

○兼六園
金沢を代表する観光名所といえば兼六園です。兼六

園は水戸の偕楽園、岡山の後楽園と並ぶ日本三名園の
一つとして知られています。兼六園は、「宏大・幽
邃・人力・蒼古・水泉・眺望」という優れた庭園に求
められる六つの景観要素「六勝（ろくしょう）」を兼
ね備えることから、奥州白河藩主の松平定信により、
兼六園と名付けられました。春の桜、初夏の新緑、秋
の紅葉、そして冬の雪吊りなど、一年を通じて異なる
美しさを見せる金沢の象徴的な庭園です。

兼六園（提供元：金沢市）

兼六園（提供元：金沢市）

税関写真

金沢港クルーズターミナル（提供元：金沢市）
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○金沢城公園
兼六園の隣に位置する金沢城公園は、加賀藩前田家

の居城であった金沢城跡を整備した公園です。石川門
や三十間長屋などの重要文化財が現存するほか、菱櫓
や五十間長屋、橋爪門などが復元され、当時の姿を今
に伝えています。多種多様な石垣は「石垣の博物館」
と呼ばれるほどで、金沢城の大きな見どころとなって
います。

金沢城公園（提供元：金沢市）

○ひがし茶屋街
金沢を代表する観光地の一つであり、国の重要伝統

的建造物群保存地区に選定されています。石畳の街路
に伝統的な茶屋建築が立ち並び、金沢らしい風情を感
じることができます。和菓子や金箔製品、伝統工芸品
の店舗も多く、散策に人気の観光スポットです。

ひがし茶屋街（提供元：金沢市）

○近江町市場
約300年の歴史を持つ市民の台所として親しまれて

います。日本海で水揚げされた新鮮な魚介類や加賀野
菜などが並び、海鮮丼や寿司など金沢ならではの食文
化を楽しむことができます。

近江町市場（提供元：金沢市）

○金沢百万石まつり
毎年6月に開催される金沢百万石まつりは、金沢市

最大級のイベントです。加賀藩祖・前田利家公が金沢
城に入城し、金沢の礎を築いた偉業を偲んで開催さ
れ、中でも豪華絢爛な百万石行列は、金沢駅東広場の
鼓門前を出発し、石川門から金沢城に入城するまで約
4時間の一大パレードが繰り広げられています。

金沢百万石まつり・百万石行列（提供元：金沢市）

○千里浜なぎさドライブウェイ
石川県羽咋市にある千里浜（ちりはま）なぎさドラ

イブウェイは、日本で唯一、波打ち際を自動車で走る
ことができる海岸です。全長約8キロメートルにわ
たって続く砂浜は、砂の粒子が細かく引き締まってい
るため、車やバイク、自転車でも走行することができ
ます。目の前に広がる日本海の雄大な景色と、潮風を
感じながら走る爽快感は千里浜ならではの魅力で、金
沢市からもアクセスしやすい、石川県を代表する観光
スポットです。

○地酒と食文化
石川県は良質な米と白山水系の豊かな水に恵まれ、

多くの酒蔵が点在しています。
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「天狗舞」「手取川」「菊姫」「加賀鳶」など全国的に
知られる銘柄をはじめ、特色ある日本酒が数多く醸造
されています。また、日本海の海の幸や加賀野菜との
相性も良く、金沢ならではの食文化を楽しむことがで
きます。

５．おわりに
金沢市には、加賀百万石の歴史を今に伝える文化遺

産、美しい日本庭園、風情ある茶屋街、新鮮な海の幸
や地酒など、多彩な魅力があります。

兼六園や金沢城公園をはじめ、歴史ある街並みを巡
る散策や、伝統工芸・食文化に触れる体験を通じて、
金沢ならではの奥深い魅力を感じていただけると思い
ます。

また、近年はクルーズ船の寄港が増加し、国内外か
ら多くの観光客が訪れるとともに、北陸地域の産業を支
える国際物流拠点としての役割も一層高まっています。

世界とつながる港を有する金沢市は、魅力あふれる
街です。ぜひ一度足を運んでいただき、城下町・金沢
の魅力と、その発展を支える金沢港や税関の役割にも
目を向けていただければ幸いです。

 ファイナンス　2026 Oct.	 67

連
載
各
地
の
話
題

17_P64-71_Kakuchi_02.indd   6717_P64-71_Kakuchi_02.indd   67 2026/10/07   10:00:132026/10/07   10:00:13



沖縄地区税関石垣税関支署 統括監視官（総括部門）
津波  哲也

１．はじめに
石垣市は、日本列島の最西南端にあって、12の有

人島からなる八重山諸島の拠点です。また、台湾や東
南アジア諸国をはじめ、広くアジア・太平洋地域の開
かれた位置にあり、沖縄本島那覇から南西へ約
410km（那覇空港から飛行機で約1時間）、宮古群島
へは約170km、台湾へは約277kmの位置にあります。
また、石垣市がある石垣島は、沖縄本島、西表島に次
ぎ、県内で3番目に大きな島であり、南国特有の温暖
な亜熱帯海洋性気候と透明度の高い海が魅力的で特に
マンタとの遭遇率はとても高く世界中から多くのダイ
バーが訪れることで有名なことと、県内最高峰の於茂
登（おもと）岳（526m）を中央に連なる雄大な山々
とエメラルドグリーンに輝く景勝地・川平（かびら）
湾が国指定名勝に指定されるなど、温暖な気候の中美
しいサンゴ礁とエメラルドグリーンの海に囲まれた美
しい島です。

川平湾（提供：石垣市）

マンタ
マンタとダイバー（提供：石垣市観光交流協会）

なお、石垣市の人口は、沖縄県内の市町村で第10
位（令和8年1月末現在49,450人）となっています
が、石垣市に住民票を移していない人がかなりいるの
ではとの話もあります。

石垣税関支署については、明治32年4月に長崎税
関八重山監視署が設置されたのが始まりであり、昭和
28年4月琉球政府のもと琉球税関八重山支署へ、そ
の後、本土復帰の昭和47年5月に沖縄地区税関石垣
出張所へと組織の変遷をたどり、現在、石垣空港出張
所及び与那国監視署を管理下に置く八重山郡等を管轄
する支署に至っています。また、当支署には大型監視
艇「さきしま」が平成19年3月から配備されており、
宮古島から与那国島までの広域な洋上監視取締りを
行っています。

２．島の芸能・文化について
石垣島は、多彩な文化や芸能イベントのある豊かな

島です。1年を通して石垣島の風土を活かしたスポー
ツや音楽イベントが盛んに行われています。特に夏場
の7月に開催される「オリオンビアフェストIN 石垣」
は、地元ミュージシャンやダンサーをはじめ、古典舞
踊や民謡、また沖縄を代表するアーティストのコン
サートなどがあり盛り上がる祭りとして有名です。ま
た、8月開催の「南の島の星まつり」は、『みんなで
見よう満点の天の川』をテーマに石垣島全島でライト

各地の話題各地の話題
石垣市

自然と芸能・文化・ 
観光の国際拠点-石垣島
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ダウンして星空を観望するエコイベントで一週間程度
行われています。この祭りにも有名な地元ミュージ
シャンなどによるライブがあることから賑わいのある
イベントです。その他にも沖縄本島にはない石垣島独
自の「とぅばらーま大会」があり、毎年旧暦の8月13
日に八重山民謡の名歌「とぅばらーま」の歌唱を競う
大会です。ちなみに「とぅばらーま」とは、独特な旋
律に、恋や人生の悲喜をのせ愛唱する民謡のことです。

昨年のとぅばらーま大会のポスター

南の島の星まつり（提供：国立天文台）

３．石垣港について
石垣港は、八重山圏域を背後圏とする最南端の重要

港湾（開港）であり、八重山圏域の物流の約98％を
取り扱っています。石垣港には、沖縄本島や本土との
定期航路が就航し、八重山圏域で消費される生活物資
の受入れや積み替え拠点として、また、周辺離島との
フェリーや高速船が就航し、離島住民や観光客の発着
基地として機能しています。さらに、台湾等から定期

的にクルーズ客船が数多く寄港し、八重山圏域の国際
観光拠点としての役割も担っています。石垣港は、本
土復帰と同時に港湾法に基づく重要港湾に指定されて
いることから、石垣市が港湾管理者として国直轄事務
所（沖縄総合事務局）と連携して、港湾整備が進めら
れてきました。

石垣港では、新港地区の機能強化を進めており、外
航クルーズ船の着岸は現状、水深10.5m、延長420m
の1バースで22万t級の大型客船の接岸に対応してお
り、令和3年4月から運用開始されています。1バー
スあたりのクルーズ船の着岸回数は年間250回程度が
限度といわれており、需要増に応じるには2隻同時の
入港を可能としなければならず、2バース目の早急な
整備が進められています。

石垣港全景（提供：石垣市）

石垣港（提供：一般社団法人　日本埋立浚渫協会）

（１）石垣港の国際ターミナル整備事業
石垣港新港地区では、CIQ（税関・出入国管理・検

疫）施設（延べ床面積約6,400m2）の整備が進めら
れ、令和8年3月1日から「石垣港国際ターミナル」
として供用開始されました。石垣島において、沢山の
外国人観光客を迎える場所として注目されています。
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CIQ施設イメージ（提供：石垣市）

（２） 石垣―台湾（基隆）定期船舶の就航に向
けた事業

石垣島は、台湾に地理的にも近く、観光客等の需要
が見込めることや経済規模も大きいことから企業誘致
等のビジネスチャンスが生まれやすいとのことです。

石垣市として、離島特有の不利性解消につなげるこ
とを考え、大量の物資を安価で輸入し、かつ、石垣の
農畜産物や海産物の輸出、ビジネスの往来で必要とな
る継続的な人の輸送も考慮して、航空機だけではなく
貨客船による定期航路の導入をサポートする事業を
行っています。

令和6年から、運営法人の設立や船舶購入契約の締
結など就航環境の整備が進められ、運営法人及び石垣
市の「石垣-台湾（基隆）間の定期船舶の就航」の取
組みにより、令和8年5月29日、貨客船「やいま丸」
が初入港し、就航に至りました。石垣港から基隆港ま
で片道約270km、運航時間約8時間は、石垣から那
覇までの距離及び所要時間より短いことから、このメ
リットを生かした就航船は今後益々、石垣島の経済発
展に寄与していくものと期待されています。

全 長：160m
幅 ：25m

ト ン 数：21,688トン
旅客定員：約545名
貨物積載：180TEU相当

やいま丸と航路図（提供：（株）商船やいま）

４．石垣空港について
平成25年、新石垣空港（南ぬ島（ぱいぬしま）石

垣空港）が開港し、路線の拡充やLCCの就航により、
これまで以上に、石垣島が身近にそして便利に渡航し
やすくなり年間観光客数は136万人を超え、国際線
ターミナル開港により台湾や香港などアジア圏を中心
に、海外からの観光客も増えています。

石垣空港における国際線については、コロナ禍の影
響で運休していた香港エクスプレス（香港⇔石垣）が
令和7年4月3日に復便し、同日にジンエアー（仁川
⇔石垣）が新規就航、同年5月28日にチャイナエア
ライン（台北⇔石垣）が復便、更に同年7月17日か
らタイガーエア台湾（台北⇔石垣）の新規就航に繋が
り、令和7年夏ダイヤで4社3路線の週16便の就航に
なりました。同年冬ダイヤにおいては、減便により入
港機数の減少はありましたが、令和8年夏ダイヤから
チャイナエアラインを除く各航空会社が再開・増便と
なり、夏場観光需要の高い石垣島には益々インバウン
ド客が増えるものと期待されています。

石垣空港（提供：沖縄県）

石垣空港国際線ターミナル（提供：石垣空港ターミナル（株））

５．おわりに
石垣港は日本最南端の国際交流拠点として位置づけ

る中核インフラ港になっています。石垣市が整備を進
めてきた石垣港国際ターミナル（CIQ施設）の本格供
用開始により、税関・出入国管理・検疫（CIQ）機能
が一体的に整備され、大型クルーズ船の受け入れが円
滑に行える体制が整っています。また、石垣空港は東
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アジアと直結する空の玄関口となっています。
このような海港及び国際空港がある石垣島におい

て、更に、新たな定期船の就航により、石垣-台湾間
の人的・経済的交流及び物流促進へと繋がることで、
今後益々、石垣島には海外からの観光客数の増加が予
想され、特産品を含めた輸出入貨物も増えていく中に
おいて、八重山諸島に不正薬物及び金等の密輸出入が
ないよう石垣税関支署一丸となって厳格に対応してい
きたいと思います。

最後に石垣島の魅力について、ここで紹介した以外
にも全国的に知られる「石垣牛」はもちろん、黒マグ
ロやパイナップルなど自然の恵みを生かした食材が豊
富にあるところです。観光地でありながら、自然と共
に生きるライフスタイルに惹かれて移住を選ぶ人も増
えているようです。このような魅力ある石垣島へ皆さ
ん是非、足を運んでみてはいかがでしょうか。

（参考文献）
・沖縄県庁ホームページ資料
・石垣市役所ホームページ資料
・沖縄総合事務局石垣港湾事務所ホームページ資料
・一般社団法人日本埋立浚渫協会MarineVoice21　vol329資料
・石垣市観光交流協会ホームページ資料
・商船やいまラインウェブサイト資料
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日経印刷株式会社
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●ご購入は政府刊行物センター、大手書店等でお求めください。

●記事はホームページでもご覧いただけます。（一部ご覧いただけない内容があります） 
財務省広報誌「ファイナンス」トップページ https://www.mof.go.jp/public_relations/�nance/ ⇨

●本誌へのご意見・ご要望は 
〒100-8940 東京都千代田区霞が関3-1-1　「財務省広報室内ファイナンス編集部」あてにお送りください。

e-mail：�nance@mof.go.jp

かつて、「凡人、軍人、変人」というフレーズが流行ったことがありました。言葉選びや
リズムの良さもその理由だったと思いますが、何より、当時の文脈では「変人」という言葉
は褒め言葉として多くの人から好意的に受け止められていた気がします。

好奇心は人を強く突き動かし、成長させ、前向きな冒険に駆り立てる時もあれば時にはリ
スクにさらすこともあるものです。今月の巻頭言を書いていただいた奥山輝大さんは気鋭の
研究者であり、古い知己でもあります。そして、私が知る限り間違いなく好奇心旺盛な変人

（天才？）ですが、常識人のような振舞いもできる尊敬すべき変人です。
霞が関や財務省は浮世離れしていると言われるし、実際そうだと思います。少なくとも私

自身は、財務省で働く道を選んで20年近く経ち、だいぶ世間ズレしていることは否めず非
常識人の部類に属するのだろうと思います。そして、好奇心は旺盛な方ですが、全然天才で
はない。ならばせめて変人になれないかと思っても、意識して頑張らないとなれない時点で
それは変人ではありません。

では私は何者なのか？答えが分かる日まで、好奇心の赴くままに旅路を続けていきます。

（財務省広報室長　西畠  万季人）

財務省ホームページ
https://www.mof.go.jp ⇨

財務省X公式アカウント
@MOF_Japan ⇨

アンケートに 
ご協力ください。⇨
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